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第１ 指定（介護予防）短期入所生活介護事業に関する事項 
 

【基本方針】 
○指定短期入所生活介護 

    この事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の

家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければなりません。 

対象者は、心身の状況や家族の病気、冠婚葬祭、出張等のため、又は家族の身体的精神的な負担

の軽減等を図るために、一時的に在宅での日常生活に支障がある要介護者等となります。おおむね

４日間以上継続して入所する利用者については、サービスの目標や具体的内容を定めた短期入所生

活介護計画に基づきサービスが提供されることとなります。 

 （指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月３１日厚生省令

第３７号。以下「居宅サービス基準」という。）第１２０条） 

 

○指定介護予防短期入所生活介護 
    この事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができる

よう、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利

用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなけれ

ばなりません。 

 （指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年３月１４日厚生労働省令第３５号。以

下「介護予防サービス基準」という。）第１２８条） 

 

１ 人員に関する基準（居宅サービス基準第121条、介護予防サービス基準第129条） 

（１）医師  １以上 

 

（２）生活相談員 

常勤換算方法で、利用者の数が１００又はその端数を増すごとに１以上 

      生活相談員のうち１人以上は常勤でなければならない。ただし、利用定員が二十人未満である

併設事業所の場合にあっては、生活相談員を常勤で配置しないことができる。 

   （例）１００人→１人  １００超～２００人→２人 

    

（３）介護職員及び看護職員（看護師若しくは准看護師） 

  ア 合計数  

常勤換算方法で、利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上 

（例）常勤換算で利用者１～３人→１人、４～６人→２人、７～９人→３人 

イ 介護・看護職員 

常勤の介護若しくは看護職員が１人以上 

ただし、利用定員が二十人未満である併設事業所の場合にあっては、介護職員及び看護職員

のいずれも常勤で配置しないことができる。 

看護職員を配置しなかった場合であっても、利用者の状態像に応じて必要がある場合には、病

院、診療所又は指定訪問看護ステーション（併設事業所にあっては、当該併設事業所を併設する

特別養護老人ホーム等（ 以下この章において「併設本体施設」という。）を含む。）との密接

な連携により看護職員を確保することとする。 
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※居宅基準第121条第６項に規定する「密接な連携」とは、以下のいずれも満たしている場合のこと

をいう。 

① 病院等（病院、診療所又は訪問看護ステーション（併設事業所にあっては、同項に規定する併設

本体施設を含む。）をいう。②及び③において同じ。）の看護職員が必要に応じて指定短期入所生

活介護事業所の利用者の健康状態の確認を行っていること。 

② 病院等において、指定短期入所生活介護事業所へ駆けつけることができる体制や適切な指示がで

きる連絡体制などが確保されていること。また、指定短期入所生活介護事業所において、病院等か

らの適切な指示等を受けることができる体制が確保されていること。 

③ 病院等及び指定短期入所生活介護事業所において、指定短期入所生活介護事業所と連携を行う看

護職員が十分な休憩時間を確保できるよう徹底していること。 

 

（４）機能訓練指導員   １以上 

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者。 

＊「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、

柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者。 

＊「はり師及びきゅう師」は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師

又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上

機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。 

 

（５）栄養士  １以上 

利用定員が４０人を超えない事業所において、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図る

ことにより効果的な運営が可能で、利用者の処遇に支障がない場合（適切な栄養管理が行われ

ている場合）は、置かないことができる。 

 

（６）調理員その他の従業者 

 事業所の実情に応じた適当数。 

 

（７）管理者（居宅サービス基準第122条、介護予防サービス基準第130条） 

 事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。 

ただし、管理上支障がない場合は、当該事業所における他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

 

  ※介護予防短期入所生活介護における人員、設備及び運営に関する基準については、基本的に短期

入所生活介護事業と同じであり、介護予防短期入所生活介護事業者が短期入所生活介護事業者の

指定を併せて受け、かつ、同一の事業所において一体的に運営されている場合には、指定居宅サー

ビス等基準を満たしていることをもって、当該基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

＜不適正事例＞ 

利用定員２０名以上の併設の短期入所生活介護事業所において、常勤の看護職員の配置が１名

以上なされていない。 

○利用定員２０名以上の併設の短期入所生活介護事業所においては、常勤の看護職員を１名以

上配置しなければならない。（Ｈ12．３．８老企第40号第二の２の（４）） 
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定員超過・人員欠如による減算 

 ・定員超過利用は１００分の７０に減算 

  単独型・併設型：月平均の利用者数が運営規程に定められている利用定員を超える。 

  特別養護老人ホーム空床利用：短期入所生活介護の月平均の利用者数と特別養護老人ホームの

入所者数の合計が、特別養護老人ホームの入所定員を超える。 

  ※ ユニット型も同様 

  ※ 定員超過利用の基準に該当することとなった場合は、その翌月から定員超過利用が解消さ

れるに至った月まで、利用者等の全員について減算。 

 ・人員欠如による減算も原則１００分の７０に減算 

  単独型：指定基準に定める員数の介護職員または看護職員を置いていない。 

  併設型：①指定基準に定める員数の介護職員または看護職員を置いていない。 

      ②併設本体施設（ユニット型以外）で必要とされる介護職員または看護職員の員数を

置いていない。 

      ③空床利用型の特別養護老人ホーム（ユニット型以外）である事業所で、その特別養

護老人ホームで必要とされる介護職員または看護職員の員数を置いていない。 

  単独型（ユニット型）：利用者数が３またはその端数を増すごとに１人以上の介護職員または

看護職員を置いていない。 

  併設型（ユニット型）：①利用者数が３またはその端数を増すごとに１人以上の介護職員また

は看護職員を置いていない。 

②併設本体施設（ユニット型）で必要とされる介護職員または看護職

員の員数を置いていない。 

             ③空床利用型の特別養護老人ホーム（ユニット型）である事業所で、

その特別養護老人ホームで必要とされる介護職員または看護職員の

員数を置いていない。 

  ※１ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員基

準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が減算される。 

  ※２ １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った

月まで、利用者等の全員について減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満

たすに至っている場合を除く。）。 

 

◎ 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合、１日につき所定単位数の１００分の

９７に減算となります。 

  厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年２月１０日厚生省告

示第２９号）で、次のように定められている。 

夜勤を行う介護職員又は看護職員（看護師又は准看護師）の数 

単独型 

利用者の数 25人以下 26人～60人 61人～80人 81人～100人 101人以上 

①単独型短期入所生活

介護費 
１人以上 ２人以上 ３人以上 ４人以上 

101人～125人 

５人以上 

（以下同様） 

②単独型ユニット型短

期入所生活介護費 
２のユニットごとに１人以上 
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特別養護老人ホームの空床利用 

利用者の数と特養入所

者の数の合計 
25人以下 26人～60人 61人～80人 81人～100人 101人以上 

③併設型短期入所生活

介護費 
１人以上 ２人以上 ３人以上 ４人以上 

101人～125人 

５人以上 

（以下同様） 

④併設型ユニット型短

期入所生活介護費 
２のユニットごとに１人以上 

 

※③併設型短期入所生活介護費に係る見守り機器等を導入した場合の緩和要件について 

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（厚生省告示第２９号。以下

「夜勤基準」という。） 第１号 ロ（１）（一）ｆ 

ｆ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合は、指定短期入所生活介護の利用者の数及び

当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が 26人以上の場合に限り、規定に基づき

算出される数に１０分の８を乗じて得た数以上 

ⅰ 夜勤時間帯を通じて、利用者の動向を検知できる見守り機器（以下「見守り機器」とい

う。）を当該短期入所生活介護事業所の利用者の数以上設置していること。 

ⅱ 夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が情報通信機器を使用し、

職員同士の連携促進が図られていること。 

ⅲ 見守り機器及び情報通信機器（以下「見守り機器等」という。）を活用する際の安全体

制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見

守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、介護職員、看護職員その他

の職種の者と共同して、当該委員会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を

定期的に確認すること。 

①夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする利用者への訪問及び当該利

用者に対する適切なケア等による利用者の安全及びケアの質の確保 

② 夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

③夜勤時間帯における緊急時の体制整備 

④見守り機器等の定期的な点検 

⑤見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修 

ⅳ 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数

が、６０以下の場合は１以上、６１以上の場合は２以上の介護職員又は看護職員が、夜勤

時間帯を通じて常時配置されていること。 
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併設型 

（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入

居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護に併設） 

利用者の数※ 25人以下 26人～60人 61人～80人 81人～100人 101人以上 

⑤併設型短期入所生活介護費 

併 設 本

体 施 設

の種別 

a.特別養護老

人ホーム 

１人以上 ２人以上 ３人以上 ４人以上 101人～125人 

５人以上 

（以下同様） 

b.ユニット型

特別養護老人

ホーム 

指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該ユニット型特別養護老人ホ

ームの入居者の数の合計数が20又はその端数を増すごとに１以上 

c.上記以外 併設本体施

設に必要な

人数＋１人

以上 

併設本体施

設に必要な

人数＋２人

以上 

併設本体

施設に必

要な人数

＋３人以

上 

併設本体施設

に必要な人数

＋４人以上 

101人～125人 

併設本体施設

に必要な人数+

５人以上 

（以下同様） 

⑥併設型ユニット型短期入所生活介護費 

併 設 本

体 施 設

の種別 

a.特別養護老

人ホーム 

ユニット型指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホ

ームの入居者の数の合計数が20又はその端数を増すごとに１以上 

b.上記以外 ２のユニットごとに１人以上 

※上記表中「利用者の数」は，併設本体施設が特別養護老人ホーム又はユニット型特別養護老人ホーム

である併設型短期入所生活介護事業所，及び併設本体施設が特別養護老人ホームである併設型

ユニット型短期入所生活介護事業所については，当該短期入所生活介護事業所と併設本体施設

の利用者数・入所（居）者数の合計数とする。また，併設本体施設がユニット型特別養護老人ホ

ームである併設型ユニット型短期入所生活介護事業所については，「ユニット」の数は，当該短

期入所生活介護事業所と併設本体施設のユニットの数の合計数とする。 

 

⑦共生型短期入所生活介護費 

 夜勤を行う生活支援員の数が，指定障害者支援施設として必要とされる生活支援員の数以上 

 

※⑤併設型短期入所生活介護費（a.特別養護老人ホーム）の見守り機器等を導入した場合の緩和要件に

ついては空床利用の場合と同要件のためP4参照 
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※用語 

「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の１週間の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が１週間に勤

務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）で除することにより、当該事

業所の従業員の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。 

ただし、母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられて

いる場合、３０時間以上の勤務で、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１とし

て取り扱うことを可能とする。 

なお、常勤の従業者の休暇や出張等の期間については、その期間が暦月で１月を超えるものでな

い限り、常勤の従業者として勤務したものとして取り扱う。非常勤の従業者の休暇や出張等の期間

については、サービス提供に従事する時間とはいえないので、勤務延時間数には含めない。 

 

「勤務延時間数」 

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービス提供のた

めの準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付けられている時間の合計数とす

る。 

なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所において

常勤の従事者が勤務すべき勤務時間数を上限とする。 

 

「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき

時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達していることをいうものである。

ただし、母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられてい

る者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤

の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを可能とする。 

 同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時

並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合

計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものである。 

また、産前産後休業、母性健康管理措置、育児休業、介護休業、育児休業に準ずる休業を取得中

の期間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従

業者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

 

「専らその職務に従事する」 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいう。こ

の場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間をいうものであり、

当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。 

 

「利用者の数」 

 利用者の数は前年度の平均値（ただし、新規に指定を受ける場合は推定数） 

 

「前年度の平均値」 

当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月３１日をもって終わる年度とする。以下同

じ。）の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等の算定

に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとする。 
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生活相談員の資格要件について 

福岡県保健医療介護部介護保険課 

 生活相談員の資格要件については、平成 24年 9月 1日以降、下記のとおりとする。 

１ 通所介護・短期入所生活介護（特別養護老人ホーム併設を除く。） 

  （１）社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者 

     ①社会福祉士 

     ②精神保健福祉士 

        ③社会福祉主事任用資格 

  （２）これと同等以上の能力を有すると認められる者 

         次のいずれかに該当する者 

        ①介護福祉士 

        ②介護支援専門員 

        ③社会福祉施設等（注）で３年以上勤務し又は勤務したことのある者 

 

  （注） ○社会福祉法第２条に定める社会福祉事業 

    ・生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）に規定する救護施設、更生施設その他生

計困難者を無料又は低額な料金で入所させて生活の扶助を行うことを目的とする施設を

経営する事業及び生計困難者に対して助葬を行う事業  

    ・児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）に規定する乳児院、母子生活支援施設、

児童養護施設、障害児入所施設、情緒障害児短期治療施設又は児童自立支援施設を経営

する事業  

    ・老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）に規定する養護老人ホーム、特別養護老

人ホーム又は軽費老人ホームを経営する事業 

    ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二

十三号）に規定する障害者支援施設を経営する事業  

    ・売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）に規定する婦人保護施設を経営する事業  

    ・授産施設を経営する事業及び生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業  

    ・生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに要する金

銭を与え、又は生活に関する相談に応ずる事業  

    ・児童福祉法に規定する障害児通所支援事業、障害児相談支援事業、児童自立生活援助事

業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援

訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業又は小規模住居型児童養育事業、

同法に規定する助産施設、保育所、児童厚生施設又は児童家庭支援センターを経営する

事業及び児童の福祉の増進について相談に応ずる事業  

    ・母子及び寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）に規定する母子家庭等日常生活

支援事業又は寡婦日常生活支援事業及び同法に規定する母子福祉施設を経営する事業  

    ・老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事

業、小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生活援助事業又は複合型サー

ビス福祉事業及び同法に規定する老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、老人

福祉センター又は老人介護支援センターを経営する事業  

    ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する障害福祉サー

ビス事業、一般相談支援事業、特定相談支援事業又は移動支援事業及び同法に規定する

地域活動支援センター又は福祉ホームを経営する事業  

    ・身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）に規定する身体障害者生活訓練

等事業、手話通訳事業又は介助犬訓練事業若しくは聴導犬訓練事業、同法に規定する身
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体障害者福祉センター、補装具製作施設、盲導犬訓練施設又は視聴覚障害者情報提供施

設を経営する事業及び身体障害者の更生相談に応ずる事業  

    ・知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）に規定する知的障害者の更生相談に

応ずる事業  

    ・生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他

の施設を利用させる事業  

    ・生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業  

    ・生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法（平成九年法律第百二十三号）

に規定する介護老人保健施設を利用させる事業  

    ・隣保事業（隣保館等の施設を設け、無料又は低額な料金でこれを利用させることその他

その近隣地域における住民の生活の改善及び向上を図るための各種の事業を行うものを

いう。）  

    ・福祉サービス利用援助事業（精神上の理由により日常生活を営むのに支障がある者に対

して、無料又は低額な料金で、福祉サービス（前項各号及び前各号の事業において提供

されるものに限る。以下この号において同じ。）の利用に関し相談に応じ、及び助言を

行い、並びに福祉サービスの提供を受けるために必要な手続又は福祉サービスの利用に

要する費用の支払に関する便宜を供与することその他の福祉サービスの適切な利用のた

めの一連の援助を一体的に行う事業をいう。）  

    ・上記の事業に関する連絡又は助成を行う事業  

      

      ○病院、診療所、指定特定施設、介護老人保健施設、指定居宅介護支援事業及び指定介護

予防支援事業 

 

 ２ 特定施設入居者生活介護 

   適任者を配置すること。 

 

２ 設備に関する基準（居宅サービス基準第123条及び第124条並びに介護予防サービス基準第131

条及び第132条） 
（１）利用定員が原則２０人以上（併設施設や空床利用の場合は２０人未満可） 

（２）定員４人以下で１人当たり床面積１０．６５㎡以上の居室 

（３）合計で利用定員１人当たり面積３㎡以上の食堂・機能訓練室 

（４）施設については、耐火建築物（条件により準耐火建築物で可）でなければならない。 

ただし、一定の要件を満たす場合には、耐火建築物又は準耐火建築物でなくてもよい 

等が定められている。 

【ユニット型について】 

① １ユニットの利用定員は、おおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとすることが原   

 則 

② いずれかのユニットに属し、定員１人で内法面積１０．６５㎡以上の居室（居室内に洗面設備

が設けられているときはその面積を含み、居室内に便所が設けられているときはその面積を除 

く。） 

③ 共同生活室の面積が一人当たり２㎡以上で、ユニットの利用定員を乗じて得た内法面積以上、 

いずれかのユニットに属し、利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわ 

しい形状を有するものであること。 

④ 施設については、耐火建築物（条件により準耐火建築物で可）でなければならない。ただし、

一定の要件を満たす場合には、耐火建築物又は準耐火建築物でなくてもよい等が定められている。 
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３ 運営に関する基準（居宅サービス基準第125条から第140条まで並びに介護予防サービス基準第

133条から第150条まで） 
（１）内容及び手続の説明及び同意〔居宅第125条、予防第133条〕 

利用者に対し適切な指定短期入所生活介護を提供するため、その提供の開始に際し、あらかじ

め、利用申込者又はその家族に対し、当該事業所の運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生

時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直

近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者がサービスを選択す

るために必要な重要事項について、わかりやすい説明書やパンフレット等（当該指定短期入所生活

介護事業者が、他の介護保険に関する事業を併せて実施している場合、当該パンフレット等につい

て、一体的に作成することは差し支えない。）の文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業

所から指定短期入所生活介護の提供を受けること（サービスの内容及び利用期間等を含む。）につ

き同意を得なければならない。 

なお、当該同意については、利用者及び指定短期入所生活介護事業者双方の保護の立場から書面

又は電磁的方法によって確認することが望ましい。 

※19ページ＜不適正事例＞参照 

（２）指定（介護予防）短期入所生活介護の開始及び終了〔居宅第126条、予防第134条〕 

（３）提供拒否の禁止、サービス提供困難時の対応 

〔居宅第140条準用第9条・同第10条、予防第142条準用第49条の3・同第49条の4〕 

・正当な理由なくサービスの提供を拒否してはならない。 

・サービス提供が困難な利用申込者については、居宅介護支援事業者への連絡や他の指定（介護

予防）短期入所生活介護事業者等の紹介等、必要な措置を速やかに講じなければならない。 

（４）受給資格等の確認〔居宅第 140条準用第 11条、予防第 142条準用第 49条の 5〕 

（５）要介護（支援）認定の申請に係る援助 

〔居宅第 140条準用第 12条、予防第 142条準用第 49条の 6〕 

（６）心身の状況等の把握〔居宅第140条準用第13条、予防第142条準用第49条の7〕 

（７）法定代理受領サービスの提供（介護予防サービス費の支給）を受けるための援助 

〔居宅第140条準用第15条、予防第142条準用第49条の9〕 

（８）居宅サービス計画（介護予防サービス計画）に沿ったサービスの提供 

〔居宅第140条準用第16条、予防第142条準用第49条の10〕 

（９）サービスの提供の記録〔居宅第140条準用第19条、予防第142条準用第49条の13〕 

   ※19ページ＜不適正事例＞参照 

（10）利用料等の受領〔居宅第127条、予防第135条〕※21ページ「５」参照 

（11）保険給付の請求のための証明書の交付 

〔居宅第140条準用第21条、予防第142条準用第50条の2〕 

（12）指定（介護予防）短期入所生活介護の取扱方針 

   〔居宅第128条、予防第143条及び第144条〕※22ページ「６ 取扱方針」参照 

   ・利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束その他利用者の行動を制限する行為（身体的拘束等）を行ってはならない。 

   ・身体的拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録しなければならない。 

（13）（介護予防）短期入所生活介護計画の作成 

〔居宅第129条、予防第144条｢具体的取扱方針｣〕※19ページ＜不適正事例＞参照 

（14）介護〔居宅第130条、予防第145条〕 

・１週間に２回以上の入浴（又は清拭）を実施しなければならない。 

・排せつの介護は自立支援を踏まえ適切な方法により実施しなければならない。 

・おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えなければならない。 
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・以上のほか、利用者に対し、離床、着替え、整容その他日常生活上の世話を適切に行わなけれ

ばならない。 

・常時１人以上の介護職員を介護に従事させなければならない。 

（15）食事〔居宅第131条、予防第146条〕 

・栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を、適切な時間に、可能な限り離床し

て、食堂で食事を摂ることを支援しなければならない。 

（16）機能訓練〔居宅第132条、予防第147条〕 

・利用者の心身の状況等に応じて日常生活を送る上で必要な生活機能の改善又は維持のための

機能訓練を行わなければならない。 

 ※個別機能訓練加算を算定しない場合も、機能訓練を実施しなければならない。 

（17）健康管理〔居宅第133条、予防第148条〕 

・医師及び看護職員は、常に利用者の健康の状況について注意するとともに、健康保持のための

適切な措置をとらなければならない。 

（18）相談及び援助〔居宅第134条、予防第149条〕 

（19）その他のサービスの提供〔居宅第135条、予防第150条〕 

（20）利用者に関する市町村への通知〔居宅第140条準用第26条、予防第142条準用第50条の3〕 

（21）緊急時等の対応〔居宅第136条、予防第137条〕 

・利用者に病状の急変等が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治医や協力医療機関へ

の連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（22）管理者の責務〔居宅第140条準用第52条、予防第142条準用第52条〕 

（23）運営規程〔居宅第137条、予防第138条〕 

事業者は、虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくように努めるとと

もに、次に掲げる事業の運営についての重要事項を内容とする規程を定めておかなければならな

い。 

・事業の目的及び運営の方針 

・従業者の職種、員数及び職務の内容 

・利用定員（第百二十一条第二項の適用を受ける特別養護老人ホームである場合を除く。） 

・指定短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

・通常の送迎の実施地域 

・サービス利用に当たっての留意事項 

・緊急時等における対応方法 

・非常災害対策 

・虐待の防止のための措置に関する事項 

・その他運営に関する重要事項 

（24）勤務体制の確保等〔居宅第140条準用第101条、予防第142条準用第120条の2〕 

   ・利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めてお

かなければならない。 

   ・従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

    その際、事業者は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八

条第二項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

    事業者は、適切な指定（介護予防）短期入所生活介護の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要

な措置を講じなければならない。 
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※ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老

企第25号） 八の3の(20)準用六の3の(5) 

① 事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の

別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を

明確にすること。 

② 同条第2項は、原則として、事業所の従業者たる従業者によって指定訪問入浴介護(指定短期入

所生活介護)を提供するべきであるが、調理、洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務

については、第三者への委託等を行うことを認めるものであること。 

③ 同条第３項前段は、事業所の従業者の質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業

所内の研修への参加の機会を計画的に確保することとしたものであること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義

務づけることとしたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知

症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点か

ら実施するものであること。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関する

基礎的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同条第３項において規定

されている看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者

研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修

一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等とす

る。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第５条において、３年間の経過

措置を設けており、令和６年３月31日までの間は、努力義務とされている。指定訪問入浴介護事業

者(指定短期入所生活介護事業者)は、令和６年３月31日までに医療・福祉関係資格を有さない全

ての訪問入浴介護従業者(指定短期入所生活介護従業者)に対し認知症介護基礎研修を受講させる

ための必要な措置を講じなければならない。また、新規採用、中途採用を問わず、事業所が新たに

採用した従業者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る。）に対する当該義務付けの適用につい

ては、採用後１年間の猶予期間を設けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎

研修を受講させることとする（この場合についても、令和６年３月31日までは努力義務で差し支

えない）。 

④ 同条第４項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47 

年法律第113号）第11条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律（昭和41 年法律第132号）第30条の２第１項の規定に基づき、事業主に

は、職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラスメ

ント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務づけられていることを踏ま

え、規定したものである。事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望まし

い取組については、次のとおりとする。なお、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚

に限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に

関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年厚生労働省告示第615号）及び事業

主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき

措置等についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」とい

う。）において規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 
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職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の

方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあ

らかじめ定め、労働者に周知すること。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメン

ト）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①

相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組 

（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で対応させない等）及び③被害防止

のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定され

ている。介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求

められていることから、イ（事業主が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあた

っては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修のた

めの手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きにつ

いては、以下の厚生労働省ホームページに掲載しているので参考にされたい。 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 

 

(25) 業務継続計画の策定等〔居宅第140条準用第30条の2、予防第142条準用第53条の2の2〕 

  事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定（介護予防）短期入所生活

介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施しなければならない。 

３ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの

とする。 

※ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老

企第25号） 

居宅基準第140条の規定により指定短期入所生活介護の事業について準用される居宅基準第30 条

の２の規定については、通所介護と同様であるので、第３の六の３の(６)を参照されたい。 

【通所介護 第３の六の３の(６)】 

① 居宅基準第105条の規定により指定通所介護(指定短期入所生活介護)の事業について準用され

る居宅基準第30条の２は、指定通所介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)は、感染症や災

害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定通所介護の提供を受けられるよう、業務

継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、通所介護従業者に対して、必要な研修

及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務継

続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第105条の規定により指定通所介護(指

定短期入所生活介護)の事業について準用される居宅基準第30条の２に基づき事業所に実施が

求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。ま

た、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研

修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第３条において、３年間の経

過措置を設けており、令和６年３月31日までの間は、努力義務とされている。 

 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容については、「介
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護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護

施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定さ

れる災害等は地域によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設定する

こと。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対

策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するととも

に、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。職員教育を

組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時

には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。な

お、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研

修と一体的に実施することも差し支えない。 

 

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動でき

るよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実

践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計

画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施するこ

とも差し支えない。また、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策にかかる訓

練と一体的に実施することも差し支えない。訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わな

いものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

 

（26）定員の遵守〔居宅第138条、予防第139条〕 

 

（27）非常災害対策〔居宅第140条準用第103条、予防第142条準用第120条の4〕 

・火災、風水害、地震等非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報・

連携体制を整備し、定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければならない。 

・事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努め

なければならない。 

 

※ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老

企第25号） 八の3の(20)準用六の3の(7) 

非常災害対策 

①  居宅基準第103 条は、指定通所介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)は、非常災害に際し

て必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の

対策の万全を期さなければならないこととしたものである。関係機関への通報及び連携体制の

整備とは、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知

徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協
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力してもらえるような体制作りを求めることとしたものである。なお「非常災害に関する具体的

計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水

害、地震等の災害に対処するための計画をいう。この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消

防業務の実施は、消防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされている指定通所介護

事業所（指定短期入所生活介護事業所）にあってはその者に行わせるものとする。また、防火管

理者を置かなくてもよいこととされている指定通所介護事業所(指定短期入所生活介護事業所)

においても、防火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を

行わせるものとする。 

②  同条第２項は、指定通所介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)が前項に規定する避難、救

出その他の訓練の実施に当たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることとし

たものであり、そのためには、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実

施に協力を得られる体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当たっては、消防関

係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。 

 

（28）衛生管理等〔居宅第140条準用第104条、予防第142条準用第53の3〕 

・事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管

理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

・事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講

ずるよう努めなければならない。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するととも

に、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

②事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

③事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的に実施すること。 

※ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老

企第25号） 

居宅基準第140条の規定により指定短期入所生活介護の事業について準用される居宅基準第104条

の規定については、通所介護と同様であるので、第３の六の３の⑻を参照されたい。 

【通所介護 第３の六の３の(８)】 

① 居宅基準第104条は、指定通所介護事業所(指定短期入所生活介護事業所)の必要最低限の衛生

管理等について規定したものであるが、このほか、次の点に留意するものとする。 

イ 指定通所介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)は、食中毒及び感染症の発生を防止する

ための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるととも常に密接な連携を

保つこと。 

 

ロ 特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等については、

その発生及びまん延を防止するための措置について、別途通知等が発出されているので、こ

れに基づき、適切な措置を講じること。 

 

ハ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 

 

② 同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講ずるべき措置については、

具体的には次のイからハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基づき事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間の経過
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措置を設けており、令和６年３月31日までの間は、努力義務とされている。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染対策委員会であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種

により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含

め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするととも

に、感染対策担当者を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業

所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期

等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人

情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守する

こと。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営するこ

ととして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者と

の連携等により行うことも差し支えない。 

 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の対策及び

発生時の対応を規定する。 

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗

い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関

や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定され

る。また、発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記し

ておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を

参照されたい。 

 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

通所介護従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染対策

の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に基づいた

衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年１回以上）を開

催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内

容についても記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研

修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行

うこと。また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練

（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練においては、感染

症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、

事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを

適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

 

（29）掲示〔居宅第140条準用第32条、予防第142条準用第53条の4〕 

  ・事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、その他利用申込者のサービス

の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 
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・事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関

係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

※ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老

企第25号） 八の3の(20)準用一の3の(24) 

掲示 

① 居宅基準第32条第１項は、指定訪問介護事業者(指定短期入所生活介護)は、運営規程の概要、訪

問介護員等の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実

施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等

の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を指定訪問介護事業所の見やすい

場所に掲示することを規定したものであるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用者又はそ

の家族に対して見やすい場所のことであること。 

 

ロ 訪問介護員等の勤務体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨で

あり、訪問介護員等の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はその家

族等が自由に閲覧可能な形で当該指定訪問介護事業所(指定短期入所生活介護事業所)内に備え付

けることで同条第１項の掲示に代えることができることを規定したものである。 

 

（30）秘密保持等〔居宅第140条準用第33条、予防第142条準用第53条の5〕 

※19ページ＜不適正事例＞参照 

（31）広告〔居宅第140条準用第34条、予防第142条準用第53条の6〕 

（32）居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

〔居宅第140条準用第35条、予防第142条準用第53条の7〕 

（33）苦情処理〔居宅第140条準用第36条、予防第142条準用第53条の8〕 

（34）地域等との連携〔居宅第139条、予防第140条〕 

（35）地域との連携等〔居宅第140条準用第36条の2(第2項除く)、予防第142条準用第53条の9(第2項除く)〕 

・事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定（介護予防）短期入所生活介護に関する

利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が

実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

（36）事故発生時の対応〔居宅第140条準用第37条、予防第142条準用第53条の10〕 

(37)虐待の防止〔居宅第140条準用第37条の2、予防第142条準用第53条の10の2〕 

  事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならな 

い。 

１ 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹

底を図ること。 

２ 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

３ 事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

４ 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老

企第25号） 

居宅基準第140 条の規定により指定短期入所生活介護の事業について準用される居宅基準第37条

の２の規定については、訪問介護と同様であるので、第３の一の３の(31)を参照されたい。 

【訪問介護 第３の一の３の(31)】 
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居宅基準第37条の２は、虐待の防止に関する事項について規定したものである。虐待は、法の目的

の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高

く、指定訪問介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)は虐待の防止のために必要な措置を講じな

ければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者

虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成17年法律第124号。以下「高齢者

虐待防止法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・

人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・虐待の未然防止 

指定訪問介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮

を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第３条の一般原則に位置付けられていると

おり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐

待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解していること

も重要である。 

 

・虐待等の早期発見 

指定訪問介護事業所(指定短期入所生活介護事業所)の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト

等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要

な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。ま

た、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切

な対応をすること。 

 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定訪問介護事業者

(指定短期入所生活介護事業者)は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等

に対する調査等に協力するよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に

防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条において、３年間の経過措

置を設けており、令和６年３月31日までの間は、努力義務とされている。 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号） 

虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発

を確実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成

メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。また、虐

待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであることが想

定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別の状況に

応じて慎重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営するこ

ととして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連

携等により行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この

際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守する

こと。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとする。その際、そこ

で得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図
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る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方法

に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

 

② 虐待の防止のための指針(第２号) 

指定訪問介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)が整備する「虐待の防止のための指針」には、

次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

 

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号） 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の

適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該指定訪問介護事業所(指定短期入所生活介護

事業所)における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定訪問介護事業者(指定短期入所生活介護事

業者)が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、

新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所内での研修で

差し支えない。 

 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

指定訪問介護事業所(指定短期入所生活介護事業所)における虐待を防止するための体制として、

①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担

当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

（38）会計の区分〔居宅第140条準用第38条、予防第142条準用第53条の11〕 

 

（39）記録の整備（＊県、指定都市及び中核市が定める基準条例に従う。）〔居宅第139条の2、予防第141条〕 

※ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老

企第25号） 

居宅基準第39条第２項は、指定訪問介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)が同項各号に規定

する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととしたものである。 
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 ＜不適正事例＞ 

 重要事項説明書の説明、同意及び交付がなされていない。 

○サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、

短期入所生活介護従事者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービスの内容及び利用期間等について利用

申込者の同意を得なければならない。 

（居宅サービス基準第125条） 

 

 ＜不適正事例＞ 

 ・短期入所生活介護計画が作成されていない。 

 ・短期入所生活介護計画が居宅サービス計画の内容に沿って作成されていない。 

○指定短期入所生活介護事業所の管理者は、相当期間以上（おおむね４日以上）にわたり継続し

て入所することが予想される利用者については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい

る環境を踏まえて、サービスの提供の開始前から終了後に至るまでの利用者が利用するサービス

の継続性に配慮して、他の短期入所生活介護従業者と協議の上、サービスの目標、当該目標を達

成するための具体的なサービスの内容等を記載した短期入所生活介護計画を作成しなければな

らない。 

○短期入所生活介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合、当該計画の内容に沿

ったものでなければならない。 

○事業所の管理者は、短期入所生活介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又は

その家族に説明し、利用者の同意を得、交付しなければならない。 

（居宅サービス基準第129条） 

○居宅サービス計画に基づきサービスを提供している事業者は、当該居宅サービス計画を作成し

ている指定居宅介護支援事業者から短期入所生活介護計画の提供の求めがあった際には、当該計

画を提供することに協力するよう努める。 

 

 ＜不適正事例＞ 

 サービス提供の記録が不十分である。 

○指定短期入所生活介護事業者は、サービスを提供した際には、サービスの提供日、提供した具

体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するとともに、利用者から

の申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供

しなければならない。 

 （居宅サービス基準第140条において準用する第19条） 

 

＜不適正事例＞ 

・従業者又は従業者であった者に対し、利用者等の秘密保持について必要な措置が講じられてい

ない。（雇用時に誓約書等を徴していない又は誓約書の内容不備） 

・利用者又はその家族の個人情報を使用することについて、利用者又はその家族への説明がなさ

れていない（同意が得られていない。）。 

○指定短期入所生活介護事業所の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密をもらしてはならない。（従業者でなくなった後も同様） 

○事業者は、サービス担当者会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、

利用者又はその家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

（居宅サービス基準第140条において準用する第33条） 
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４ 人員・設備基準の特例 

（１）併設事業所の設備基準（利用定員等）や人員配置の基準の特例 

特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院・診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特定

施設入居者生活介護の指定を受けている施設（以下「特別養護老人ホーム等」という。）に併設

される指定短期入所生活介護事業所であって、当該特別養護老人ホーム等と一体的に運営が行わ

れているもの（以下「併設事業所」という。）で行う場合は、専用の居室を設けて利用定員２０

人未満で行うことが可能。また、特別養護老人ホームの空床を利用する場合も、利用定員２０人

未満が認められる。 

併設事業所の場合、生活相談員、介護職員、看護職員等については、本体施設の事業に支障が

生じない場合で、かつ、夜間における看護体制を含めて指定短期入所生活介護を提供できる場合

は、職員の兼務が可能である。 

（２）従来の老人短期入所施設等の経過措置 

平成12年４月時点で、老人福祉法による老人短期入所事業を行っていた施設と老人短期入所施

設は、上記設備基準のうち、居宅定員と面積、食堂等の面積、廊下幅について、従来の基準での

サービス提供が可能となっている。 

（３）ユニット型短期入所生活介護事業所における勤務体制の確保 

   ・昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置し、夜間及び深

夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。また、ユニ

ットごとに、常勤のユニットリーダーの配置が必要。 

   常勤のユニットリーダーについては、各施設に２名以上配置。（ただし、ユニット型施設が併

設されている場合には、一体のものとみなして、合計２人以上の研修受講者が配置されていれば

よい。また、併せて２ユニット以下の場合には、１人でよいものとする。） 

  ・令和３年４月１日以降に、入居定員が１０を超えるユニットを整備する場合においては、令和

３年改正省令附則第６条の経過措置に従い、夜勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までを

含めた連続する１６時間をいい、原則として事業所又は施設ごとに設定するものとする。以下同

じ。）を含めた介護職員及び看護職員の配置の実態を勘案し、次のとおり職員を配置するよう努

めるものとする。 

イ 日勤時間帯の介護職員及び看護職員の配置 

ユニットごとに常時１人の配置に加えて、当該ユニットにおいて日勤時間帯（夜勤時間帯に

含まれない連続する８時間をいい、原則として事業所又は施設ごとに設定するものとする。

以下同じ。）に勤務する別の従業者の１日の勤務時間数の合計を８で除して得た数が、入居

者の数が１０を超えて１を増すごとに0.1以上となるように介護職員又は看護職員を配置す

るよう努めること。 

 

 

ロ 夜勤時間帯の介護職員及び看護職員の配置 

２ユニットごとに１人の配置に加えて、当該２ユニットにおいて夜勤時間帯に勤務する別の

従業者の１日の勤務時間数の合計を１６で除して得た数が、入居者の合計数が２０を超えて

２又はその端数を増すごとに0.1上となるように介護職員又は看護職員を配置するよう努め

ること。 

なお、基準省令第１４０条の１１の２第２項第１号及び第２号に規定する職員配置に加え

て介護職員又は看護職員を配置することを努める時間については、日勤時間帯又は夜勤時間

帯に属していればいずれの時間でも構わず、連続する時間である必要はない。当該ユニット

において行われるケアの内容、入居者の状態等に応じて最も配置が必要である時間に充てる

よう努めること。 
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※ 居宅基準第１４０条の１１の２第４項の規定は、指定訪問入浴介護に係る居宅基準第５３条の

２第３項と基本的に同趣旨であるため、第３の二の３の(６)③を参照されたい。 

【指定訪問入浴介護 第３の二の３の(６)③】 

③ 同条第３項前段は、当該指定訪問入浴介護事業所(指定短期入所生活介護事業所)の従業者の

質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的

に確保することとしたものであること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係

の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じるこ

とを義務づけることとしたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上

させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現し

ていく観点から実施するものであること。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関す

る基礎的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同条第３項において

規定されている看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職

員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は訪問介護

員養成研修一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり

師、きゅう師等とする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第５条において、３年間の

経過措置を設けており、令和６年３月31日までの間は、努力義務とされている。指定訪問入浴

介護事業者(指定短期入所生活介護事業者)は、令和６年３月31日までに医療・福祉関係資格を

有さない全ての訪問入浴介護従業者に対し認知症介護基礎研修を受講させるための必要な措

置を講じなければならない。また、新規採用、中途採用を問わず、事業所が新たに採用した従

業者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る。）に対する当該義務付けの適用については、

採用後１年間の猶予期間を設けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研修

を受講させることとする（この場合についても、令和６年３月31日までは努力義務で差し支え

ない）。 

・同条第５項の規定は、指定訪問介護(指定短期入所生活介護)に係る居宅基準第30 条第４項

の規定と基本的に同趣旨であるため、第３の一の３の(21)④を参照されたい。 

 

 

５ 利用料等の受領（居宅サービス基準第127条、介護予防サービス基準第135条） 
  費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対して、

そのサービスの内容及び費用等を記載した文書を交付して説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればならない。また、下記（１）に該当する利用料に係る同意は、文書により得なければなら

ない。 

（１） 定員が２人以上（多床室）の居住費並びに食費及び滞在費 

ア 食費及び滞在費については、｢居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

指針｣（平成17年９月７日厚生労働省告示第419号）に基づき利用者との契約により設定。 

イ 厚生労働大臣が定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い

必要となる費用 

ウ 厚生労働大臣が定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い

必要となる費用 

※ 食費については、食事ごとに金額を設定し、支払を受けるよう、以下の通り解釈通知が示さ

れている。 
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食費の設定は、朝食、昼食、夕食に分けて設定すべきか。また、そのように設定した場

合の補足給付はどのようになるのか。 

（答）食費は利用者と施設の契約により設定するものであり、朝食、昼食、夕食に分けて

設定することも可能である。特にショートステイ（短期入所生活介護、短期入所療養

介護）については、入所の期間も短いことから、原則として一食ごとに分けて設定す

る。 

利用者負担第４段階の方について、一食ごとの食費の設定をする場合には、利用

者負担第１段階から第３段階の方についても１食ごとの食費の設定になるものと考

えるが、その際の補足給付の取扱いについては、１日の食費の合計額について、補

足給付の「負担限度額」に達するまでは補足給付は行われず、「負担限度額」を超え

る額について補足給付が行われることとなる。 

具体的には、例えば、朝食４００円、昼食４５０円、夕食５３０円と設定した場

合、利用者負担第３段階の方であれば、食費の「負担限度額」は６５０円であるの

で、朝食のみ（４００円）の場合は補足給付は行われず、朝食と昼食（８５０円）

の場合であれば「負担限度額」との差額２００円が補足給付として支給される。

（Ｈ24.3.30 介護保険最新情報 Vol.273 平成 24年４月改定関係 Q＆A(Vol.２)問 42） 

 

運営規程の変更が必要になる場合は、県知事等（北九州市、福岡市及び久留米市に所在する事業所

にあっては各市長）に対して届出が必要。 

 

※ 負担限度額 

居 住 費 
負担限度額 

基準費用額 
第１段階 第２段階 第３段階 

 多床室 0円／日 370円／日   370円／日 855円／日 

従来型個室 320円／日 420円／日 820円／日 1,171円／日 

ユニット型

個室的多床室 

490円／日 490円／日 1,310円／日 1,668円／日 

ユニット型

個室 

820円／日 820円／日 1,310円／日 2,006円／日 

食 費 
300円／日 390円／日 650円／日 1,445円／日 

 

             

（２）送迎に要する費用（厚生労働大臣が別に定める場合を除く。） 

（３）理美容代 

（４）日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが

適当と認められるもの 

（５）保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない曖昧な名目による費用の支払を受

けることは認められない。 

 

 

６ 取扱方針 
○指定短期入所生活介護（居宅サービス基準第128条） 

（１）利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等利用者の心身の状況

を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適切に行わなければならない。 

（２）相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、短期入所生活介護計画に基づき、

漫然かつ画一的なものにならないよう配慮して行わなければならない。 
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（３）サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提

供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければならない。 

（４）当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはなら

ない。 

（５）身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録しなければならない。なお、当該記録は、完結後、各指定権者が条例で定

める期間保存しなければならない。 

（６）自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

 

○指定介護予防短期入所生活介護（効果的な支援の方法） 
（１）基本取扱方針（介護予防サービス基準第 143条） 

○ 介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、一人ひとりの高齢者ができる限り要

介護状態にならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的と

して行われるものであること。 

○ 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不可欠であるこ

とから、サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高まるようコミュニケーション

の取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。 

○ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供

は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出してい

る場合があるとの指摘を踏まえ、｢利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う｣

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切なサービスを提供しな

いよう配慮すること。 

 

（２）具体的取扱方針（介護予防サービス基準第 144条） 

○ 主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方

法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況

を的確に把握し、介護予防短期入所生活介護計画を作成しなければならない。 

○ 計画はアセスメントに基づき介護予防短期入所生活介護の目標を明確にし、当該目標

を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を明らかにす

ること。 
○ 介護予防短期入所生活介護計画の目標や内容等について、利用者又は家族に、理解し

やすい方法で説明し、同意を得て交付しなければならない。 

 

７ 共生型短期入所生活介護の基準 

共生型短期入所生活介護は、指定短期入所事業者（指定障害福祉サービス等基準第 118条

第１項に規定する指定短期入所事業者をいい、障害者支援施設（障害者総合支援法第 29条第

１項に規定する指定障害者支援施設をいう。）の併設事業所及び空床利用型事業所において

事業を行う者に限る。）が、要介護者に対して提供する指定短期入所生活介護をいうもので

あり、共生型短期入所生活介護事業所が満たすべき基準は、次のとおり。 

（１） 従業者の員数及び管理者（居宅サービス基準第 140条の 14第 2号、第 140条の 15） 

①従業者 

指定短期入所事業所の従業者の員数が、共生型短期入所生活介護を受ける利用者（要介

護者）の数を含めて当該指定短期入所事業所の利用者の数とした場合に、当該指定短期入

所事業所として必要とされる数以上であること。 

この場合において、昼間に生活介護を実施している障害者支援施設の空床利用型又は併
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設型の指定短期入所事業所の従業者については、前年度の利用者の平均障害支援区分に基

づき、必要数を配置することになっているが、その算出に当たっては、共生型短期入所生

活介護を受ける利用者（要介護者）は障害支援区分５とみなして計算すること。 

②管理者 

指定短期入所生活介護の場合と同趣旨であるため、１の（７）を参照。なお、共生型短

期入所生活介護事業所の管理者と指定短期入所事業所の管理者を兼務することは差し支え

ない。 

 

（２）設備に関する基準（居宅サービス基準第 140条の 14第１号） 

指定短期入所事業所の居室の面積が、当該指定短期入所事業所の利用者（障害者及び障

害児）の数と共生型短期入所生活介護の利用者（要介護者）の数の合計数で除して得た面

積が９．９㎡以上であること。 

その他の設備については、指定短期入所事業所として満たすべき設備基準を満たしてい

ること。 

なお、当該設備については、共生型サービスは要介護者、障害者及び障害児に同じ場所

で同時に提供することを想定していることから、要介護者、障害者又は障害児がそれぞれ

利用する設備を区切る壁、家具、カーテンやパーティション等の仕切りは、不要である。 

 

（３）指定短期入所生活介護事業所その他の関係施設から、指定短期入所事業所が要介護者の

支援を行う上で、必要な技術的支援を受けていること。（居宅サービス基準第 140条の 14

第３号） 

 

（４）運営等に関する基準（居宅サービス基準第 140条の 15） 

「３ 運営に関する基準」の（３）から（９）まで、（11）、（20）及び（30）から

（39）までを参照のこと。 

この場合、準用される居宅サービス基準第 137条第３号及び第 138条の規定について、

指定共生型短期入所生活介護の利用定員は、指定短期入所の事業の専用の居室のベッド数

と同数とする。つまり、指定短期入所事業所が、併設事業所の場合は指定短期入所の専用

の用に供される居室のベッド数、空床利用型事業所の場合は指定障害者支援施設の居室の

ベッド数となること。例えば、併設事業所で利用定員 20人という場合、要介護者と障害者

及び障害児とを合わせて 20人という意味であり、利用日によって､要介護者が 10人、障害

者及び障害児が 10人であっても、要介護者が５人、障害者及び障害児が 15人であって

も、差し支えない。 

 

（５）その他の共生型サービスについて 

高齢者と障害者・障害児に一体的にサービス提供するものであって、 

○デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイについて、障害福祉制度と介護

保険制度の両方の基準を満たして両方の指定を受けているもの 

○法令上、共生型サービスの対象とされているデイサービス、ホームヘルプサービス、シ

ョートステイ以外のサービス（例えば、障害福祉制度の共同生活援助と介護保険制度の

認知症対応型共同生活介護）について、障害福祉制度と介護保険制度の両方の指定を受

けているもの 

○障害福祉制度の基準を満たして指定を受け、かつ、介護保険制度の基準該当サービスを

活用しているものについても「共生型サービス」であり、地域共生社会の実現に向け、

これらの推進も図られることが望ましい。 

 なお、共生型サービスは、各事業所の選択肢の一つであり、地域の高齢者や、障害者・
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障害児のニーズを踏まえて、各事業所は指定を受けるかどうか判断すること。 

 
８ 介護報酬の単位数表等 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）及び指定介

護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第127号）（以下こ

れらを、それぞれの｢報酬告示｣という｡）の別表８に掲載されている。 

 ○所定単位数を算定するための基準 

「従来型個室」・・・・・・・ユニットに属さない居室（定員が１人のものに限る。） 

「多床室」・・・・・・・・・ユニットに属さない居室（定員が２人以上のものに限る。） 

「ユニット型個室」・・・・・ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修した居室で

あって、居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じ

ているものを除く。） 

「ユニット型個室的多床室」・ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修した居室で

あって、居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じ

ているものに限る。） 

 

  1日につき下記単位数を算定 

イ （従来型個室・多床室） 

 単独型（Ⅰ） 単独型（Ⅱ） 併設型（Ⅰ） 併設型（Ⅱ） 

要介護１ ６３８単位 ６３８単位 ５９６単位 ５９６単位 

要介護２ ７０７単位 ７０７単位 ６６５単位  ６６５単位  

要介護３ ７７８単位 ７７８単位 ７３７単位 ７３７単位 

要介護４ ８４７単位 ８４７単位 ８０６単位 ８０６単位 

要介護５ ９１６単位 ９１６単位 ８７４単位 ８７４単位 

要支援１ ４７４単位 ４７４単位 ４４６単位 ４４６単位 

要支援２ ５８９単位 ５８９単位 ５５５単位 ５５５単位 

※ 単独型（Ⅰ）：単独型（介護予防）短期入所生活介護費（Ⅰ） 

  単独型（Ⅱ）：単独型（介護予防）短期入所生活介護費（Ⅱ） 

  併設型（Ⅰ）：併設型（介護予防）短期入所生活介護費（Ⅰ） 

  併設型（Ⅱ）：併設型（介護予防）短期入所生活介護費（Ⅱ） 

※ （Ⅰ）は従来型個室、（Ⅱ）は多床室についてそれぞれ算定する。 

ロ （ユニット型） 

 単独型 経過的単独型 併設型 経過的併設型 

要介護１ ７３８単位 ７３８単位 ６９６単位 ６９６単位 

要介護２ ８０６単位 ８０６単位 ７６４単位 ７６４単位 

要介護３ ８８１単位 ８８１単位 ８３８単位 ８３８単位 

要介護４ ９４９単位 ９４９単位 ９０８単位 ９０８単位 

要介護５ １，０１７単位 １，０１７単位 ９７６単位 ９７６単位 

要支援１ ５５５単位 ５５５単位 ５２３単位 ５２３単位 

要支援２ ６７４単位 ６７４単位 ６４９単位 ６４９単位 

※ 単独型：単独型ユニット型（介護予防）短期入所生活介護費   

  経過的単独型：経過的単独型ユニット型（介護予防）短期入所生活介護費 

  併設型：併設型ユニット型（介護予防）短期入所生活介護費 

      経過的併設型：経過的併設型ユニット型（介護予防）短期入所生活介護費 

※ （Ⅰ）はユニット型個室、（Ⅱ）はユニット型個室的多床室についてそれぞれ算定する。 
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◎介護予防短期入所生活介護費における、(３)生活相談員配置等加算、(４)生活機能向上連携加

算、(５)機能訓練指導体制加算、(６)個別機能訓練加算、(10)認知症行動・心理症状緊急対

応加算、(11)若年性認知症利用者受入加算、(12)送迎加算、(16)療養食加算、(18)認知症専

門ケア加算及び(19)サービス提供体制強化加算についての算定要件は、指定短期入所生活介

護費と同様です。 

 

（１）ユニットにおける職員に係る減算について 

   厚生労働大臣が定める施設基準【平成27年厚生省告示第96号11】を満たさない場合、１日につき

所定単位数の１００分の９７で算定する。 

 

※ 厚生労働大臣が定める施設基準（平成27 年厚生省告示第96号11） 

イ 日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

※ 留意点 

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満たない場合の減算については、

ある月（暦月）において基準に満たない状況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たない状況

が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることとする（ただし、

翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

 

（２）共生型短期入所生活介護の報酬について （届出が必要） 

 共生型居宅サービスの事業を行う指定短期入所事業者が当該事業を行う事業所において、共生

型短期入所生活介護を行った場合、１日につき所定単位数の１００分の９２で算定する。 

 

（３）生活相談員配置等加算  １日につき１３単位を加算 （届出が必要） 

   別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、県知事等（北九州市、福岡市及び久

留米市に所在する事業所にあっては当該市の長。以下同じ。）に届け出た指定短期入所事業所にお

いて、（２）を算定している場合に加算する。 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第９５号）３４の３ 

 短期入所生活介護費及び介護予防短期入所生活介護費における生活相談員配置等加算の基準 

イ 生活相談員を１名以上配置していること。 

ロ 地域に貢献する活動を行っていること。 

 

※ 生活相談員配置等加算について（老企第４０号 第二の２の（６）） 

① 生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、常勤換算方法で１名以上配置する必要がある

が、共生型短期入所生活介護の指定を受ける障害福祉制度における指定短期入所事業所（本体施設

が障害者支援施設である併設事業所及び空床利用型事業所に限る。以下この号において同じ。）に

配置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、新たに配置する必

要はなく、兼務しても差し支えない。 

  なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、その曜日のみ加

算の算定対象となる。 

② 地域に貢献する活動は、「地域の交流の場（開放スペースや保育園等との交流会など）の提供」、

「認知症カフェ・食堂等の設置」、「地域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催」、「地域

のボランティアの受入や活動（保育所等における清掃活動等）の実施」、「協議会等を設けて地域

住民が事業所の運営への参画」、「地域住民への健康相談教室・研修会」など、地域や多世代との
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関わりを持つためのものとするよう努めること。 

③ なお、当該加算は、共生型短期入所生活介護の指定を受ける指定短期入所事業所においてのみ算

定することができるものであること。 

 

（４）生活機能向上連携加算 （届出が必要） 

  ※個別機能訓練加算を算定している場合は、生活機能向上連携加算（Ⅱ）を1月につき100単位加算 

   別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、県知事等に届け出た指定短期入所

生活介護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別

機能訓練計画を作成した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、イについては、利用者の急性増

悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、ロ

については１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、(６)の個別

機能訓練加算を算定している場合、イは算定せず、ロは１月につき100単位を所定単位数に加算す

る。 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100単位 

ロ 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200単位 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第９５号）３４の４ 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 次のいずれにも適合すること。 

(１)指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はハビリテーショ

ンを実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この号に

おいて「理学療法士等」という。）の助言に基づき、当該指定短期入所生活介護事業所（指定居

宅サービス等基準第百二十一条第一項に規定する指定短期入所生活介護事業所をいう。以下同

じ。）の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を

行っていること。 

(２)個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項

目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供しているこ

と。 

(３) (１)の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を三月ごとに一回以上評価し、利用者又

はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて

訓練内容の見直し等を行っていること。 

 

ロ 生活機能向上連携加算(Ⅱ)次のいずれにも適合すること。 

(１)指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定短期入所生活介護事業所を訪問し、

当該事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作

成を行っていること。 

(２)個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項

目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供しているこ

と。 

(３) (１)の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を三月ごとに一回以上評価し、利用者又

はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓

練内容の見直し等を行っていること。 

 

※ 生活機能向上連携加算について（老企第４０号 第二の２の（７）） 

①  生活機能向上連携加算(Ⅰ) 
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 イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテー

ション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床

数が200床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しない

ものに限る。以下この(７)において同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以

下この(７)において「理学療法士等」という。）の助言に基づき、当該指定短期入所生活介護事

業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指

導員等」という。）が共同してアセスメント、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計

画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の

留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患

別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療

養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

ロ 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリ

テーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等は、当該

利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調

理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する状況について、指定訪問リハビリテーション

事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施

設の場において把握し、又は、指定短期入所生活介護事業所の機能訓練指導員等と連携してＩＣ

Ｔを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該指定短期入所生活介護事業所の機能

訓練指導員等に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合におい

ては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することが

できるよう、理学療法士等と機能訓練指導員等で事前に方法等を調整するものとする。 

ハ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければ

ならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門

員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を

設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相

当する内容を短期入所生活介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画

の作成に代えることができるものとすること。 

ニ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目

を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供し

ていること。 

ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族

及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じて当該

利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目

標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

・理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機能訓練の進捗状況等

について評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族（以下このホにおいて「利用者

等」という。）に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明している

こと。また、利用者又は家族に対する説明は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介し

たコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとす

ること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならないこ

と。なお、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等に対応していること。 

ヘ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該
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事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

ト 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月に限

り、算定されるものである。なお、イの助言に基づき個別機能訓練計画を見直した場合には、本

加算を再度算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により個別機能訓練計画を見直し

た場合を除き、個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月の翌月及び翌々月は

本加算を算定しない。 

②  生活機能向上連携加算(Ⅱ) 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅱ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーショ

ン事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定短期

入所生活介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同して、利用者の身体の状況

等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指

導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。この場合の「リハ

ビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーショ

ン料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しく

は介護医療院であること。 

ロ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族

及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じて当該

利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目

標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

・理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定短期入所生活介護事業所を訪問し、機能訓練指導員等

と共同で個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が、利用者又はそ

の家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録するととも

に、必要に応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

ハ ①ハ、ニ及びヘによること。なお、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練

計画を作成する必要はないこと。 

 

（５）機能訓練指導員の加算  １日につき１２単位を加算 （届出が必要） 

   専ら当該業務に従事する常勤の機能訓練指導員（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職

員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格

を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に

限る。））が１名以上配置される場合に算定できる。 

   利用者の数（本体施設の入所者との合計数）が１００を超える場合は常勤専従の理学療法士等を

１名以上配置し、かつ、常勤換算方法で利用者の数を１００で除した数以上配置していること。 

 

 ＜不適正事例＞ 

 看護師又は准看護師を機能訓練指導員として配置したが、該当職員が看護業務にも従事し

ており、常勤専従要件を満たした機能訓練指導員が不在であった。（専ら機能訓練業務に従

事する常勤の機能訓練指導員が配置される必要があるため、「少しでも看護業務に従事した

場合は」算定要件を満たさない。） 

※ 上記不適正事例については、「過去に算定要件を満たしていなかった月の全ての利用者

について」介護報酬の返還が必要となる。 

  不適正事例が多数確認されているので、厳に注意すること。 
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（６）個別機能訓練加算  １日につき５６単位を加算 （届出が必要） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして県知事等に届け出た指定短期入所生

活介護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合に加算する。 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第９５号）３６ 

次のいずれにも適合すること。 

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置していること。 

 ロ 機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の状況

を重視した個別機能訓練計画を作成していること。 

 ハ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、

理学療法士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。 

 ニ 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、その後３月

ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、当該利用者又はその家族に対して、機能訓練

計画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。 

 

※ 個別機能訓練加算について（老企第４０号 第二の２の（９）） 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん

摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（以下において「理学療法士等」という。）が個別機

能訓練計画に基づき、短期入所生活介護事業所を計画的又は期間を定めて利用する者に対して、

計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。 

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を

１名以上配置して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日

だけ理学療法士等を配置している場合は、その曜日において理学療法士等から直接訓練の提供

を受けた利用者のみが当該加算の対象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置される

曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。なお、

短期入所生活介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合に

は、当該職務の時間は、短期入所生活介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に

含めない。 

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同して、利用者ごとにその目標、実施時

間、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練

の効果、実施時間、実施方法等について評価等を行う。なお、短期入所生活介護においては、個

別機能訓練計画に相当する内容を短期入所生活介護計画の中に記載する場合は、その記載をも

って個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。 

④ 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、身体機能そのものの回復を主たる目的とする訓練では

なく、残存する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、利用者が居宅において可能

な限り自立して暮らし続けることを目的として実施するものである。 

  具体的には、適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握し、日常

生活における生活機能の維持・向上に関する目標（1人で入浴が出来るようになりたい等）を設

定のうえ、当該目標を達成するための訓練を実施すること。 

⑤ ④の目標については、利用者又は家族の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も

踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定する

など可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。 

⑥ 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された５人程

度以下の小集団（個別対応含む。）に対して機能訓練指導員が直接行うこととし、必要に応じて

事業所内外の設備等を用いた実践的かつ反復的な訓練とすること。実施時間については、個別
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機能訓練計画に定めた訓練内容の実施に必要な１回当たりの訓練時間を考慮して適切に設定す

ること。 

  また、生活機能の維持・向上のための訓練を効果的に実施するためには、計画的・継続的に行

う必要があることから、おおむね週１回以上実施することを目安とする。 

⑦ 個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等が居宅を訪問した上で利用者の居宅での生活

状況（起居動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認し、多職種共同で個別機能訓練計画を作成

した上で実施することとし、その後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居

宅での生活状況を確認した上で、利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価

を含む。）や進捗状況等を説明し記録するとともに訓練内容の見直し等を行う。また、評価内容

や目標の達成度合いについて、当該利用者を担当する介護支援専門員等に適宜報告・相談し、

必要に応じて利用者又は家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況

を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

  また、利用者又は家族に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければなら

ないこと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

⑧ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常

に当該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

⑨ (５)の機能訓練指導員の加算を算定している場合であっても、別途個別機能訓練加算に係る

訓練を実施した場合は、同一日であっても個別機能訓練加算を算定できるが、この場合にあっ

ては、(５)の機能訓練指導員の加算に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機能訓練加算に

係る機能訓練指導員として従事することはできず、別に個別機能訓練加算に係る機能訓練指導

員の配置が必要である。また、個別機能訓練加算は、心身機能への働きかけだけでなく、ＡＤＬ

（食事、排泄、入浴等）やＩＡＤＬ（調理、洗濯、掃除等）などの活動への働きかけや、役割の

創出や社会参加の実現といった参加への働きかけを行い、心身機能、活動、参加といった生活

機能にバランスよく働きかけるものである。なお、当該加算の目的・趣旨に沿った目標設定や

実施内容等の項目等については、別に通知〔「通所介護及び短期入所生活介護における個別機能

訓練加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示について」（平成 27年 3月 27日老振発 0327

第 2号」〕するところによるものとする。 

 

（７）看護体制加算（Ⅰ）  １日につき ４単位を加算 （届出が必要） 

看護体制加算（Ⅱ）  １日につき ８単位を加算 （届出が必要） 

看護体制加算（Ⅲ）イ １日につき１２単位を加算 （届出が必要） 

看護体制加算（Ⅲ）ロ １日につき ６単位を加算 （届出が必要） 

看護体制加算（Ⅳ）イ １日につき２３単位を加算 （届出が必要） 

看護体制加算（Ⅳ）ロ １日につき１３単位を加算 （届出が必要） 

＊（Ⅰ）、（Ⅱ）同時算定も可能 

 （Ⅲ）、（Ⅳ）同時算定も可能 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして県知事等に届け出た指定短期入

所生活介護事業所については、当該施設基準に掲げる区分に従い、１日につき上記の単位数を所定

単位数に加算する。ただし、看護体制加算（Ⅰ）を算定している場合は、看護体制加算（Ⅲ）イ又

はロは算定せず、看護体制加算（Ⅱ）を算定している場合は、看護体制加算（Ⅳ）イ又はロは算定

しない。 
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※ 厚生労働大臣が定める施設基準（厚生労働省告示第９６号）１２ 

 ○ 看護体制加算（Ⅰ） 

ア 当該指定短期入所生活介護事業所（空床利用型の特別養護老人ホームにあっては、当該特

別養護老人ホーム）において、１名以上の常勤の看護師を配置していること。 

イ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

○ 看護体制加算（Ⅱ） 

ア 当該指定短期入所生活介護事業所（空床利用型の特別養護老人ホームである場合を除く。）

の看護職員の数が常勤換算方法で、利用者の数が２５又はその端数を増すごとに１以上であ

ること。 

イ 当該指定短期入所生活介護事業所が、空床利用型の特別養護老人ホームである場合にあっ

ては、当該特別養護老人ホームの看護職員の数が、常勤換算方法で、利用者の数が２５又は

その端数を増すごとに１以上であり、かつ、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に

関する基準（平成11年３月31日厚生省令第39号）第２条第１項第３号ロに規定する特別養護

老人ホームに置くべき看護職員の数に１を加えた数以上であること。 

ウ 当該指定短期入所生活介護事業所の看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護

ステーションの看護職員との連携により、２４時間の連絡体制を確保していること。 

  エ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

○ 看護体制加算（Ⅲ）イ 

ア 利用定員が２９人以下であること。 

イ 前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、要介護３以上の利用者の

占める割合が１００分の７０以上であること。 

ウ 看護体制加算（Ⅰ）の算定要件を満たすこと。 

○ 看護体制加算（Ⅲ）ロ 

ア 利用定員が３０人以上５０人以下であること。 

イ 看護体制加算（Ⅲ）イのイ及びウに同じ 

○ 看護体制加算（Ⅳ）イ 

  ア 利用定員が２９人以下であること。 

  イ 前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、要介護３以上の利用者の

占める割合が１００分の７０以上であること。 

  ウ 看護体制加算（Ⅱ）の算定要件を満たすこと。 

○ 看護体制加算（Ⅳ）ロ 

ア 利用定員が３０人以上５０人以下であること。 

イ 看護体制加算（Ⅳ）イのイ及びウに同じ 

 

 

 

 

※ 看護体制加算について（老企第４０号 第二の２の（１０）） 

① 看護体制加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）について 

イ 併設事業所について 

併設事業所における看護体制加算の算定に当たっては、本体施設における看護職員の配置と

は別に、必要な看護職員の配置を行う必要がある。具体的には、以下のとおりとする。 

ａ 看護体制加算(Ⅰ)については、本体施設における看護師の配置にかかわらず、指定短期入

所生活介護事業所として別に１名以上の常勤の看護師の配置を行った場合に算定が可能であ

る。 

ｂ 看護体制加算(Ⅱ)については、本体施設における看護職員の配置にかかわらず、看護職員
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の指定短期入所生活介護事業所（特別養護老人ホームの空床利用の場合を除く。）における勤

務時間を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数

が３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）で除した数が、利用者の数が２５又はそ

の端数を増すごとに１以上となる場合に算定が可能である。 

ロ 特別養護老人ホームの空床利用について 

特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介護を行う場合にあっては、看護体

制加算の算定は本体施設である特別養護老人ホームと一体的に行うものとすること。具体的に

は以下のとおりとする。 

ａ 看護体制加算(Ⅰ)については、本体施設に常勤の看護師を１名配置している場合は、空床

利用の指定短期入所生活介護についても、算定が可能である。 

ｂ 看護体制加算(Ⅱ)については、指定介護老人福祉施設の入所者数と空床利用の指定短期入

所生活介護の利用者数を合算した数が２５又はその端数を増すごとに１以上、かつ、当該合

算した数を指定介護老人福祉施設の「入所者の数」とした場合に必要となる看護職員の数に

１を加えた数以上の看護職員を配置している場合に算定可能となる。 

ハ なお、イロのいずれの場合であっても、看護体制加算(Ⅰ)及び看護体制加算(Ⅱ)を同時に算

定することは可能であること。この場合にあっては、看護体制加算(Ⅰ)において加算の対象と

なる常勤の看護師についても、看護体制加算(Ⅱ)における看護職員の配置数の計算に含めるこ

とが可能である。 

② 看護体制加算(Ⅲ)及び(Ⅳ)について 

イ 看護体制要件 

①を準用する。 

ロ 中重度者受入要件 

ａ 看護体制加算(Ⅲ)及び(Ⅳ)の要介護３、要介護４又は要介護５である者の割合については、

前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、

利用実人員数又は利用延人員数を用いて算定するものとし、要支援者に関しては人員数には

含めない。 

ｂ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、次の取扱いによるものとする。 

ⅰ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含

む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。 

ⅱ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、

直近３月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。

また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合に

ついては、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならない。 

ハ 定員要件 

看護体制加算(Ⅲ)及び(Ⅳ)の定員規模に係る要件は、併設事業所に関しては、短期入所生活

介護のみの定員に着目して判断する。例えば、指定介護老人福祉施設の入所者数が 50人、併設

する短期入所生活介護の利用者が 10 人である場合、短期入所生活介護については 29 人以下の

規模の単位数を算定する。 

なお、空床利用型の短期入所生活介護については、本体の指定介護老人福祉施設の定員規模

で判断する。 

ニ なお、看護体制加算(Ⅲ)及び(Ⅳ)については、事業所を利用する利用者全員に算定すること

ができること。また、看護体制加算(Ⅲ)及び看護体制加算(Ⅳ)を同時に算定することは可能で

あること。 

 

（８）医療連携強化加算 １日につき５８単位を加算 （届出が必要） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、県知事等に届け出た指定短期入所
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生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに対して指定短期入所生活

介護を行った場合は加算する。ただし、（17）の在宅中重度者受入加算を算定している場合は、算

定できない。 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第９５号）３７ 

短期入所生活介護費における医療連携強化加算の基準 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護費の注８の看護体制加算（Ⅱ）又

は（Ⅳ）を算定していること。 

 ロ 利用者の急変の予測や早期発見等のため、看護職員による定期的な巡視を行っていること。 

 ハ 主治の医師と連絡が取れない等の場合に備えて、あらかじめ協力医療機関を定め、緊急やむ

を得ない場合の対応に係る取決めを行っていること。 

 ニ 急変時の医療提供の方針について、利用者から合意を得ていること。 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（厚生労働省告示第９４号）２０ 

次のいずれかに該当する状態 

イ 喀痰吸引を実施している状態 

ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 

ハ 中心静脈注射を実施している状態 

ニ 人工腎臓を実施している状態 

ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

ヘ 人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態 

ト 経鼻胃管や胃ろう等の経腸栄養が行われている状態 

チ 褥瘡に対する治療を実施している状態 

リ 気管切開が行われている状態 

 

（９）夜勤職員配置加算（Ⅰ）  １日につき１３単位  （届出が必要） 

   夜勤職員配置加算（Ⅱ）  １日につき１８単位  （届出が必要） 

夜勤職員配置加算（Ⅲ）  １日につき１５単位  （届出が必要） 

   夜勤職員配置加算（Ⅳ）  １日につき２０単位  （届出が必要） 

別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準に適合しているものとして

県知事等に届け出た指定短期入所生活介護事業所については、当該施設基準に掲げる区分に従い、

１日につき上記の単位数を所定単位数に加算する。 

ただし、上記の加算のいずれかの加算を算定している場合においては、上記の加算のその他の加

算は算定しない。また、共生型短期入所生活介護を算定している場合は、算定しない。 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（厚生省告示第２９号。以下

「夜勤基準」という。） 第１号 

イ 単独型短期入所生活介護費又は単独型ユニット型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期

入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

(１) 単独型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条

件に関する基準 

夜勤を行う介護職員又は看護職員(看護師又は准看護師をいう。以下同じ。)の数が次のとおり

であること。 

(一)利用者の数が２５以下の指定短期入所生活介護事業所にあっては、１以上 
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(二)利用者の数が２６以上６０以下の指定短期入所生活介護事業所にあっては、２以上 

(三)利用者の数が６１以上八十以下の指定短期入所生活介護事業所にあっては、３以上 

(四) 利用者の数が８１以上百以下の指定短期入所生活介護事業所にあっては、４以上 

(五) 利用者の数が１０１以上の指定短期入所生活介護事業所にあっては、四に、利用者の数が

１００を超えて２５又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

(２)単独型ユニット型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員

の勤務条件に関する基準 

二のユニット(指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成十一年厚生 

省令第三十七号。以下「指定居宅サービス基準」という。)第140条の２に規定するユニットをい

う。ロにおいて同じ。)ごとに夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が１以上であること。 

 

ロ 併設型短期入所生活介護費又は併設型ユニット型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期

入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

(１)併設型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件

に関する基準 

(一) 当該指定短期入所生活介護事業所が指定居宅サービス基準第１２１条第２項の規定の適用

を受ける特別養護老人ホーム(老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第二十条の五に規定

する特別養護老人ホームをいい、ユニット型特別養護老人ホーム(特別養護老人ホームの設備及

び運営に関する基準(平成十一年厚生省令第四十六号)第３２条に規定するユニット型特別養護

老人ホームをいう。以下同じ。)を除く。以下同じ。)である場合の指定短期入所生活介護の夜勤

を行う職員の勤務条件に関する基準 

夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が次のとおりであること。 

a 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

２５以下の特別養護老人ホームにあっては、１以上 

b 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

２６以上６０以下の特別養護老人ホームにあっては、２以上 

c 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

６１以上８０以下の特別養護老人ホームにあっては、３以上 

d 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

８１以上１００以下の特別養護老人ホームにあっては、４以上 

e 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が

１０１以上の特別養護老人ホームにあっては、四に、指定短期入所生活介護の利用者の数及

び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が１００を超えて２５又はその端数を増

すごとに１を加えて得た数以上 

ｆ ｂからｅまでの規定にかかわらず、次に掲げる要件のいずれにも適合する場合は、指定短

期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数に応じて

ｂからｅまでの規定に基づき算出される数に１０分の８を乗じて得た数以上 

ⅰ 夜勤時間帯を通じて、利用者の動向を検知できる見守り機器（以下「見守り機器」とい

う。）を当該短期入所生活介護事業所の利用者の数以上設置していること。 

ⅱ 夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が情報通信機器を使用し、

職員同士の連携促進が図られていること。 

ⅲ 見守り機器及び情報通信機器（以下「見守り機器等」という。）を活用する際の安全体

制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見

守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、介護職員、看護職員その他

の職種の者と共同して、当該委員会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を

定期的に確認すること。 
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①夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする利用者への訪問及び当該利用

者に対する適切なケア等による利用者の安全及びケアの質の確保 

② 夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

③夜勤時間帯における緊急時の体制整備 

④見守り機器等の定期的な点検 

⑤見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修 

ⅳ 指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数

が、６０以下の場合は１以上、６１以上の場合は２以上の介護職員又は看護職員が、夜勤

時間帯を通じて常時配置されていること。 

(二) 当該指定短期入所生活介護事業所が併設事業所(指定居宅サービス基準第１２１条第４項に

規定する併設事業所をいう。以下同じ。)である場合の指定短期入所生活介護の夜勤を行う職

員の勤務条件に関する基準 

夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が次のとおりであること。 

a 併設本体施設(指定居宅サービス基準第１２４条第４項に規定する併設本体施設をいう。

以下この(二)及び(2)において同じ。)が特別養護老人ホームである場合の指定短期入所生

活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

(一)の規定を準用する。 

b 併設本体施設がユニット型特別養護老人ホームである場合の指定短期入所生活介護の夜

勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

指定短期入所生活介護の利用者の数及び当該ユニット型特別養護老人ホームの入居者

の数の合計数が２０又はその端数を増すごとに１以上であること。 

c a又はb以外の場合の指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

ⅰ 利用者の数が２５以下の併設事業所にあっては、併設本体施設として必要とされる数

の夜勤を行う介護職員又は看護職員に加えて、１以上 

ⅱ 利用者の数が２６以上６０以下の併設事業所にあっては、併設本体施設として必要と

される数の夜勤を行う介護職員又は看護職員に加えて、２以上 

ⅲ 利用者の数が６１以上８０以下の併設事業所にあっては、併設本体施設として必要と

される数の夜勤を行う介護職員又は看護職員に加えて、３以上 

ⅳ 利用者の数が８１以上１００以下の併設事業所にあっては、併設本体施設として必要

とされる数の夜勤を行う介護職員又は看護職員に加えて、４以上 

ⅴ 利用者の数が１０１以上の併設事業所にあっては、併設本体施設として必要とされる

数の夜勤を行う介護職員又は看護職員に加えて、四に、利用者の数が１００を超えて２

５又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

(三) 当該指定短期入所生活介護事業所が指定居宅サービス等基準第１４０条の１４に規定する

共生型短期入所生活介護の事業を行う事業所である場合の指定短期入所生活介護の夜勤を行

う職員の勤務条件に関する基準 

夜勤を行う生活支援員の数が、指定障害者支援施設(障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律第二十九条第一項に規定する指定障害者支援施設をいう。)として必

要とされる生活支援員の数以上であること。 

(２)併設型ユニット型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員

の勤務条件に関する基準 

(一) 併設本体施設が特別養護老人ホームである場合の指定短期入所生活介護の夜勤を行う職

員の勤務条件に関する基準 

夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、ユニット型指定短期入所生活介護の利用者の数

及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数が２０又はその端数を増すごとに１以

上であること。 
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(二) (一)以外の場合のユニット型指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関す

る基準 

二のユニットごとに夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が１以上であること。ただし、

併設本体施設がユニット型特別養護老人ホームである場合は、当該ユニットの数は併設ユニ

ット型事業所(指定居宅サービス基準第百四十条の四第四項に規定する併設ユニット型事業

所をいう。)のユニットの数及び当該ユニット型特別養護老人ホームのユニットの数の合計

数を基礎として算出することとする。 

 

○ 夜勤職員配置加算（Ⅰ） 

ア 短期入所生活介護費を算定していること。 

イ 夜勤基準に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に１を加えた数以上の数の介

護職員又は看護職員を配置していること。ただし、 

  ａ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合は夜勤基準に規定する夜勤を行う介護

職員又は看護職員の数に１０分の９を加えた数以上であること。 

   ⅰ 見守り機器を、当該指定短期入所生活介護事業所の利用者の数の１０分の１以上の

数設置していること。 

ⅱ 見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、必要な検討等が行わ

れていること。 

ｂ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合は夜勤基準に規定する夜勤を行う介護

職員又は看護職員の数に１０分の６を加えた数以上であること。（ロ(１)(一)ｆの規定

に基づき夜勤を行う介護職員又は看護職員を配置している場合は夜勤基準に規定する

夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に１０分の８を加えた数以上であること。） 

ⅰ 夜勤時間帯を通じて、見守り機器を当該短期入所生活介護事業所の利用者の数以上

設置していること。 

ⅱ 夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が、情報通信機器を

使用し、職員同士の連携促進が図られていること。 

ⅲ 見守り機器等を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に

関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見守り機器等を安全かつ有効に活用するため

の委員会を設置し、介護職員、看護職員その他の職種の者と共同して、当該委員会に

おいて必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。 

(１)夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする利用者への訪問及び当

該利用者に対する適切なケア等による利用者の安全及びケアの質の確保 

(２)夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

(３)見守り機器等の定期的な点検 

(４)見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修 

 

 

○ 夜勤職員配置加算（Ⅱ） 

  ア ユニット型短期入所生活介護費を算定していること。 

イ 夜勤基準に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に１を加えた数以上の数の介

護職員又は看護職員を配置していること。ただし、次のａ又はｂに掲げる場合は、当該ａ又

はｂに定める数以上であること。 

  ａ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合は夜勤基準に規定する夜勤を行う介護

職員又は看護職員の数に１０分の９を加えた数以上であること。 

   ⅰ 見守り機器を、当該指定短期入所生活介護事業所の利用者の数の１０分の１以上の

数設置していること。 
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ⅱ 見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、必要な検討等が行わ

れていること。 

ｂ 次に掲げる要件のいずれにも適合している場合は夜勤基準に規定する夜勤を行う介護

職員又は看護職員の数に１０分の６を加えた数以上であること。 

ⅰ 夜勤時間帯を通じて、見守り機器を当該短期入所生活介護事業所の利用者の数以上

設置していること。 

ⅱ 夜勤時間帯を通じて、夜勤を行う全ての介護職員又は看護職員が、情報通信機器を

使用し、職員同士の連携促進が図られていること。 

ⅲ 見守り機器等を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に

関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見守り機器等を安全かつ有効に活用するため

の委員会を設置し、介護職員、看護職員その他の職種の者と共同して、当該委員会に

おいて必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。 

(１)夜勤を行う職員による居室への訪問を個別に必要とする利用者への訪問及び当

該利用者に対する適切なケア等による利用者の安全及びケアの質の確保 

(２)夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

(３)見守り機器等の定期的な点検 

(４)見守り機器等を安全かつ有効に活用するための職員研修 

 

○ 夜勤職員配置加算（Ⅲ） 

  ア 夜勤職員配置加算（Ⅰ）のア及びイに該当するものであること。 

イ 夜勤時間帯を通じて、看護職員又は次のａからｄのいずれかに該当する職員を１名以上配

置していること。 

 ａ 介護福祉士（介護サービスの基礎強化のための介護保険等の一部を改正する法律（平成

23年法律第72号）附則第13号第１項に規定する特定登録者（ｂにおいて「特定登録者」と

いう。）及び同条第９項に規定する新特定登録者（ｃにおいて「新特定登録者」という。）

を除く。）であって、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令第49号）

第１条各号に掲げる行為のうちいずれかの行為に係る実地研修を終了している者 

 ｂ 特定登録者であって、介護サービスの基礎強化のための介護保険法等の一部を改正する

法律附則第13条第５項に規定する特定登録証の交付を受けている者 

 ｃ 新特定登録者であって、介護サービスの基盤強化のための介護保険等の一部を改正する

法律附則第13条第11項において準用する同条第５項に規定する新特定登録証の交付を受

けている者 

 ｄ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）附則第３条第１項に規定する認定

特定行為業務従事者 

ウ イａ、ｂ又はｃに該当する職員を配置する場合にあっては喀痰吸引等業務の登録（社会福

祉士及び介護福祉士法第48条の３第１項に規定する登録をいう。）を、イｄに該当する職員

を配置する場合にあっては特定行為業務（社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第20条第１

項に規定する特定行為業務をいう。）の登録（社会福祉士及び介護福祉士法附則第20条第１

項に規定する登録をいう。）を受けていること。 

○ 夜勤職員配置加算（Ⅳ） 

  ア 夜勤職員配置加算（Ⅱ）のア及びイに該当するものであること。 

  イ 夜勤職員配置加算（Ⅲ）のイ及びウに該当するものであること。 
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※ 夜勤職員配置加算について（老企第４０号 第二の２の（１２）） 

① 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜

勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する１６時間をいう。）にお

ける延夜勤時間数を、当該月の日数に１６を乗じて得た数で除することによって算定し、小数

点第３位以下は切り捨てるものとする。 

② 指定介護老人福祉施設の併設事業所である場合又は特別養護老人ホームの空床において指定

短期入所生活介護を行う場合にあっては、指定短期入所生活介護の利用者数と本体施設である

指定介護老人福祉施設の入所者数を合算した人数を指定介護老人福祉施設の「入所者の数」と

した場合に、夜勤職員基準に従い必要となる夜勤職員の数を上回って配置した場合に、加算を

行う。 

③ ユニット型指定短期入所生活介護事業所及び一部ユニット型指定短期入所生活介護事業所の

ユニット部分にあっては、増配した夜勤職員については、必ずしも特定のユニットに配置する

必要はないものとすること。 

④ 夜勤職員基準第１号ハの(１)(ニ)及び(２)(ニ)ただし書に規定する見守り機器（利用者がベ

ッドから離れようとしている状態又は離れたことを感知できるセンサーであり、当該センサー

から得られた情報を外部通信機能により職員に通報できる利用者の見守りに資する機器をい

う。以下同じ。）を使用する場合における基準については、以下のとおり取り扱うこととする。 

イ 必要となる夜勤職員の数が０．９を加えた数以上である場合においては、次の要件を満た

すこと。 

ａ 利用者の１０分の１以上の数の見守り機器を設置すること。 

ｂ 「見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会」は、３月に１回以上行うこと。

「見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会」は、テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情

報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

ロ 必要となる夜勤職員の数が０．６を加えた数以上である場合（夜勤職員基準第一号ロの⑴

㈠ｆの規定に該当する場合は０．８を加えた数以上である場合）においては、次の要件を

満たすこと。 

ａ 利用者が使用するすべての居室に見守り機器を設置すること。 

ｂ インカム（マイクロホンが取り付けられたイヤホンをいう。以下同じ。）等の職員間の

連絡調整の迅速化に資する機器及び見守り機器の情報を常時受信可能なスマートフォン

やタブレット端末等の機器を、全ての夜勤職員が使用し、利用者の状況を常時把握する

こと 

ｃ 「見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会」（以下「見守り機器等活用委

員会」という。）は３月に１回以上行うこと。「見守り機器等を安全かつ有効に活用する

ための委員会」は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

イン」等を遵守すること。また、見守り機器等活用委員会には、管理者だけでなく実際

に夜勤を行う職員を含む幅広い職種やユニットリーダー等の役割の者が参画するものと

し、実際に夜勤を行う職員の意見を尊重するよう努めることとする。 

ｄ 「利用者の安全及びケアの質の確保に関する事項」を実施すること。具体的には次の事

項等の実施により利用者の安全及びケアの質の確保を行うこととする。 

(１)見守り機器等を使用する場合においても、一律に定時巡回等をとりやめることはせず、

個々の利用者の状態に応じて、個別に定時巡視を行うこと。 

(２)見守り機器等から得られる睡眠状態やバイタルサイン等の情報を利用者の状態把握に
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活用すること。 

(３)見守り機器等の使用に起因する事業所内で発生した介護事故又はヒヤリ・ハット事例

（介護事故には至らなかったが介護事故が発生しそうになった事例をいう。）（以下「ヒ

ヤリ・ハット事例等」という。）の状況を把握し、その原因を分析して再発の防止策を検

討すること。 

ｅ 「夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮」に関する事項を実施すること。

具体的には、実際に夜勤を行う職員に対してアンケートやヒアリング等を行い、見守り

機器等の導入後における次の事項等を確認し、人員配置の検討等が行われていること。 

(１)ストレスや体調不安等、職員の心身の負担が増えていないかどうか 

(２)夜勤時間帯において、負担が過度に増えている時間帯がないかどうか 

(３)休憩時間及び時間外勤務等の状況 

ｆ 日々の業務の中で予め時間を定めて見守り機器等の不具合がないことを確認する等の

チェックを行う仕組みを設けること。また、見守り機器等のメーカーと連携し、定期的

に点検を行うこと。 

ｇ 見守り機器等の使用方法の講習やヒヤリ・ハット事例等の周知、その事例を通じた再発

防止策の実習等を含む職員研修を定期的に行うこと。 

この場合の要件で夜勤職員配置加算を取得する場合においては、３月以上の試行期間

を設けることとする。利用者の安全及びやケアの質の確保を前提にしつつ、試行期間中

から見守り機器等活用委員会を設置し、当該委員会において、見守り機器等の使用後の

人員体制とその際の夜勤にあたる職員の負担のバランスに配慮しながら、見守り機器等

の使用にあたり必要な人員体制等を検討し、安全体制及びケアの質の確保、職員の負担

軽減が図られていることを確認した上で、「テクノロジーの活用」に係る届出をすること。

なお、試行期間中においては、通常の夜勤職員配置加算の要件を満たすこととする。届

出にあたり、都道府県等が当該委員会における検討状況を確認できるよう、当該委員会

の議事概要を提出すること。また、介護事業所のテクノロジー活用に関して、厚生労働

省が行うケアの質や職員の負担への影響に関する調査・検証等への協力に努めること。 

 

（10）認知症行動・心理症状緊急対応加算  １日につき２００単位 

医師が、認知症（介護保険法（平成11年法律第123号。以下「法」という。）第５条の２に規

定する認知症をいう。以下同じ。）の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難で

あり、緊急に指定短期入所生活介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定短期

入所生活介護を行った場合、利用を開始した日から起算して７日を限度として、算定する。 

※ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について（老企第４０号 第二の２の（１３）） 

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・

暴言等の症状を指すものである。 

② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期入所生活介護が必要

であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利

用者又は家族の同意の上、指定短期入所生活介護の利用を開始した場合に算定することができ

る。本加算は「医師が判断した当該日」又は「その次の日」に利用を開始した場合に限り算定で

きるものとする。 

この際、短期入所生活介護ではなく、医療機関における対応が必要であると判断される場合

にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受け

られるように取り計らう必要がある。 

③ 次に掲げる者が、直接、短期入所生活介護の利用を開始した場合には、当該加算は算定でき

ないものであること。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 
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ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活介護、

短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、短期利用特定施

設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者 

④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、事業所も判

断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録し

ておくこと。 

⑤ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認めら

れる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目

以降の短期入所生活介護の利用の継続を妨げるものではないことに留意すること。 

（11）若年性認知症利用者受入加算  １日につき１２０単位 （届出が必要） 

   別に厚生労働大臣が定める基準（受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めて

いること。）に適合しているものとして県知事等に届け出た指定短期入所生活介護事業所におい

て、若年性認知症利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合に算定する。  

  ア 認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定できない。 

イ 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特

性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 

 

（12）送迎加算   片道につき１８４単位 

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対

して、指定短期入所生活介護事業所の従業者が当該利用者の居宅と指定短期入所生活介護事業所

との間の送迎を行う場合は、片道につき加算の対象となる。 

※ 送迎加算について（老企第 40 号 第二の２の（１５）） 

利用者に対して送迎を行う場合 

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対し

て、指定短期入所生活介護事業所の従業者が当該利用者の居宅と指定短期入所生活介護事業所との

間の送迎を行う場合は、片道につき加算の対象となる。 

 

 ＜不適正事例＞ 

  ・短期入所生活介護計画書に送迎の実施が位置づけられていない。 

  ・送迎の必要性を確認した記録がない。 

 

（13）短期入所生活介護費の算定の特例 

   次のいずれかに該当する者に対して、単独型短期入所生活介護費又は併設型短期入所生活介護

費を支給する場合は、それぞれ、単独型短期入所生活介護費（Ⅱ）又は併設型短期入所生活介護費

（Ⅱ）を算定する。（＊多床室の単位数の算定となる。） 

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準（居室の面積が１０.６５㎡以下）に適合する従来型個室を利

用する者 

 

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれがあ

るとして、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

 

（14）緊急短期入所受入加算     １日につき９０単位 

   別に厚生労働大臣が定める者（利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の

介護支援専門員が、緊急に指定短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者）に対し、居宅サ
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ービス計画によって計画的に行うこととなっていない指定短期入所生活介護を緊急に行った場合

は、緊急短期入所受入加算として、当該指定短期入所生活介護を行った日から起算して７日（利用

者の日常生活上の世話話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、14日）を限度とし

所定単位数に加算する。ただし、（１０）の認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場

合は算定できない。 

 

※ 緊急短期入所受入加算について（老企第４０号 第二の２の（１７）） 

① 緊急短期入所受入加算は、緊急利用者を受け入れたときに、当該緊急利用者のみ加算する。 

② 「緊急利用者」とは、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由によ

り居宅で介護を受けることができない、かつ、居宅サービス計画において当該日に利用するこ

とが計画されていない者をいう。なお、新規の利用者に限られるものではなく、既に当該事業

所で緊急短期入所受入加算の算定実績のある利用者も算定対象となるものである。 

③ あらかじめ、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が緊急の必要性及び利用を

認めていること。ただし、やむを得ない事情により、事後に介護支援専門員により当該サービ

ス提供が必要であったと判断された場合には、加算の算定は可能である。 

④ 緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録しておく

こと。また、緊急利用者にかかる変更前後の居宅サービス計画を保存するなどして、適正な緊

急利用に努めること。 

⑤ 既に緊急利用者を受け入れているために緊急の利用を希望している者を受け入れることが困

難な場合は、利用希望者に対し、別の事業所を紹介するなど適切な対応を行うこと。 

⑥ 本加算の算定対象期間は原則として７日以内とし、その間に緊急受入れ後に適切な介護を受

けられるための方策について、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と密接な連

携を行い、相談すること。ただし、利用者の介護を行う家族等の疾病が当初の予想を超えて長

期間に及んだことにより在宅への復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７日以

内に適切な方策が立てられない場合には、その状況を記録した上で 14日を限度に引き続き加算

を算定することができる。その場合であっても、利用者負担軽減に配慮する観点から、機械的

に加算算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントによる代替手段の確保等につい

て、十分に検討すること。 

 

 ＜不適正事例＞ 

  ・介護支援専門員による緊急利用の判断の記録や、利用の理由などを記録していない。 

  ・緊急利用者にかかる変更前後の居宅サービス計画を保存していない。 

 

  なお、指定短期入所生活介護事業所の利用定員を超えて受け入れることができる利用者数は、利用

定員が40人未満である場合は１人、利用定員が40人以上である場合は２人まで認められるものであ

り、定員超過利用による減算の対象とはならない。 

 

（15）長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合 １日につき３０単位を減算 

   長期間の利用者（自費利用などを挟み連続して３０日を超えて同一の指定短期入所生活介護事

業所に入所している場合であって、指定短期入所生活介護を受けている利用者）に対して指定短期

入所生活介護を行った場合に減算する。 

 

※ 長期利用者に対する減算について（老企第４０号 第二の２の（２０）） 

短期入所生活介護の基本サービス費については、施設入所に比べ入退所が頻繁であり、利用者の

状態が安定していないことなどから、特別養護老人ホームへ入所した当初に施設での生活に慣れる

ための様々な支援を評価する初期加算相当分を評価している。 
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こうしたことから、居宅に戻ることなく、自費利用を挟み同一事業所を連続３０日を超えて利用

している者に対して短期入所生活介護を提供する場合には、連続３０日を超えた日から減算を行

う。 

なお、同一事業所を長期間利用していることについては、居宅サービス計画において確認するこ

ととなる。 

 

（16）療養食加算  １回につき８単位 （届出が必要） 

   次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして県知事等に届け出て、当該基準による食事の

提供を行う指定短期入所生活介護事業所が、利用者の病状等に応じて、主治の医師から利用者に対

し疾病治療の直接手段として発行された食事箋に基づき、別に厚生労働大臣が定める利用者等告

示（平成27年３月23日厚生労働省告示第94号）に示された療養食が提供されたときは、１日につき

３回を限度として、算定する。 

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。献立表が作成されている

こと。 

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。 

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準（定員超過利用・人員基準欠如に該当していな

い）に適合する指定短期入所生活介護事業所において行われていること。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食について（厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等 

（厚生労働省告示第９４号）２３） 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を  

有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及

び特別な場合の検査食 

 注 食事箋の交付は、主治の医師が行わなければならない。 

 

（17）在宅中重度者受入加算  １日につき所定単位数 

   指定短期入所生活介護事業所において、当該利用者が利用していた訪問看護を行う訪問看護事

業所に当該利用者の健康上の管理等を行わせた場合に算定する。 

  イ 看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）イ若しくはロを算定している場合 

（看護体制加算（Ⅱ）又は（Ⅳ）イ若しくはロを算定していない場合に限る）４２１単位 

  ロ 看護体制加算（Ⅱ）又は（Ⅳ）イ若しくはロを算定している場合 

（看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）イ若しくはロを算定していない場合に限る）４１７単位 

  ハ 看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）イ若しくはロ及び（Ⅱ）又は（Ⅳ）イ若しく 

はロのどちらも算定している場合                    ４１３単位 

  二 看護体制加算を算定していない場合                  ４２５単位 

 

 

※ 在宅中重度者受入加算について（老企第４０号 第二の２の（１７）） 

ア この加算は、その居宅において訪問看護の提供を受けていた利用者が、指定短期入所生活

介護を利用する場合であって、指定短期入所生活介護事業者が、当該利用者の利用していた訪

問看護事業所から派遣された看護職員により当該利用者の健康上の管理を行わせた場合に対

象となる。この場合の健康上の管理等に関する医師の指示は、指定短期入所生活介護事業所の

配置医師が行うものとする。 

イ 在宅中重度者受入加算を算定するに当たっては、あらかじめ居宅サービス計画に位置付け

た上で行うこととなるが、特に初めてこのサービスを行う場合においては、サービス担当者会

議を開催するなど、サービス内容や連携体制等についてよく打合せを行った上で実施するこ
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とが望ましい。 

ウ 指定短期入所生活介護事業所は、当該利用者に関する必要な情報を主治医、訪問看護事業

所、サービス担当者会議、居宅介護支援事業所等を通じてあらかじめ入手し適切なサービスを

行うよう努めなければならない。 

エ 指定短期入所生活介護事業所は、在宅中重度者受入加算に係る業務について訪問看護事業

所と委託契約を締結し、利用者の健康上の管理等の実施に必要な費用を訪問看護事業所に支

払うこととする。 

オ 健康上の管理等の実施上必要となる衛生材料、医薬品等の費用は短期入所生活介護事業所

が負担するものとする。なお、医薬品等が、医療保険の算定対象となる場合は、適正な診療報

酬を請求すること。「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成 18

年３月 31日保医発第 0331002号を参照）（Ｐ80に添付） 

 

（18）認知症専門ケア加算 １日につき所定単位数 （届出が必要） 

   別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして県知事等に届け出た指定短期入所生

活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める者（日常生活に支障を来すおそれのある症状又

は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者）に対して専門的な認知症ケアを行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。 

   ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 

  イ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位 

  ロ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位 

※厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省第９５号）３の２ 

イ 認知症専門ケア加算(Ⅰ)次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１)事業所又は施設における利用者、入所者又は入院患者の総数のうち、日常生活に支障を来す

おそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症の者（以下この

号において「対象者」という。）の占める割合が２分の１以上であること。 

(２)認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合に

あっては１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては１に当該対象者の数が１

９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的

な認知症ケアを実施していること。 

(３)当該事業所又は施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に

係る会議を定期的に開催していること。 

 

ロ 認知症専門ケア加算(Ⅱ)次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１)イの基準のいずれにも適合すること。 

(２)認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所又は施設

全体の認知症ケアの指導等を実施していること。 

(３)当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成

し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 

 

※ 認知症専門ケア加算について（老企第 40 号 第二の２の（１９））変更箇所のみ 

③「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平

成18 年３月31 日老発第0331010 号厚生労働省老健局長通知）、「認知症介護実践者等養成事

業の円滑な運営について」（平成18 年３月31 日老計第0331007 号厚生労働省計画課長通知）

に規定する「認知症介護実践リーダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとす

る。 
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④認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

⑤「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につい

て」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者研

修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

 

（19）サービス提供体制強化加算  １日につき所定単位数 （届出が必要） 

ア サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   １日につき２２単位 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   １日につき１８単位 

ウ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   １日につき６単位 

 

  別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして県知事等に届け出た指定短期入所生活

介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い

算定する。 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準（厚生労働省告示第９５号）３８ 

○サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

(１)次のいずれかに適合すること。 

①指定短期入所生活介護事業所の介護職員（当該指定短期入所生活介護事業所が指定居宅サー

ビス等基準第百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人ホームである場合にあっ

ては、当該特別養護老人ホームの介護職員。以下同じ。）の総数のうち、介護福祉士の占める

割合が１００分の８０以上であること。 

②指定短期入所生活介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の

占める割合が１００分の３５以上であること。 

(２)通所介護費等算定方法第三号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

 

○サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 ① 指定短期入所生活介護事業所の介護職員（当該指定短期入所生活介護事業所が、空床利用型

の特別養護老人ホームである場合にあっては、当該特別養護老人ホームの介護職員。以下同じ。）

の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０以上であること。 

 ② サービス提供体制強化加算（Ⅰ）(２)に該当するものであること。  

○サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

(１)次のいずれかに適合すること。 

①指定短期入所生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分

の５０以上であること。 

②指定短期入所生活介護事業所の看護師若しくは准看護師又は介護職員（以下「看護・介護職

員」という。）（当該指定短期入所生活介護事業所が指定居宅サービス等基準第百二十一条第

二項の規定の適用を受ける特別養護老人ホームである場合にあっては、当該特別養護老人ホ

ームの看護・介護職員）の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の７５以上であるこ

と。 

③指定短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第百二十条に規定する指定短期入所生活介

護をいう。）を利用者に直接提供する職員（当該指定短期入所生活介護事業所が指定居宅サー

ビス等基準第百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人ホームである場合にあっ
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ては、当該特別養護老人ホームの入所者に対して介護福祉施設サービスを直接提供する職員）

の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

(２)定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

※ サービス提供体制強化加算について（老企第４０号 第二の２の（２１）） 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を

用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利用者・入所者への

介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わら

ない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。 

  ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を

含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用

いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以

降届出が可能となるものであること。 

  なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合に

つき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎月記

録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知第一の５

の届出（加算等を算定しないことの届出）を提出しなければならない。 

③ 勤続年数とは､各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする｡ 

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の経営する他

の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員と

して勤務した年数を含めることができるものとする。 

⑤ 指定短期入所生活介護を利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、介護職員、看護職員及

び機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。 

⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活介護を一体的に行っている場合においては、

本加算の計算も一体的に行うこととする。 

 

（20）介護職員処遇改善加算  所定単位数  （届出が必要） 

 共通資料を参照のこと。 

 

（21）介護職員等特定処遇改善加算  所定単位数  （届出が必要） 

 共通資料を参照のこと。 

 

（22）介護職員等ベースアップ等支援加算（令和４年１０月１日新設）  （届出が必要） 

共通資料を参照のこと。 
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第２ 指定（介護予防）短期入所生活介護に関するＱ＆Ａ 
（人員配置基準における両立支援） 

１ 人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介

護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置

基準を満たすことを認めるとあるが、「 同等の資質を有する」かについてどのように判断するの

か。 

（答）介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・

定着促進を図る観点から、以下の取扱いを認める。 

＜常勤の計算＞ 

・育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法による介護の短時間勤務

制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理措置としての勤務時間の短縮等を利用する場合に

ついても、30時間以上の勤務で、常勤扱いとする。 

＜常勤換算の計算＞ 

・職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置としての勤務時間の短縮等を利

用する場 合、週30時間以上の勤務で、常勤換算上も１と扱う。 

※平成27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成27年４月１日）問２は削除する。 

＜同等の資質を有する者の特例＞ 

・「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業 、育児休業に準ずる休業 、

母性健康管理措置としての休業 を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換

算することで、人員配置基準を満たすことを認める 。 

・なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配置により満たしていた、勤続年数

や所定の研修の修了など各施設基準や加算の算定要件として定められた資質を満たすことである。 

 

（R3.3.19 介護保険最新情報 Vol.941 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.１)） 

 

２ 居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従業者が１名だけというこ

とがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修を定期的にしなければならないの

か 。 

（答）・虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連携を密にして、

規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していただきたい。小規模事

業所においては他者・他機関によるチェック 機能が得られにくい環境にあることが考えられる

ことから、積極的に外部機関等を活用されたい。 

・例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複数事業所による

合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て開催することが

考えられる。 

・研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会との合同

開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による外部講師を活

用した合同開催等が考えられる。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 
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（認知症介護基礎研修の義務づけについて） 

３ 養成施設及び福祉系高校で認知症に係る科目を受講したが介護福祉士資格は有していない者は、義

務づけの対象外とすることが可能か。 

（答）養成施設については 卒業証明書及び履修科目証明書 により、事業所及び自治体が認知症に係る

科目を受講していることが確認できることを条件として対象外とする。なお、福祉系高校の卒業者

については、認知症に係る教育内容が必修となっているため、 卒業証明書により単に卒業が証明

できれば対象外として差し支えない。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

４ 認知症介護実践者研修の修了者については、義務づけの対象外とすることが可能か。 

（答）認知症介護実践者研修 、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者研修等の認知症の介

護等に係る研修を修了した者については、義務づけの対象外として差し支えない。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

５ 認知症サポーター等養成講座の修了者については、義務づけの対象外とすることが可能か。 

（答）認知症サポーター等養成講座は、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守

り、支援する応援者を養成するものであるが、一方で、認知症介護基礎研修は認知症介護に携わる

者が認知症の人や家族の視点を重視しながら、本人主体の介護を実施する上での、基礎的な知識・

技術及び理念を身につけるための研修であり、その目的・内容が異なるため、認知症サポーター等

養成講座修了者は、義務付けの対象外とはならない。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

６ 人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わる可能性がな

い者についても、義務付けの対象となるのか 

（答）人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わる可能性が

ない者については、義務付けの対象外である。一方で、義務付けの趣旨を踏まえ、認知症介護に携

わる者が認知症 の人や家族の視点を重視しながら、本人主体の介護を実施するためには、人員配

置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わらない者であっても、

当該研修を受講することを妨げるものではなく、各施設において積極的に判断いただきたい。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（外国人介護職員への認知症介護基礎研修の義務付けについて） 

７ 外国人介護職員についても、受講が義務づけられるのか。 

（答）ＥＰＡ介護福祉士、在留資格「介護」等の医療・福祉関係の有資格者を除き、従業員の員数とし

て算定される従業者であって直接介護に携わる可能性がある者については、在留資格にかかわら

ず、義務づけの対象となる。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 
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８ 外国人技能実習生が認知症介護基礎研修を受講する場合、技能実習計画には記載する必要があるの

か。 

（答）認 知症介護基礎研修は、法令等に基づき受講が義務づけられるものであることから、 技能実習

制度運用要領第４章第２節第３（２）を踏まえ、 技能実習計画への記載は不要である（令和６年

３月までの間、努力義務として行う場合も同様。）。なお、受講に係る給与や時間管理が通常の技

能実習と同様に行われることや、研修の受講状況について、技能実習指導員が 適切に管理するこ

とが必要である。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

９ 事業所が外国人技能実習生に認知症介護基礎研修を受講させる場合、入国後講習中や新型コロナウ

イルス感染症対策のための入国後14日間の自宅等待機期間中に受講させてもよいか。 

（答） 

・入国後講習中の外国人技能実習生については、入国後講習の期間中は業務に従事させないことと

されていることから、認知症介護基礎研修を受講させることはできない。一方、新型コロナウイル

ス感染症対策のための入国後14日間の自宅等 待機期間中であって入国後講習中ではない外国人技

能実習生については、受入企業との間に雇用関係がある場合に限り、認知症介護基礎研修（オンラ

インで実施されるものに限る。）を受講させることができる。 

・なお、実際の研修受講にあたっての取扱い等（※）については、実施主体である都道府県等により

異なる場合があることにご留意いただきたい。 

（※）研修の受講方法（ｅラーニング、Zoom等による双方向型のオンライン研修、集合研修）、料金

（補助の有無等）、受講枠など 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

１０ 外国人介護職員が研修内容を理解して受講できるように、多言語化された研修教材は提供される

のか。 

（答）令和３年度中に、 日本語能力試験のＮ４レベルを基準としたｅラーニング教材の作成を行うと

ともに、介護分野の在留資格「特定技能」に係る試験を実施している言語（フィリピン、インドネ

シア、モンゴル、ネパール、カンボジア、ベトナム、中国、タイ、ミャンマーの言語）を基本とし

て外国人介護職員向けのｅラーニング補助教材を作成することを予定している。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

(科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算、栄養マネジ

メント強化加算について) 

１１ 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれる

が、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

（答） 

・やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、

当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者につい

て情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、システムトラブル等により

提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出 ができなかった場合がある。 

・また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目で

ある体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事業所・施設の利
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用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 

・ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要がある。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

１２ ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、

情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

（答）ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただくが、Ｌ

ＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集するものでは

ない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体については、利用

者の同意は必要ない。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

１３ 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取

れない場合には算定できないのか。 

（答）加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を含む原則

全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得られた利用者又は

入所者について算定が可能である。 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（Ｂａｒｔｈｅｌ Ｉｎｄｅｘの読み替えについて） 

１４ 科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）、自立支援促進加算、個別機

能訓練加算（Ⅱ）、リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）若しくは（Ｂ）、リハビリテーシ

ョンマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業療法及び言語聴覚療法に係る加算にお

いて、 Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進 等事業において一定の

読み替え精度について検証されているＩＣＦステージングから読み替えたものを提出してもよい

か。 

（答）ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥当性を含

め客観的に検証された指標について、測定者が、 

－ＢＩに係る研修を受け 、 

－ＢＩへの読み替え規則を理解し、 

－読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確なBIを別途評価する 

等の対応を行い、提出することが必要である。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（連続利用日数の考え方） 

１５ 連続して30日を超えてサービス提供を受けている場合、30日を超える日以降に受けたサービスに

ついては介護報酬の請求が認められていないが、この連続利用日数を計算するにあたり、例えばＡ

事業所にて連続15日間（介護予防）短期入所介護費を請求した後、同日にＢ事業所（Ａ事業所と同

一、隣接若しくは近接する敷地内にない事業所）の利用を開始し、利用開始日を含めて連続15日間

（介護予防）短期入所生活介護費を請求した場合、連続利用日数は何日となるのか。 

（答）30日となる。（介護予防）短期入所生活介護の利用日数は、原則として利用を開始した日及び利

用を終了した日の両方を含むも のとされており、連続利用日数の考え方もこれに連動して介護報

酬を請求した日数をもとに算定されるものである。このため、Ａ事業所からＢ事業所に利用する事
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業所を変更した日については、Ａ事業所・Ｂ事業所とも介護報酬請求を行うことから、利用変更日

は２日と計算される。なお、上記の事例におけるＢ事業所がＡ事業所と同一敷地内にある場合、又

は隣接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等

が行われている事業所であった場合は、Ａ事業所は利用を終了した日の介護報酬請求はできない

こととなっていることから、連続利用日数は29日となる。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

１６ 連続して30日を超えてサービス提供を受けている場合、30日を超える日以降に受けたサービスに

ついては介護報酬の請求が認められていないが、例えばＡ事業所にて連続30日間（介護予防）短期

入所生活介護費を請求し 、同日にＢ事業所（Ａ事業所と同一、隣接若しくは近接する敷地内にな

い事業所）の利用を開始した場合、Ｂ事業所は利用開始日から介護報酬を請求することが可能であ

るか。 

（答）Ａ事業所においてすでに連続して30日間（介護予防）短期入所生活介護費を請求していることか

ら、Ｂ事業所は利用開始日においては介護報酬を請求することはできず、当該日のサービス提供に

係る費用は利用者の自己負担によることとなり、利用開始日の翌日からは介護報酬を請求するこ

とができる。なお、上記の事例におけるＢ事業所がＡ事業所と同一敷地内にある場合、又は隣接若

しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行われ

ている事業所であった場合は、Ａ事業所は利用を終了した日の介護報酬は請求できないこととな

っていることから、Ｂ事業所は利用開始日には介護報酬を請求することができるが、Ｂ事業所の利

用開始日をもって連続して30日間（介護予防）短期入所生活介護費を算定していることとなること

から、利用開始日の翌日は介護報酬を請求することはできず、当該日のサービス提供に係る費用は

利用者の自己負担によることとなり、利用開始日の翌々日から再び介護報酬を請求することがで

きる。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（利用者に対して送迎を行う場合） 

１７ 訪問介護員等による送迎で短期入所サービスを利用する場合、介護報酬はどのよう算定すればよ

いか。 

（答） 

・送迎については、短期入所サービスの利用者に対して送迎を行う場合の加算において評価すること

としており、利用者の心身の状況により 短期入所サービスの事業所の送迎車を利用することができ

ないなど特別な事情のない限り、訪問介護員等による送迎を別途訪問介護費として算定することは

できない。 

・ただし、利用者が、居宅から病院等の目的地を経由して短期入所サービスの事業所へ行く場合や、短

期入所サービスの事業所から病院等の目的地を経由して居宅へ帰る場合等、一定の条件の下に、令和

３年度から訪問介護費を算定することができることとする。 

・なお、 訪問介護員等により送迎が行われる場合、当該利用者が利用している短期入所 サービスの 

事業所の従業者が、当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施していないため、利用者に対して送迎

を行う場合の加算を算定することはできないことに留意すること。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 
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１８ Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を委託した事業者により、当該利用者の

居宅とＡ事業所との間の送迎が行われた場合、利用者に対して送迎を行う場合の加算は算定できる

のか。 

（答）指定短期入所生活介護等事業者は、指定短期入所生活介護等事業所ごとに、当該指定短期入所生

活介護事業所の従業者によって指定短期入所生活介護等を提供しなければならないこととされて

いる。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りではないことから、

各指定短期入所生活 介護等事業所の状況に応じ、送迎に係る業務について第三者へ委託等を行う

ことも可能である。なお、問中の事例について、送迎に係る業務が委託され、受託した事業者に 

より、利用者の居宅と事業所との間の送迎が行われた場合は、利用者に対して送迎を行う場合の加

算を算定することができる 。 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（病院等との密接な連携により看護職員を確保する場合①） 

１９ 病院、診療所又は訪問看護ステーション（併設事業所にあっては、当該併設事業所を併設する特

別養護老人ホーム、病院、 診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設

を含む。）との密接な連携により看護職員を確保する場合について、連携先との間で連携に係る契

約を締結する必要はあるか。 

（答）看護職員が行う看護業務は 、利用者の処遇に直接影響を及ぼす業務であることから、連携を行

うにあたっては、予め契約等を締結し適切なサービス提供を担保しておく必要がある。（ただし、

併設事業所を併設する 特別養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特

定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介

護の指定を受けている施設との連携を行う場合は、この限りではない。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（病院等との密接な連携により看護職員を確保する場合 ②） 

２０ 病院、診療所又は訪問看護ステーション（併設事業所にあっては、当該併設事業所を併設する特

別養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、地

域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設を

含む。以下、病院等という。）との密接な連携により看護職員を確保する場合、病院等の看護職員

が必要に応じて指定（介護予防）短期入所生活介護事業所の利用者の健康状態の確認を行うことと

されているが、具体的にはどのような場合に利用者の健康状態の確認を行う必要があるのか。 

（答）例えば、当該指定（介護予防）短期入所生活 介護事業所を初めて利用する利用者や、担当介護

支援専門員等から前回利用時より状態が変化している等の報告があった利用者等にあっては、利

用開始時に健康状態の確認を行うことが想定される。また、利用中どのような場合に健康状態の確

認を行う必要があるかについては、個別の利用者ごとに異なるものであることから、利用開始時に

健康状態の確認を行う際に、指定（介護予防）短期入所生活介護事業所と連携を行う看護職員にあ

わせて確認しておくことが想定される。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 
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（その他日常生活費） 

２１ その他日常生活費について、その具体的な範囲は「通所介護等における日常生活に要する費用の

取扱いについて」（平成12年３月30日老企第54号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）別紙（２）

①②に示しているが、（介護予防）短期入所生活介護利用中における私物の洗濯に係る費用はこれ

に該当するのか。 

（答）（介護予防）短期入所生活介護利用中における私物の洗濯代は、その他日常生活費には含まれな

いものである。また、（介護予防）短期入所生活介護については、サービス提供期間が短期間であ

るものの、介護老人福祉施設又は地域密着型介護老人福祉施設である特別養護老人ホームと 同様、

利用者の日常生活全般にわたり援助を行ってきたところであり、利用者がサービス利用期間中に

私物の洗濯を希望す る場合は、基本的に事業所サービスとして行われるべきものである。 したが

って、私物の洗濯代については、利用者がサービス利用期間中に希望し、個別に外部のクリーニン

グ店に取り次ぐ場合のクリーニング代を除き、費用の徴収はできない。なお、このクリーニング代

については、サービスの提供とは関係のない実費として徴収することとする。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合の減算） 

２２ 同一の指定短期入所生活介護事業所から30日間連続して短期入所生活介護の提供を受け、その翌

日１日同事業所を自費で利用し、自費利用終了後再び短期入所生活介護の提供を受けることとなっ

た場合、長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合の減算はいつから適用されるのか。 

（答）自費利用終了後再び短期入所生活介護の提供を受けることとなった日から減算が適用される。な

お、長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合の減算は、同一の指定短期入所生活介護

事業所を連続30日を超えて利用している者について、それまでの間のサービス利用に係る費用を

介護報酬として請求しているか否かに関わらず、連続30日を超える日以降の介護報酬請求におい

て適用するものである。このため、例えば同一の指定短期入所生活介護事業所から28日間連続して

短期入所生活介護の提供を受け、そのまま１日同事業所を自費で利用し、自費利用終了後再び短期

入所生活介護の提供を受けることとなった場合は、自費利用終了後再び短期入所生活介護の提供

を受けることとなった日の翌日（連続30日を超える日）から減算が適用される。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合） 

２３ 連続して30日を超えて同一の指定短期入所生活介護事業所を利用した場合は、長期利用者に対し

て短期入所生活介護を提供する場合の減算が適用されるが、指定短期入所生活介護事業所と一体的

に運営されている指定介護予防短期入所生活介護事業所を利用した後、連続して一体的に運営され

ている指定短期入所生活介護事業所を利用することとなった場合、指定介護予防短期入所生活介護

を利用していた期間は、指定短期入所介護事業所の連続利用日数に含めるのか。 

（答）指定短期入所生活介護事業所と指定介護予防短期入所生活介護事業所が一体的に運営されてい

る場合は、同一事業所を利用しているものとみなし、指定介護予防短期入所生活介護事業所の利用

期間を連続利用日数に含めることとする。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 
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（看護体制加算（Ⅲ）イ及びロ、看護体制加算（Ⅳ）イ及びロ） 

２４ 看護体制加算（Ⅲ）及び看護体制加算（Ⅳ） については、中重度者受入要件として、指定短期

入所生活介護事業所における算定日が属する年度の前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用

者の総数のうち、要介 護度状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が1

00分の70以上であることが求められているが、この場合の「利用者の総数」や「要介護３、要介護

４又は要介護５である者」を算定するにあたっては、併設事業所や特別養護老人ホームの空床を利

用して指定短期入所生活介護を行う場合にあっては、どのように算定すればよいか。 

（答）併設事業所にあっては、併設本体施設の利用者は含めず、併設事業所の利用者のみにて算定する。

特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介護を行う場合にあっては、特別養護 老

人ホームの利用者を含めて算定する。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（テクノロジーを活用した場合における夜勤職員の配置基準について） 

２５ 見守り機器等を活用した夜間の人員配置基準や夜勤職員配置加算の0.6人の配置要件について、

運用イメージ如何。 

（答） 

・見守り機器やインカム等のICTを活用し、常時見守り支援が可能となることによって、夜間・深夜の

時間帯の定時巡視の移動時間の減少や、利用者の急変時等への迅速な対応等が可能となるため、業務

が比較的多忙となる夕方や早朝の時間帯に職員を手厚く配置する等のメリハリの利いたシフト体制

を組むことができるものと考えている。 

・なお、介護事業所が設置する「見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会」において、夜

勤職員の１日の勤務の中で、職員の負担が過度に増えている時間帯がないか確認することとしてい

る点に留意されたい。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

２６ 見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会で確認することとされている利用者のケア

の質や職員の負担に関する評価について、どのような指標があるのか。 

（答） 

・ 利用者のケアの質や職員の負担に関する評価にあたっては、当該委員会において、直接処遇のため

の時間が増えたかどうかなど、それぞれの事業所の実情に応じた評価指標を用いることが望まし

い。 

・ なお、平成30年度老人保健健康増進等事業「介護ロボットの評価指標に関する調査研究事業 

（※）において、介護ロボットの導入にあたっての評価指標がまとめられているので参考とされたい。 

 

※参考 

①利用者のケアの質に関する評価指標 

・認知機能、QOL（WHOQOL 等）、要介護度、ADL （FIM 、BI等）等 

②職員の負担に関する評価指標 

・ストレス指標（SRS18等）、モチベーション、介護負担指標等 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 
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（夜勤職員配置加算） 

２７ 夜勤職員配置加算における0.6人の配置要件について、夜勤職員全員が見守り機器のセンサー情

報を常時受信するためにスマートフォンやタブレット端末等を使用することとされているが、0.9

人の配置要件の取扱如何。 

（答）見守り機器の使用にあたっては、当該機器のセンサー情報を受信する機器が必要となるが、0.9

人の配置要件の場合は、機器を特定はせず、スマートフォンやタブレット端末等の携帯可能な機器

のほか、パソコン等の常時設置されている機器も使用して差し支えない。また、携帯可能な 機器

を使用する場合においては、必ずしも夜勤職員全員が使用することまでは要しない。 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

(共生型サービスの指定について) 

２８ 共生型サービスの指定にあたっては、現行の「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所生活介

護」として指定するのか。それとも、新しいサービス類型として、「共生型訪問介護」、「共生

型通所介護」、「共生型短期入所生活介護」として指定が必要となるのか。それとも「みなし指

定」されるのか。 

（答） 

・共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービス、ホームヘルプ

サービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一方の制度における居宅サービスの

指定も受けやすくする、 あくまでも「居宅サービスの指定の特例」を設けたものであるため、従前

通り「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所生活介護」として、事業所の指定申請に基づき自治体

が指定する。 

・なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービスの指定を受けた事業所が行うこととなるが、いずれ

の指定申請先も都道府県（＊）であるため、指定手続について可能な限り簡素化を図る観点から、障

害福祉サービス事業所の指定申請の際に既に提出した事項については、申請書の記載又は書類の提

出を省略できることとしているので、別添を参照されたい。 

（＊）定員18人以下の指定生活介護事業所等は、（共生型）地域密着型通所介護事業所として指定を受

けることとなるが、当該指定申請先は市町村であるため、申請書又は書類の提出は、生活介護事業

所等の指定申請の際に既に都道府県に提出した申請書又は書類の写しを提出することにより行わ

せることができることとしている。 

※指定障害福祉サービス事業所が、（「共生型サービスの指定の特例」を受けることなく、通常の）

介護保険の居宅サービスの指定の申請を行う場合についても同様の取扱いとする。 

※別添を参照のこと 

 

（R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（サービス提供体制強化加算） 

２９ 「10年以上介護福祉士が30％」という最上位区分の要件について、 勤続年数はどのように計

算するのか。 

（答） 

・サービス提供体制強化加算における、勤続 10年以上の介護福祉士の割合に係る要件について

は、 

－介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10年以上の者の割合を要

件としたものであり、 

－介護福祉士の資格を取得してから 10年以上経過していることを求めるものではないこと。 
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・「同一法人等での勤続年数」の考え方について、 

－同一法人等（※）における 異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、職種

（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数 

－事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更

がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続年数は通算す

ることができる。 

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行われ

る等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。 

・なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介護職

員の「勤続年数 10年の考え方」とは異なることに留意すること。 

※平成 21年４月改定関係 Ｑ＆Ａ Voi.１ ））（平成 21年３月 23日）問５は削除する。 

 

    （R3.3.26 介護保険最新情報 Vol.952 令和 3年度介護報酬改定に関する Q＆A(Vol.3)） 

 

（認知症専門ケア加算） 

３０ 認知症専門ケア加算の算定要件について、「認知症介護に係る専門的な研修」や「認知症介護の

指導に係る専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適切な研修とは、どのようなものがあるか。 

（答） 

・現時点では、以下のいずれかの研修である。 

①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修 

②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」の専門看護師教育課程 

③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」 

・ただし、③については認定証が発行されている者に限る。 

 

（R3.3.29 介護保険最新情報Vol.953 令和3年度介護報酬改定に関するQ＆A(Vol.4)） 

 

３１ 認知症専門ケア加算における「技術的指導に係る会議」と 、 特定事業所加算 やサービス提供

体制強化加算における「 事業所における 従業者 の技術指導を目的とした会議」が同時期に開催

される場合であって、当該会議の検討内容の１つが、認知症ケアの技術的指導についての事項で、

当該会議 に登録ヘルパーを含めた全ての訪問介護員等や全ての従業者 が参加した場合、両会議を

開催したものと考えてよいのか。 

（答）貴見のとおりである。 

 

（R3.3.29 介護保険最新情報Vol.953 令和3年度介護報酬改定に関するQ＆A(Vol.4)） 

 

３２ 認知症専門ケア加算（Ⅱ）を算定するためには、当該加算（Ⅰ）の算定要件の一つである認知症

介護実践リーダー研修修了者に加えて、認知症介護指導者養成研修修了者又は認知症看護に係る適

切な研修修了者を別に配置する必要があるのか。 

（答）必要ない。例えば加算の対象者が20 名未満の場合、 

・認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者 

・認知症看護に係る適切な研修を修了した者のいずれかが１名配置されていれば、認知症専門ケア加

算（Ⅱ）を算定することができる。 
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（研修修了者の人員配置例） 

 加算対象者数 

～19 20～29 30～39 ‥ 

必要な研修

修了者の 

配置数 

「認知症介護に係る専門的な研修」 

１ ２ ３ ‥  認知症介護実践リーダー研修 

認知症看護に係る適切な研修 

「認知症介護の指導に係る専門的な研修」 

１ １ １ ‥  認知症介護指導者養成研修 

認知症看護に係る適切な研修 

（注） 

認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者、又は認知症看護

に係る適切な研修を修了した者を１名配置する場合、「認知症介護に係る専門的な研修」及び「認知

症介護の指導に係る専門的な研修」の修了者をそれぞれ１名配置したことになる。 

 

（R3.3.29 介護保険最新情報Vol.953 令和3年度介護報酬改定に関するQ＆A(Vol.4)） 

 

（科学的介護推進体制加算、個別機能訓練加算（Ⅱ）、リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）ロ

及び（Ｂ）ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算、理学療法、作業療法及び言語聴覚療

法に係る加算、褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理（Ⅱ）、排せつ支援加算、自立支援促進加算、

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）、薬剤管理指導の注２の加算、栄養マネジメント強化加算、栄養

アセスメント加算、口腔衛生管理加算、口腔機能向上加算（Ⅱ）について） 

３３ ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考

え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老老発0316第４号）の各

加算の様式例において示されているが、利用者又は入所者の評価等に当たっては、当該様式例を必

ず用いる必要があるのか。 

（答） 

・「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式

例の提示について」（令和３年３月16日老老発0316第４号）においてお示しをしているとおり、評価

等が算定要件において求められるものについては、それぞれの加算で求められる項目（様式で定めら

れた項目）についての評価等が必要である。 

・ただし、同通知はあくまでも ＬＩＦＥへの提出項目をお示ししたものであり、利用者又は入所者の

評価等において各加算における様式と同一のものを用いることを求めるものではない 。 

 

（R3.4.9 介護保険最新情報Vol.965 令和3年度介護報酬改定に関するQ＆A(Vol.5)） 
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※訪問介護、通所介護省略 
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老
老

発
0
3
2
5
第

１
号

 

保
医

発
0
3
2
5
第

２
号

 

令
和

４
年

３
月

2
5
日

 

 地
方

厚
生

（
支

）
局

医
療

課
長

 

都
道

府
県

民
生

主
管

部
（

局
）

 

国
民

健
康

保
険

主
管

課
（

部
）

長
 

 
 

 
殿

 

都
道

府
県

後
期

高
齢

者
医

療
主

管
部

（
局

）
 

後
期

高
齢

者
医

療
主

管
課

（
部

）
長

 

   

厚
生
労

働
省

老
健

局
老

人
保
健

課
長
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

公
 

印
 

省
 

略
）

 

 厚
生

労
働

省
保

険
局

医
療

課
長

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

公
 

印
 

省
 

略
）

 

  

「
医

療
保

険
と

介
護

保
険

の
給

付
調

整
に

関
す

る
留

意
事

項
及

び
医

療
保

険
と

介
護

保
険

の
相

互
に

 

関
連

す
る

事
項

等
に

つ
い

て
」

の
一

部
改

正
に

つ
い

て
 

  

標
記

に
つ

い
て

は
、
「

要
介

護
被

保
険

者
等

で
あ

る
患

者
に

つ
い

て
療

養
に

要
す

る
費

用
の

額
を

算
定

で
き

る
場

合
の

一
部

を
改

正
す

る
件

」
（

令
和

４
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

8
8
号

）
等

が
告

示
さ

れ
、
令

和

４
年

４
月

１
日

か
ら

適
用

さ
れ

る
こ

と
等

に
伴

い
、
「

医
療

保
険

と
介

護
保

険
の

給
付

調
整

に
関

す
る

留

意
事

項
及

び
医

療
保

険
と

介
護

保
険

の
相

互
に

関
連

す
る

事
項

等
に

つ
い

て
」
（

平
成

1
8
年

４
月

2
8
日

老

老
発

第
0
4
2
8
0
0
1
号
・
保

医
発

第
0
4
2
8
0
0
1
号

）
の

一
部

を
下

記
の

よ
う

に
改

め
、
令

和
４

年
４

月
１

日
か

ら
適

用
す

る
こ

と
と

し
た

の
で

、
そ

の
取

扱
い

に
遺

漏
の

な
い

よ
う

貴
管

下
の

保
険

医
療

機
関

、
審

査
支

払
機

関
等

に
対

し
て

周
知

徹
底

を
図

ら
れ

た
い

。
 

な
お

、
要

介
護

被
保

険
者

等
で

あ
っ

て
、
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
の

入
所

者
で

あ
る

も
の

に
対

す
る

診
療

報
酬

の
取

扱
い

に
つ

い
て

は
、
「

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

に
お

け
る

療
養

の
給

付
の

取
扱

い
に

つ

い
て

」
（

平
成

1
8
年

３
月

3
1
日

保
医

発
第

0
3
3
1
0
0
2
号

）
も

併
せ

て
参

照
す

る
こ

と
。

 

 

記
 

 

「
記

」
以

下
を

別
添

の
と

お
り

改
め

る
。

 

 
 

別
添

 

第
１

 
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
療

養
告

示
に

つ
い

て
 

１
 

第
１

号
関

係
に

つ
い

て
 

(
１

)
 

介
護

保
険

適
用

病
床

に
入

院
し

て
い

る
要

介
護

被
保

険
者

で
あ

る
患

者
が

、
急

性
増

悪
等

に

よ
り

密
度

の
高

い
医

療
行

為
が

必
要

と
な

っ
た

場
合

に
つ

い
て

は
、
当

該
患

者
を

医
療

保
険

適

用
病

床
に

転
床

さ
せ

て
療

養
を

行
う

こ
と

が
原

則
で

あ
る

が
、
患

者
の

状
態

、
当

該
病

院
又

は

診
療

所
の

病
床

の
空

き
状

況
等

に
よ

り
、
患

者
を

転
床

さ
せ

ず
、
当

該
介

護
保

険
適

用
病

床
に

お
い

て
緊

急
に

医
療

行
為

を
行

う
必

要
の

あ
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
、
こ

の
よ

う
な

場
合

に
つ

い

て
は

、
当

該
病

床
に

お
い

て
療

養
の

給
付

又
は

医
療

が
行

わ
れ

る
こ

と
は

可
能

で
あ

り
、
こ

の

場
合

の
当

該
緊

急
に

行
わ

れ
た

医
療

に
係

る
給

付
に

つ
い

て
は

、
医

療
保

険
か

ら
行

う
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

(
２

)
 

介
護

保
険

か
ら

給
付

さ
れ

る
部

分
に

相
当

す
る

療
養

に
つ

い
て

は
、
医

療
保

険
か

ら
の

給
付

は
行

わ
な

い
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 ２
 

第
２

号
関

係
に

つ
い

て
 

(
１

)
 

療
養

病
棟
（

健
康

保
険

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律
（

平
成

1
8
年

法
律

第
8
3
号

）
附

則
第

1
3
0
条

の
２

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
な

お
そ

の
効

力
を

有
す

る
も

の
と

さ
れ

た
同

法
第

2
6
条

の

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
介

護
保

険
法

第
８

条
第

2
6
項

に
規

定
す

る
療

養
病

床
等

に
係

る
病

棟

を
い

う
。
以

下
同

じ
。
）
に

該
当

す
る

病
棟

が
一

つ
で

あ
る

病
院

又
は

診
療

所
に

お
い

て
、
介

護
保

険
適

用
の

指
定

を
受

け
る

こ
と

に
よ

り
要

介
護

被
保

険
者

以
外

の
患

者
等

に
対

す
る

対

応
が

困
難

に
な

る
こ

と
を

避
け

る
た

め
、
当

該
病

院
又

は
診

療
所

に
お

い
て

、
あ

ら
か

じ
め

病

室
（

当
該

病
院

に
あ

っ
て

は
、
患

者
の

性
別

ご
と

に
各

１
つ

の
合

計
２

つ
の

病
室
（

各
病

室
の

病
床

数
が

４
を

超
え

る
場

合
に

つ
い

て
は

４
病

床
を

上
限

と
す

る
。
）
）
を

定
め

、
当

該
病

室

に
つ

い
て

地
方

厚
生
（

支
）
局

長
に

届
け

出
た

場
合

は
、
当

該
病

室
に

お
い

て
行

っ
た

療
養

に

係
る

給
付

は
、

医
療

保
険

か
ら

行
う

も
の

と
す

る
こ

と
。

 

(
２

)
 

当
該

届
出

に
つ

い
て

は
、
別

紙
様

式
１

か
ら

８
ま

で
に

従
い

、
医

療
保

険
か

ら
の

給
付

を
行

う
場

合
の

入
院

基
本

料
の

区
分

の
ほ

か
、
夜

間
勤

務
等

の
体

制
、
療

養
環

境
等

に
つ

い
て

記
載

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。
入

院
基

本
料

の
区

分
に

つ
い

て
は

、
原

則
と

し
て

、
介

護
保

険
適

用

病
床

に
お

け
る

療
養

型
介

護
療

養
施

設
サ

ー
ビ

ス
費

又
は

診
療

所
型

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ

ス
費

の
算

定
に

係
る

看
護

師
等

の
配

置
基

準
と

同
一

の
も

の
に

相
当

す
る

入
院

基
本

料
を

届

け
出

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 

３
 

第
３

号
関

係
に

つ
い

て
 

介
護

保
険

適
用

病
床

に
入

院
し

て
い

る
患

者
に

対
し

歯
科

療
養

を
行

っ
た

場
合

に
つ

い
て

の
当

該
療

養
に

係
る

給
付

に
つ

い
て

は
医

療
保

険
か

ら
行

う
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 第
２

 
医

療
保

険
適

用
及

び
介

護
保

険
適

用
の

病
床

を
有

す
る

保
険

医
療

機
関

に
係

る
留

意
事

項
に

つ

い
て

 

１
 

同
一

の
病

棟
で

医
療

保
険

適
用

と
介

護
保

険
適

用
の

病
床

を
病

室
単

位
で

混
在

で
き

る
場

合
 

(
１

)
 

療
養

病
棟

を
２

病
棟

以
下

し
か

持
た

な
い

病
院

又
は

診
療

所
で

あ
る

こ
と

。
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(
２

)
 

病
院

で
あ

っ
て

、
当

該
病

院
の

療
養

病
棟
（

医
療

保
険

適
用

で
あ

る
も

の
に

限
る

。
）
の

病

室
の

う
ち

、
当

該
病

棟
の

病
室

数
の

２
分

の
１

を
超

え
な

い
数

の
病

室
を

定
め

、
当

該
病

室
に

つ
い

て
指

定
介

護
療

養
型

医
療

施
設

の
指

定
を

受
け

る
こ

と
に

つ
い

て
地

方
厚

生
（

支
）
局

長

に
届

け
出

た
場

合
に

は
、
令

和
６

年
３

月
3
1
日

ま
で

の
間

に
限

り
、
当

該
病

室
に

お
い

て
行

っ

た
療

養
に

係
る

給
付

は
、

介
護

保
険

か
ら

行
う

も
の

と
す

る
こ

と
。

 

(
３

)
 

病
院
（

指
定

介
護

療
養

型
医

療
施

設
で

あ
る

も
の

に
限

る
。
）
で

あ
っ

て
、
当

該
病

院
の

療

養
病

棟
の

病
室

の
う

ち
、

当
該

病
棟

の
病

室
数

の
２

分
の

１
を

超
え

な
い

数
の

病
室

を
定

め
、

当
該

病
室

に
つ

い
て

指
定

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

指
定

を
除

外
し

、
当

該
病

室
に

入
院

す
る

者
に

つ
い

て
療

養
の

給
付
（

健
康

保
険

法
（

大
正

1
1
年

法
律

第
7
0
号

）
第

6
3
条

第
１

項
の

療
養

の
給

付
を

い
う

。
）
を

行
お

う
と

す
る

こ
と

に
つ

い
て

地
方

厚
生
（

支
）
局

長
に

届
け

出
た

場

合
に

は
、
令

和
６

年
３

月
3
1
日

ま
で

の
間

に
限

り
、
当

該
病

室
に

お
い

て
行

っ
た

療
養

に
係

る

給
付

は
、

医
療

保
険

か
ら

行
う

も
の

と
す

る
こ

と
。

 

 

２
 

施
設

基
準

関
係

 

(
１

)
 

１
保

険
医

療
機

関
に

お
け

る
介

護
保

険
適

用
の

療
養

病
床
（

以
下
「

介
護

療
養

病
床

」
と

い

う
。
）
と

医
療

保
険

適
用

の
療

養
病

床
（

以
下
「

医
療

療
養

病
床

」
と

い
う

。
）
で

別
の

看
護

師
等

の
配

置
基

準
を

採
用

で
き

る
こ

と
。

 

(
２

)
 

１
病

棟
を

医
療

療
養

病
床

と
介

護
療

養
病

床
に

分
け

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
各

保
険

適
用

の

病
床

ご
と

に
、
１

病
棟

全
て

を
当

該
保

険
の

適
用

病
床

と
み

な
し

た
場

合
に

満
た

す
こ

と
の

で

き
る

看
護

師
等

の
配

置
基

準
に

係
る

入
院

基
本

料
等
（

医
療

療
養

病
床

の
場

合
は

療
養

病
棟

入

院
料

１
又

は
２

、
介

護
療

養
病

床
の

場
合

は
療

養
型

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
）
を

採
用

す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
こ

の
た

め
、
１

病
棟

内
に

お
け

る
医

療
療

養
病

床
と

介
護

療
養

病
床

と

で
、
届

け
出

る
看

護
師

等
の

配
置

基
準

が
異

な
る

こ
と

が
あ

り
得

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
た

だ

し
、
医

療
療

養
病

床
及

び
介

護
療

養
病

床
各

々
に

お
い

て
満

た
す

こ
と

の
で

き
る

看
護

師
等

の

配
置

基
準

に
係

る
入

院
基

本
料

等
を

採
用

す
る

こ
と

も
で

き
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。
な

お
、
医

療
療

養
病

床
に

係
る

届
出

に
つ

い
て

は
、
基

本
診

療
料

の
施

設
基

準
等
（

平
成

2
0
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

6
2
号

）
及

び
「

基
本

診
療

料
の

施
設

基
準

等
及

び
そ

の
届

出
に

関
す

る
手

続
き

の
取

扱
い

に
つ

い
て

」
（

令
和

４
年

３
月

４
日

保
医

発
0
3
0
4
第

２
号

）
に

基
づ

き
、
療

養
病

棟
入

院

料
１

若
し

く
は

２
又

は
有

床
診

療
所

療
養

病
床

入
院

基
本

料
を

届
け

出
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。
 

(
３

)
 

夜
間

勤
務

等
の

体
制

に
つ

い
て

は
、
病

棟
ご

と
に

届
出

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
が

、
１

病
棟

を
医

療
療

養
病

床
と

介
護

療
養

病
床

と
に

分
け

る
場

合
に

は
、
各

保
険

適
用

の
病

床
ご

と

に
、
１

病
棟

全
て

を
当

該
保

険
の

適
用

病
床

と
み

な
し

た
場

合
に

満
た

す
こ

と
の

で
き

る
夜

間

勤
務

等
の

体
制

を
採

用
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

 

３
 

入
院

期
間

、
平

均
在

院
日

数
の

考
え

方
に

つ
い

て
 

(
１

)
 

介
護

保
険

適
用

病
床

に
入

院
し

て
い

る
患

者
が

、
急

性
増

悪
等

に
よ

り
一

般
病

棟
で

の
医

療

が
必

要
と

な
り

、
同

病
棟

に
転

棟
し

た
場

合
は

、
転

棟
後

3
0
日

ま
で

の
間

は
、
新

規
入

院
患

者

と
同

様
に

取
り

扱
う

こ
と

。
 

(
２

)
 

(
１

)
以

外
の

場
合

に
つ

い
て

の
入

院
期

間
の

考
え

方
に

つ
い

て
は

、
介

護
保

険
適

用
の

病
床

に
入

院
し

て
い

る
期

間
に

つ
い

て
も

、
医

療
保

険
適

用
病

床
に

入
院

し
て

い
る

場
合

と
同

様
に

取
り

扱
う

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

(
３

)
 

平
均

在
院

日
数

の
考

え
方

に
つ

い
て

は
、

(
１

)
及

び
(
２

)
と

同
様

で
あ

る
こ

と
。

 

 

４
 

介
護

保
険

適
用

病
床

に
入

院
中

に
医

療
保

険
か

ら
の

給
付

を
受

け
た

場
合

の
取

扱
い

に
つ

い
て

 

(
１

)
 

介
護

保
険

適
用

病
床

に
お

い
て

、
緊

急
そ

の
他

の
場

合
に

お
い

て
療

養
の

給
付

を
受

け
た

場

合
に

お
い

て
、
当

該
医

療
保

険
に

お
け

る
請

求
に

つ
い

て
は

、
「

入
院

外
」
の

レ
セ

プ
ト

を
使

用
す

る
こ

と
。

 

(
２

)
 

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
医

療
保

険
に

お
け

る
患

者
の

一
部

負
担

の
取

扱
い

に
つ

い
て

も
通

常

の
外

来
に

要
す

る
費

用
負

担
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

 

５
 

医
療

保
険

の
診

療
項

目
と

介
護

保
険

の
特

定
診

療
費

、
特

別
療

養
費

及
び

特
別

診
療

費
の

算
定

に

お
け

る
留

意
事

項
 

(
１

)
 

同
一

施
設

内
の

医
療

保
険

適
用

病
床

か
ら

介
護

保
険

適
用

病
床

へ
転

床
し

た
場

合
、
当

該
転

床
し

た
月

に
お

い
て

は
、
特

定
診

療
費

と
し

て
定

め
ら

れ
た

初
期

入
院

診
療

管
理

は
算

定
で

き

な
い

も
の

で
あ

る
こ

と
。
た

だ
し

、
当

該
医

療
保

険
適

用
病

床
と

介
護

保
険

適
用

病
床

に
お

け

る
入

院
期

間
が

通
算

し
て

６
月

以
内

の
場

合
で

あ
っ

て
、
当

該
介

護
保

険
適

用
病

床
に

転
床

し

た
患

者
の

病
状

の
変

化
等

に
よ

り
、
診

療
方

針
に

重
要

な
変

更
が

あ
り

、
入

院
診

療
計

画
を

見

直
す

必
要

が
生

じ
た

場
合

に
お

い
て

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

 

(
２

)
 

同
一

施
設

内
の

医
療

保
険

適
用

病
床

か
ら

、
介

護
医

療
院

若
し

く
は

介
護

療
養

型
老

人
保

健

施
設

に
入

所
し

た
者

又
は

当
該

医
療

機
関

と
一

体
的

に
運

営
さ

れ
る

サ
テ

ラ
イ

ト
型

小
規

模

介
護

療
養

型
老

人
保

健
施

設
に

入
所

し
た

者
に

あ
っ

て
は

、
特

別
療

養
費

又
は

特
別

診
療

費
に

定
め

る
初

期
入

所
診

療
加

算
は

算
定

で
き

な
い

も
の

で
あ

る
こ

と
。
た

だ
し

、
当

該
施

設
の

入

所
期

間
及

び
当

該
施

設
入

所
前

の
医

療
保

険
適

用
病

床
に

お
け

る
入

所
期

間
が

通
算

し
て

６

月
以

内
の

場
合

で
あ

っ
て

、
当

該
入

所
し

た
者

の
病

状
の

変
化

等
に

よ
り

、
診

療
方

針
に

重
要

な
変

更
が

あ
り

、
診

療
計

画
を

見
直

す
必

要
が

生
じ

た
場

合
に

お
い

て
は

、
こ

の
限

り
で

な
い

。
 

(
３

)
 

医
療

保
険

適
用

病
床

か
ら

介
護

保
険

適
用

病
床

に
転

床
又

は
介

護
医

療
院

若
し

く
は

介
護

療
養

型
老

人
保

健
施

設
に

入
所

し
た

場
合

、
当

該
転

床
又

は
入

所
し

た
週

に
お

い
て

、
医

療
保

険
の

薬
剤

管
理

指
導

料
を

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

、
特

定
診

療
費

、
特

別
療

養
費

又
は

特
別

診
療

費
と

し
て

定
め

ら
れ

た
薬

剤
管

理
指

導
は

算
定

で
き

な
い

も
の

で
あ

る
こ

と
。
ま

た
、
介

護
保

険
適

用
病

床
か

ら
医

療
保

険
適

用
病

床
に

転
床

又
は

介
護

医
療

院
若

し
く

は
介

護
療

養

型
老

人
保

健
施

設
か

ら
医

療
保

険
適

用
病

床
に

入
院

し
た

場
合

に
つ

い
て

も
同

様
で

あ
る

こ

と
。

 

(
４

)
 

特
定

診
療

費
又

は
特

別
診

療
費

と
し

て
定

め
ら

れ
た

理
学

療
法

、
作

業
療

法
、
言

語
聴

覚
療

法
、
集

団
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

療
法

及
び

精
神

科
作

業
療

法
並

び
に

特
別

療
養

費
と

し
て

定

め
ら

れ
た

言
語

聴
覚

療
法

及
び

精
神

科
作

業
療

法
を

行
う

施
設

に
つ

い
て

は
、
医

療
保

険
の

疾

患
別

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
及

び
精

神
科

作
業

療
法

を
行

う
施

設
と

同
一

の
場

合
及

び
こ

れ

ら
と

共
用

す
る

場
合

も
認

め
ら

れ
る

も
の

と
す

る
こ

と
。
た

だ
し

、
共

用
す

る
場

合
に

あ
っ

て

は
、
施

設
基

準
及

び
人

員
配

置
基

準
等

に
つ

い
て

、
特

定
診

療
費

、
特

別
療

養
費

又
は

特
別

診

療
費

及
び

医
療

保
険

の
そ

れ
ぞ

れ
に

お
い

て
定

め
ら

れ
た

施
設

基
準

の
両

方
を

同
時

に
満

た

す
必

要
が

あ
る

こ
と

。
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６
 

介
護

療
養

型
医

療
施

設
に

入
院

中
の

患
者

の
医

療
保

険
に

お
け

る
他

保
険

医
療

機
関

へ
の

受
診

に
つ

い
て

 

(
１

)
 

介
護

療
養

型
医

療
施

設
に

入
院

中
の

患
者

が
、
当

該
入

院
の

原
因

と
な

っ
た

傷
病

以
外

の
傷

病
に

罹
患

し
、
当

該
介

護
療

養
型

医
療

施
設

以
外

で
の

診
療

の
必

要
が

生
じ

た
場

合
は

、
他

保

険
医

療
機

関
へ

転
医

又
は

対
診

を
求

め
る

こ
と

を
原

則
と

す
る

。
 

(
２

)
 

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
を

算
定

し
て

い
る

患
者

に
つ

い
て

、
当

該
介

護
療

養
施

設
サ

ー

ビ
ス

費
に

含
ま

れ
る

診
療

を
他

保
険

医
療

機
関

で
行

っ
た

場
合

に
は

、
当

該
他

保
険

医
療

機
関

は
当

該
費

用
を

算
定

で
き

な
い

。
 

(
３

)
 

(
２

)
に

か
か

わ
ら

ず
、
介

護
療

養
施

設
サ

ー
ビ

ス
費

を
算

定
す

る
患

者
に

対
し

眼
科

等
の

専

門
的

な
診

療
が

必
要

と
な

っ
た

場
合
（

当
該

介
護

療
養

型
医

療
施

設
に

当
該

診
療

に
係

る
診

療

科
が

な
い

場
合

に
限

る
。
）
で

あ
っ

て
、
当

該
患

者
に

対
し

当
該

診
療

が
行

わ
れ

た
場

合
（

当

該
診

療
に

係
る

専
門

的
な

診
療

科
を

標
榜

す
る

他
保

険
医

療
機

関
（

特
別

の
関

係
に

あ
る

も
の

を
除

く
。
）
に

お
い

て
、
次

に
掲

げ
る

診
療

行
為

を
含

む
診

療
行

為
が

行
わ

れ
た

場
合

に
限

る
。
）

は
、
当

該
患

者
に

つ
い

て
算

定
す

る
介

護
療

養
施

設
サ

ー
ビ

ス
費

に
含

ま
れ

る
診

療
が

当
該

他

保
険

医
療

機
関

に
お

い
て

行
わ

れ
た

診
療

に
含

ま
れ

る
場

合
に

限
り

、
当

該
他

保
険

医
療

機
関

に
お

い
て

、
当

該
診

療
に

係
る

費
用

を
算

定
で

き
る

。
た

だ
し

、
短

期
滞

在
手

術
等

基
本

料
３

、

医
学

管
理

等
、
在

宅
医

療
、
投

薬
、
注

射
及

び
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

に
係

る
費

用
（

当
該

専

門
的

な
診

療
科

に
特

有
の

薬
剤

を
用

い
た

投
薬

又
は

注
射

に
係

る
費

用
を

除
く

。
）
は

算
定

で

き
な

い
。

 

ア
 

初
・

再
診

料
 

イ
 

短
期

滞
在

手
術

等
基

本
料

１
 

ウ
 

検
査

 

エ
 

画
像

診
断

 

オ
 

精
神

科
専

門
療

法
 

カ
 

処
置

 

キ
 

手
術

 

ク
 

麻
酔

 

ケ
 

放
射

線
治

療
 

コ
 

病
理

診
断

 

(
４

)
 

他
保

険
医

療
機

関
は

、
(
３

)
の

ア
か

ら
コ

ま
で

に
掲

げ
る

診
療

行
為

を
行

っ
た

場
合

に
は

、

当
該

患
者

の
入

院
し

て
い

る
介

護
療

養
型

医
療

施
設

か
ら

提
供

さ
れ

る
当

該
患

者
に

係
る

診

療
情

報
に

係
る

文
書

を
診

療
録

に
添

付
す

る
と

と
も

に
、
診

療
報

酬
明

細
書

の
摘

要
欄

に
、「

入

院
介

護
療

養
型

医
療

施
設

名
」
、
「

受
診

し
た

理
由

」
、
「

診
療

科
」
及

び
「

他
介

(
受

診
日

数
：

○
日

)
」

と
記

載
す

る
こ

と
。

 

 第
３

 
介

護
調

整
告

示
に

つ
い

て
 

要
介

護
被

保
険

者
等

で
あ

る
患

者
（

介
護

医
療

院
に

入
所

中
の

患
者

を
除

く
。
）
に

対
し

算
定

で
き

る
診

療
報

酬
点

数
表

に
掲

げ
る

療
養

に
つ

い
て

は
、
介

護
調

整
告

示
に

よ
る

も
の

と
し

、
別

紙
１

を
参

照
の

こ
と

。
 

な
お

、
要

介
護

被
保

険
者

等
で

あ
っ

て
、
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
の

入
所

者
で

あ
る

も
の

に
対

す

る
診

療
報

酬
の

取
扱

い
に

つ
い

て
は

、
「

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

に
お

け
る

療
養

の
給

付
の

取
扱

い

に
つ

い
て

」
（

平
成

1
8
年

３
月

3
1
日

保
医

発
第

0
3
3
1
0
0
2
号

）
も

併
せ

て
参

照
す

る
こ

と
。

 

 第
４

 
介

護
医

療
院

に
入

所
中

の
患

者
の

医
療

保
険

に
お

け
る

保
険

医
療

機
関

へ
の

受
診

等
に

つ
い

て
 

１
 

介
護

医
療

院
に

入
所

中
の

患
者

に
対

す
る

診
療

の
基

本
的

な
考

え
方

は
、

第
２

の
６

の
(
１

)
、

(
２

)
及

び
(
４

)
の

例
に

よ
る

こ
と

。
 

 ２
 

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

を
算

定
す

る
患

者
に

対
し

専
門

的
な

診
療

が
必

要
と

な
っ

た
場

合
に

は
、
保

険
医

療
機

関
に

お
い

て
当

該
診

療
に

係
る

費
用

を
算

定
で

き
る

。
算

定
で

き
る

費
用

に
つ

い

て
は

介
護

調
整

告
示

に
よ

る
も

の
と

し
、

別
紙

２
を

参
照

の
こ

と
。

 

 ３
 

医
療

療
養

病
床

及
び

介
護

療
養

病
床

が
混

在
す

る
病

棟
の

一
部

を
介

護
医

療
院

に
転

換
し

た
場

合
、

夜
間

勤
務

等
の

体
制

に
つ

い
て

は
、

第
２

の
２

の
（

３
）

の
例

に
よ

る
こ

と
。

 

 

第
５

 
医

療
保

険
に

お
け

る
在

宅
医

療
と

介
護

保
険

に
お

け
る

指
定

居
宅

サ
ー

ビ
ス

等
に

関
す

る
留

意

事
項

 

１
 

同
一

日
算

定
に

つ
い

て
 

診
療

報
酬

点
数

表
の

別
表

第
一

第
２

章
第

２
部
（

在
宅

医
療

）
に

掲
げ

る
療

養
に

係
る

同
一

日
算

定
に

関
す

る
考

え
方

に
つ

い
て

は
、
介

護
保

険
の

指
定

居
宅

サ
ー

ビ
ス

は
対

象
と

す
る

も
の

で
は

な

い
こ

と
。

 

 

２
 

月
の

途
中

で
要

介
護

被
保

険
者

等
と

な
る

場
合

等
の

留
意

事
項

に
つ

い
て

 

要
介

護
被

保
険

者
等

と
な

っ
た

日
か

ら
、
同

一
の

傷
害

又
は

疾
病

等
に

つ
い

て
の

給
付

が
医

療
保

険
か

ら
介

護
保

険
へ

変
更

さ
れ

る
こ

と
と

な
る

が
、
こ

の
場

合
に

お
い

て
、
１

月
あ

た
り

の
算

定
回

数
に

制
限

が
あ

る
場

合
（

医
療

保
険

に
お

け
る

訪
問

歯
科

衛
生

指
導

と
介

護
保

険
に

お
け

る
歯

科
衛

生
士

が
行

う
居

宅
療

養
管

理
指

導
の

場
合

の
月

４
回

な
ど

）
に

つ
い

て
は

、
同

一
保

険
医

療
機

関
に

お
い

て
、
両

方
の

保
険

か
ら

の
給

付
を

合
算

し
た

回
数

で
制

限
回

数
を

考
慮

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。
 

 

３
 

訪
問

診
療

に
関

す
る

留
意

事
項

に
つ

い
て

 

(
１

)
 

指
定

特
定

施
設
（

指
定

居
宅

サ
ー

ビ
ス

等
の

事
業

の
人

員
、
設

備
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準

（
平

成
1
1
年

厚
生

省
令

第
3
7
号

）
第

1
7
4
条

第
１

項
）
、
指

定
地

域
密

着
型

特
定

施
設
（

指
定

地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

の
事

業
の

人
員

、
設

備
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準
（

平
成

1
8
年

厚
生

労
働

省
令

第
3
4
号

）
第

1
0
9
条

第
１

項
）

又
は

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

（
指

定
介

護
予

防
サ

ー
ビ

ス
等

の
事

業
の

人
員

、
設

備
及

び
運

営
並

び
に

指
定

介
護

予
防

サ
ー

ビ
ス

等
に

係
る

介
護

予
防

の
た

め
の

効
果

的
な

支
援

の
方

法
に

関
す

る
基

準
（

平
成

1
8
年

厚
生

労
働

省
令

第
3
5
号

）
第

2
3
0

条
第

１
項

）
の

い
ず

れ
か

に
入

居
す

る
患

者
（

指
定

居
宅

サ
ー

ビ
ス

等
の

事
業

の
人

員
、
設

備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

第
1
9
2
条

の
２

に
規

定
す

る
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
及

び
指

定
介

護
予

防
サ

ー
ビ

ス
等

の
事

業
の

人
員

、
設

備
及

び
運

営
並

び
に

指
定

介
護

予
防

サ
ー

ビ
ス

等
に

係
る

介
護

予
防

の
た

め
の

効
果

的
な

支
援

の
方

法
に

関
す

る

-62-



基
準

第
2
5
3
条

に
規

定
す

る
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者
を

除
く

。
）
に

つ
い

て
は

在
宅

が
ん

医
療

総
合

診
療

料
は

算
定

で
き

な

い
。

 

(
２

)
 

要
介

護
被

保
険

者
等

に
つ

い
て

は
、

在
宅

患
者

連
携

指
導

料
は

算
定

で
き

な
い

。
 

(
３

)
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
入

居
者

に
対

し
て

は
、
「

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

に
お

け
る

療
養

の
給

付
の

取
扱

い
に

つ
い

て
」

（
平

成
1
8
年

３
月

3
1
日

保
医

発
第

0
3
3
1
0
0
2
号

）
に

定
め

る
場

合
を

除
き

、
在

宅
患

者
訪

問
診

療
料

を
算

定
で

き
な

い
。

 

 

４
 

在
宅

患
者

訪
問

看
護
・
指

導
料

及
び

同
一

建
物

居
住

者
訪

問
看

護
・
指

導
料

に
関

す
る

留
意

事
項

に
つ

い
て

 

介
護

保
険

に
お

け
る

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算
を

算
定

し
た

場
合

は
、
在

宅
患

者
訪

問
看

護
・
指

導

料
の

在
宅

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算
及

び
同

一
建

物
居

住
者

訪
問

看
護
・
指

導
料

の
同

一
建

物
居

住
者

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算
、
介

護
保

険
に

お
け

る
看

護
・
介

護
職

員
連

携
強

化
加

算
を

算
定

し
て

い
る

月
に

あ
っ

て
は

、
在

宅
患

者
訪

問
看

護
・
指

導
料

及
び

同
一

建
物

居
住

者
訪

問
看

護
・
指

導
料

の
看

護
・

介
護

職
員

連
携

強
化

加
算

を
算

定
で

き
な

い
。

 

 

５
 

在
宅

患
者

緊
急

時
等

共
同

指
導

料
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
 

介
護

保
険

に
お

け
る

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

を
算

定
し

た
日

は
調

剤
に

係
る

在
宅

患
者

緊
急

時
等

共
同

指
導

料
を

算
定

で
き

な
い

。
 

 

６
 

在
宅

患
者

訪
問

点
滴

注
射

管
理

指
導

料
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
 

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
事

業
所

、
複

合
型

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
に

お
い

て
通

所
サ

ー
ビ

ス
中

に

実
施

さ
れ

る
点

滴
注

射
に

は
算

定
で

き
な

い
。

 

 

７
 

精
神

科
訪

問
看

護
・

指
導

料
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
 

精
神

疾
患

を
有

す
る

患
者

に
つ

い
て

、
精

神
科

訪
問

看
護

指
示

書
が

交
付

さ
れ

た
場

合
は

、
要

介

護
被

保
険

者
等

の
患

者
で

あ
っ

て
も

算
定

で
き

る
。
た

だ
し

、
認

知
症

が
主

傷
病

で
あ

る
患

者
（

精

神
科

在
宅

患
者

支
援

管
理

料
を

算
定

す
る

者
を

除
く

。
）

に
つ

い
て

は
算

定
で

き
な

い
。

 

 ８
 

訪
問

看
護

等
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
 

(
１

)
 

訪
問

看
護

療
養

費
は

、
要

介
護

被
保

険
者

等
で

あ
る

患
者

に
つ

い
て

は
、
原

則
と

し
て

算
定

で
き

な
い

が
、
特

別
訪

問
看

護
指

示
書

に
係

る
指

定
訪

問
看

護
を

行
う

場
合

、
訪

問
看

護
療

養

費
に

係
る

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

の
基

準
等

（
平

成
1
8
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

1
0
3
号

。
以

下
「

基
準

告
示

」
と

い
う

。
）
第

２
の

１
の
（

１
）
に

規
定

す
る

疾
病

等
の

利
用

者
に

対
す

る

指
定

訪
問

看
護

を
行

う
場

合
（

退
院

支
援

指
導

加
算

に
つ

い
て

は
、
退

院
後

行
う

初
回

の
訪

問

看
護

が
特

別
訪

問
看

護
指

示
書

に
係

る
指

定
訪

問
看

護
で

あ
る

場
合

又
は

基
準

告
示

第
２

の

１
の
（

１
）
に

規
定

す
る

疾
病

等
の

利
用

者
に

対
す

る
指

定
訪

問
看

護
で

あ
る

場
合

、
訪

問
看

護
情

報
提

供
療

養
費

１
に

つ
い

て
は

、
同

一
月

に
介

護
保

険
に

よ
る

訪
問

看
護

を
受

け
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）
、
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
が

算
定

さ
れ

る
指

定
訪

問
看

護
を

行
う

場
合
（

認
知

症
で

な
い

患
者

に
指

定
訪

問
看

護
を

行
う

場
合

に
限

る
。
）
及

び
入

院
中
（

外
泊

日
を

含
む

。
）

に
退

院
に

向
け

た
指

定
訪

問
看

護
を

行
う

場
合

に
は

、
算

定
で

き
る

。
 

た
だ

し
、
そ

の
場

合
で

あ
っ

て
も

、
介

護
保

険
の

訪
問

看
護

等
に

お
い

て
緊

急
時

訪
問

看
護

加
算

又
は

緊
急

時
介

護
予

防
訪

問
看

護
加

算
を

算
定

し
て

い
る

月
に

あ
っ

て
は

2
4
時

間
対

応

体
制

加
算

、
介

護
保

険
に

お
け

る
特

別
管

理
加

算
を

算
定

し
て

い
る

月
に

あ
っ

て
は

医
療

保
険

の
特

別
管

理
加

算
、
介

護
保

険
に

お
け

る
看

護
・
介

護
職

員
連

携
強

化
加

算
を

算
定

し
て

い
る

月
に

あ
っ

て
は

医
療

保
険

の
看

護
・
介

護
職

員
連

携
強

化
加

算
は

算
定

で
き

な
い

。
ま

た
、
介

護
保

険
の

訪
問

看
護

等
に

お
い

て
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

加
算

を
算

定
し

た
場

合
は

、
訪

問
看

護
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

療
養

費
（

遠
隔

死
亡

診
断

補
助

加
算

を
含

む
。

）
は

算
定

で
き

な
い

。
 

(
２

)
 

要
介

護
被

保
険

者
等

に
つ

い
て

は
、

在
宅

患
者

連
携

指
導

加
算

は
算

定
で

き
な

い
。

 

 

９
 

訪
問

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
 

在
宅

患
者

訪
問

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
指

導
管

理
料

は
、
要

介
護

被
保

険
者

等
で

あ
る

患
者

に
つ

い
て

は
、
原

則
と

し
て

算
定

で
き

な
い

が
、
急

性
増

悪
等

に
よ

り
一

時
的

に
頻

回
の

訪
問

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

指
導

管
理

を
行

う
必

要
が

あ
る

場
合

に
は

、
６

月
に

１
回

、
1
4
日

間
に

限
り

算
定

で

き
る

。
 

 

1
0
 

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
 

要
介

護
被

保
険

者
等

で
あ

る
患

者
に

対
し

て
行

う
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

は
、
同

一
の

疾
患

等
に

つ
い

て
、
医

療
保

険
に

お
け

る
心

大
血

管
疾

患
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

料
、
脳

血
管

疾
患

等
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

料
、
廃

用
症

候
群

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
料

、
運

動
器

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
料

又

は
呼

吸
器

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
料
（

以
下
「

医
療

保
険

に
お

け
る

疾
患

別
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

料
」
と

い
う

。
）
を

算
定

す
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
（

以
下
「

医
療

保
険

に
お

け
る

疾
患

別
リ

ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
」
と

い
う

。
）
を

行
っ

た
後

、
介

護
保

険
に

お
け

る
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

若
し

く
は

通
所

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
又

は
介

護
予

防
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

若
し

く
は

介

護
予

防
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン
（

以
下
「

介
護

保
険

に
お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
」
と

い

う
。
）
の

利
用

開
始

日
を

含
む

月
の

翌
月

以
降

は
、
当

該
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

に
係

る
疾

患
等

に

つ
い

て
、
手

術
、
急

性
増

悪
等

に
よ

り
医

療
保

険
に

お
け

る
疾

患
別

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
料

を
算

定
す

る
患

者
に

該
当

す
る

こ
と

と
な

っ
た

場
合

を
除

き
、
医

療
保

険
に

お
け

る
疾

患
別

リ
ハ

ビ
リ

テ

ー
シ

ョ
ン

料
は

算
定

で
き

な
い

。
 

た
だ

し
、
医

療
保

険
に

お
け

る
疾

患
別

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

実
施

す
る

施
設

と
は

別
の

施
設

で
介

護
保

険
に

お
け

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

を
提

供
す

る
こ

と
に

な
っ

た
場

合
に

は
、
一

定
期

間
、

医
療

保
険

に
お

け
る

疾
患

別
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

と
介

護
保

険
の

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

併

用
し

て
行

う
こ

と
で

円
滑

な
移

行
が

期
待

で
き

る
こ

と
か

ら
、
介

護
保

険
に

お
け

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー

シ
ョ

ン
の

利
用

開
始

日
を

含
む

月
の

翌
々

月
ま

で
、
併

用
が

可
能

で
あ

る
こ

と
。
併

用
す

る
場

合
に

は
、
診

療
録

及
び

診
療

報
酬

明
細

書
に
「

介
護

保
険

に
お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

利
用

開
始

日
」
を

記
載

す
る

こ
と

に
よ

り
、
同

一
の

疾
患

等
に

つ
い

て
介

護
保

険
に

お
け

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

っ
た

日
以

外
の

日
に

医
療

保
険

に
お

け
る

疾
患

別
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

料
を

算
定

す

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。
た

だ
し

、
当

該
利

用
開

始
日

の
翌

月
及

び
翌

々
月

に
算

定
で

き
る

疾
患

別

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
料

は
１

月
７

単
位

ま
で

と
す

る
。

 

な
お

、
目

標
設

定
等

支
援
・
管

理
料

を
算

定
し

て
か

ら
３

月
以

内
に

、
当

該
支

援
に

よ
っ

て
紹

介
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さ
れ

た
事

業
所

に
お

い
て

介
護

保
険

に
お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

体
験

す
る

目
的

で
、
同

一

の
疾

患
等

に
つ

い
て

医
療

保
険

に
お

け
る

疾
患

別
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

っ
た

日
以

外
に

１

月
に

５
日

を
超

え
な

い
範

囲
で

介
護

保
険

に
お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

行
っ

た
場

合
は

、
診

療
録

及
び

診
療

報
酬

明
細

書
に
「

介
護

保
険

に
お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

利
用

開
始

日
」
を

記
載

す
る

必
要

は
な

く
、
医

療
保

険
に

お
け

る
疾

患
別

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
か

ら
介

護
保

険
に

お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
へ

移
行

し
た

も
の

と
は

み
な

さ
な

い
。

 

 

1
1
 

重
度

認
知

症
患

者
デ

イ
・

ケ
ア

料
等

に
関

す
る

留
意

事
項

に
つ

い
て

 

(
１

)
 

医
療

保
険

に
お

け
る

重
度

認
知

症
患

者
デ

イ
・
ケ

ア
料

、
精

神
科

シ
ョ

ー
ト
・
ケ

ア
、
精

神

科
デ

イ
・
ケ

ア
、
精

神
科

ナ
イ

ト
・
ケ

ア
又

は
精

神
科

デ
イ
・
ナ

イ
ト
・
ケ

ア
（

以
下
「

重
度

認
知

症
患

者
デ

イ
・
ケ

ア
料

等
」
と

い
う

。
）
を

算
定

し
て

い
る

患
者

に
対

し
て

は
、
当

該
重

度
認

知
症

患
者

デ
イ
・
ケ

ア
料

等
を

、
同

一
の

環
境

に
お

い
て

反
復

継
続

し
て

行
う

こ
と

が
望

ま
し

い
た

め
、
患

者
が

要
介

護
被

保
険

者
等

で
あ

る
場

合
で

あ
っ

て
も

、
重

度
認

知
症

患
者

デ

イ
・
ケ

ア
料

等
を

行
っ

て
い

る
期

間
内

に
お

い
て

は
、
介

護
保

険
に

お
け

る
認

知
症

対
応

型
通

所
介

護
費

及
び

通
所

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
費

を
算

定
で

き
な

い
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

た
だ

し
、
要

介
護

被
保

険
者

等
で

あ
る

患
者

で
あ

っ
て

、
特

定
施

設
（

指
定

特
定

施
設

、
指

定
地

域
密

着
型

特
定

施
設

又
は

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

に
限

る
。
）
の

入
居

者
及

び
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

の

受
給

者
の

入
居

施
設

）
の

入
居

者
以

外
の

も
の

に
対

し
て

行
う

重
度

認
知

症
患

者
デ

イ
・
ケ

ア

等
に

つ
い

て
は

、
介

護
保

険
に

お
け

る
指

定
認

知
症

対
応

型
通

所
介

護
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

っ
た

日
以

外
の

日
に

限
り

、
医

療
保

険
に

お
け

る
重

度
認

知
症

患
者

デ
イ
・
ケ

ア
料

等
を

算
定

で
き

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

(
２

)
 

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生

活
介

護
の

受
給

者
の

入
居

施
設

）
の

入
居

者
に

つ
い

て
は

、
医

療
保

険
の

重
度

認
知

症
患

者
デ

イ
・
ケ

ア
料

は
算

定
で

き
な

い
も

の
で

あ
る

こ
と

。
た

だ
し

、
認

知
症

で
あ

る
老

人
で

あ
っ

て

日
常

生
活

自
立

度
判

定
基

準
が

ラ
ン

ク
Ｍ

に
該

当
す

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
こ

の
限

り
で

な
い

こ
と

。
 

 

1
2
 

人
工

腎
臓

等
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
 

介
護

老
人

保
健

施
設

の
入

所
者

に
つ

い
て

、
人

工
腎

臓
の
「

１
」
か

ら
「

３
」
ま

で
の

い
ず

れ
か

を
算

定
す

る
場

合
（
「

注
1
3
」
の

加
算

を
算

定
す

る
場

合
を

含
む

。
）
の

取
扱

い
は

、
介

護
老

人
保

健
施

設
の

入
所

者
以

外
の

者
の

場
合

と
同

様
で

あ
り

、
透

析
液

（
灌

流
液

）
、

血
液

凝
固

阻
止

剤
、

生
理

食
塩

水
、
エ

リ
ス

ロ
ポ

エ
チ

ン
、
ダ

ル
ベ

ポ
エ

チ
ン

、
エ

ポ
エ

チ
ン

ベ
ー

タ
ペ

ゴ
ル

及
び

Ｈ
Ｉ

Ｆ
－

Ｐ
Ｈ

阻
害

剤
の

費
用

は
人

工
腎

臓
の

所
定

点
数

に
含

ま
れ

て
お

り
、
別

に
算

定
で

き
な

い
。
な

お
、
生

理
食

塩
水

に
は

、
回

路
の

洗
浄
・
充

填
、
血

圧
低

下
時

の
補

液
、
回

収
に

使
用

さ
れ

る
も

の

等
が

含
ま

れ
、
同

様
の

目
的

で
使

用
さ

れ
る

電
解

質
補

液
、
ブ

ド
ウ

糖
液

等
に

つ
い

て
も

別
に

算
定

で
き

な
い

。
ま

た
、
Ｈ

Ｉ
Ｆ

－
Ｐ

Ｈ
阻

害
剤

は
、
原

則
と

し
て

人
工

腎
臓

を
算

定
す

る
保

険
医

療
機

関
に

お
い

て
院

内
処

方
す

る
こ

と
。
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

(
別
紙
１
)

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

―
×

○
×

○
×

○
（

入
院

に
係

る
も

の
を

除
く

。
）

○
（

配
置

医
師

が
行

う
場

合
を

除
く

。
）

○
×

○
（

Ａ
４

０
０

の
１

短
期

滞
在

手
術

等
基

本
料

１
に

限
る

。
）

○
（

Ａ
２

２
７

精
神

科
措

置
入

院
診

療
加

算
及

び
Ａ

２
２

７
－

２
精

神
科

措
置

入
院

退
院

支
援

加
算

に
限

る
。

）

○
（

Ａ
４

０
０

の
１

短
期

滞
在

手
術

等
基

本
料

１
に

限
る

。
）

×
―

―

○
―

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

―
―

×
○

（
配

置
医

師
が

行
う

場
合

を
除

く
。

）

―
―

×
○

（
配

置
医

師
が

行
う

場
合

を
除

く
。

）

―
―

×
○

○
―

○
―

○
―

○
―

―
○

―
○

（
配

置
医

師
が

行
う

場
合

を
除

く
。

）

○
（

療
養

病
棟

に
入

院
中

の
者

に
限

る
。

）

×
○

○

○
（

療
養

病
棟

に
入

院
中

の
者

に
限

る
。

）

○

○
○

―
―

×
○

―
―

×
○

○
―

―
○

（
配

置
医

師
が

行
う

場
合

を
除

く
。

）

○
―

特

医 学

Ｂ
０

０
７

－
２

　
退

院
後

訪
問

指
導

料
○

×
×

×

Ｂ
０

０
８

　
薬

剤
管

理
指

導
料

―
×

×
×

Ｂ
０

０
７

　
退

院
前

訪
問

指
導

料
―

×
×

×

Ｂ
０

０
５

－
７

－
２

　
認

知
症

療
養

指
導

料
○

×
×

×

Ｂ
０

０
５

－
８

　
肝

炎
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
ロ

ン
治

療
計

画
料

○
×

×
×

Ｂ
０

０
５

－
1
3
　

こ
こ

ろ
の

連
携

指
導

料
（

Ⅱ
）

○
×

×

Ｂ
０

０
５

－
1
2
　

こ
こ

ろ
の

連
携

指
導

料
（

Ⅰ
）

○
×

×

Ｂ
０

０
５

－
６

　
が

ん
治

療
連

携
計

画
策

定
料

○
×

×
×

Ｂ
０

０
５

－
７

　
認

知
症

専
門

診
断

管
理

料
○

×
×

Ｂ
０

０
５

－
６

－
２

　
が

ん
治

療
連

携
指

導
料

○
×

×
×

Ｂ
０

０
５

－
６

－
４

　
外

来
が

ん
患

者
在

宅
連

携
指

導
料

○
×

×
×

×
×

×

Ｂ
０

０
１

－
２

－
１

２
　

外
来

腫
瘍

化
学

療
法

診
療

料
○

×
○

Ｂ
０

０
５

－
１

－
２

　
介

護
支

援
等

連
携

指
導

料
―

×
×

××

Ｂ
０

０
１

の
2
7
　

糖
尿

病
透

析
予

防
指

導
管

理
料

○
×

×

Ｂ
０

０
１

－
２

－
５

　
院

内
ト

リ
ア

ー
ジ

実
施

料
○

×
×

Ｂ
０

０
１

の
2
6
　

植
込

型
輸

液
ポ

ン
プ

持
続

注
入

療
法

指
導

管
理

料
○

×

Ｂ
０

０
１

の
3
2
　

一
般

不
妊

治
療

管
理

料

Ｂ
０

０
１

の
3
3
　

生
殖

補
助

医
療

管
理

料

○ ○

× ×

× ×

Ｂ
０

０
１

の
3
4
　

ハ
　

二
次

性
骨

折
予

防
継

続
管

理
料

３
○

×
××

Ｂ
０

０
１

の
2
4
　

外
来

緩
和

ケ
ア

管
理

料
○

×
×

Ｂ
０

０
１

の
2
5
　

移
植

後
患

者
指

導
管

理
料

○
×

×

Ｂ
０

０
１

の
1
0
　

入
院

栄
養

食
事

指
導

料
―

×
×

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

基 本

初
・

再
診

料
○

入
院

料
等

×

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

○
×

×

Ｂ
０

０
１

－
２

－
７

　
外

来
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

診
療

料
○

×
×

Ｂ
０

０
１

－
２

－
６

　
夜

間
休

日
救

急
搬

送
医

学
管

理
料

Ｂ
０

０
５

　
退

院
時

共
同

指
導

料
２

―
×

×
×

Ｂ
０

０
１

－
２

－
８

　
外

来
放

射
線

照
射

診
療

料
○

×
×

Ｂ
０

０
４

　
退

院
時

共
同

指
導

料
１

―

-65-



「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

―
○

（
配

置
医

師
が

行
う

場
合

を
除

く
。

）

注
１

○
○

注
２

○

○
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

場
合

に
限

る
。

）

×
―

注
３

―
○

注
４

○
×

○
―

注
５

及
び

注
６

○
○

×
○

注
８

加
算

及
び

注
９

加
算

○
○

注
1
0
加

算
（

認
知

症
専

門
医

療
機

関
紹

介
加

算
）

○
○

×
○

注
1
1
加

算
（

認
知

症
専

門
医

療
機

関
連

携
加

算
）

注
1
2
加

算
（

精
神

科
医

連
携

加
算

）
注

1
3
加

算
（

肝
炎

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ロ
ン

治
療

連
携

加
算

）
―

○

注
1
4
加

算
（

歯
科

医
療

機
関

連
携

加
算

１
）

注
1
5
加

算
（

歯
科

医
療

機
関

連
携

加
算

２
）

○
○

注
1
6
加

算
（

地
域

連
携

診
療

計
画

加
算

）
―

―

注
1
7
加

算
（

療
養

情
報

提
供

加
算

）
―

○

注
1
8
加

算
（

検
査

･
画

像
情

報
提

供
加

算
）

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
×

○
×

○
○

○
―

○
―

○
○

×
○

※
１

―
×

○
○

（
配

置
医

師
が

行
う

場
合

を
除

く
。

）

○
○

※
1
0

―

ア
：

○
　

※
８

（
死

亡
日

か
ら

さ
か

の
ぼ

っ
て

3
0
日

以
内

の
患

者
及

び
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
た

だ
し

、
看

取
り

介
護

加
算

(
Ⅱ

)
を

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

看
取

り
加

算
は

算
定

で
き

な
い

。
）

イ
：

○
　

※
1
0

Ｂ
０

１
５

　
精

神
科

退
院

時
共

同
指

導
料

―
×

×
×

上
記

以
外

○
×

×

Ｃ
０

０
０

　
往

診
料

○
×

×

特 掲
管 理 等

Ｃ
０

０
１

　
在

宅
患

者
訪

問
診

療
料

(
Ⅰ

)
（

同
一

建
物

に
お

い
て

同
一

日
に

２
件

以
上

医
療

保
険

か
ら

給
付

さ
れ

る
訪

問
診

療
を

行
う

か
否

か
に

よ
り

該
当

す
る

区
分

を
算

定
）

○
×

×
×

Ｂ
０

１
０

－
２

　
診

療
情

報
連

携
共

有
料

○
○

○
×

Ｂ
０

１
４

　
退

院
時

薬
剤

情
報

管
理

指
導

料
―

×
×

×

Ｂ
０

１
１

　
連

携
強

化
診

療
情

報
提

供
料

○
×

×
×

Ｂ
０

１
１

－
５

　
が

ん
ゲ

ノ
ム

プ
ロ

フ
ァ

イ
リ

ン
グ

評
価

提
供

料
○

×

Ｂ
０

０
９

－
２

　
電

子
的

診
療

情
報

評
価

料
○

×
×

×

Ｂ
０

１
０

　
診

療
情

報
提

供
料

(
Ⅱ

)
○

×
×

×

○
×

×

○
×

×
×

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

（
医

師
が

行
う

場
合

に
限

る
。

）
が

算
定

さ
れ

て
い

る
場

合
を

除
く

。
）

×

○
×

×
×

○
×

×
×

×
×

○
×

×
×

○
×

×

○
×

×
×

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

（
医

師
が

行
う

場
合

に
限

る
。

）
が

算
定

さ
れ

て
い

る
場

合
を

除
く

。
）

×
×

×

○
×

×

○
×

×
×

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

）
×

×

Ｂ
０

０
８

－
２

　
薬

剤
総

合
評

価
調

整
管

理
料

○
×

×
×

Ｂ
０

０
９

　
診

療
情

報
提

供
料

(
Ⅰ

)
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

○
○

※
1
0

―

ア
：

○
　

※
８

（
死

亡
日

か
ら

さ
か

の
ぼ

っ
て

3
0
日

以
内

の
患

者
及

び
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
た

だ
し

、
看

取
り

介
護

加
算

(
Ⅱ

)
を

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

看
取

り
加

算
は

算
定

で
き

な
い

。
）

イ
：

○
　

※
1
0

○
（

養
護

老
人

ホ
ー

ム
、

軽
費

老
人

ホ
ー

ム
A
型

、
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

、
有

料
老

人
ホ

ー
ム

及
び

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
の

入
所

者
を

除
く

。
）

○
※

1
0

―
―

○
（

定
員

1
1
0
名

以
下

の
養

護
老

人
ホ

ー
ム

、
軽

費
老

人
ホ

ー
ム

A
型

、
有

料
老

人
ホ

ー
ム

及
び

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
の

入
所

者
並

び
に

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

入
所

者
（

末
期

の
悪

性
腫

瘍
の

も
の

に
限

る
。

）
に

限
る

。
）

―
―

ア
：

○
　

※
８

（
死

亡
日

か
ら

さ
か

の
ぼ

っ
て

3
0
日

以
内

の
患

者
及

び
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

イ
：

○
　

※
1
0

○
○

※
1
0

○
×

○
―

―

―
○

○
※

２
○

※
２

及
び

※
1
1

―
ア

：
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

イ
：

○
　

※
1
2

在
宅

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算
及

び
同

一
建

物
居

住
者

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算

○
※

２
（

同
一

月
に

お
い

て
、

介
護

保
険

の
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

加
算

を
算

定
し

て
い

な
い

場
合

に
限

る
。

）

○
※

２
及

び
※

1
1

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
の

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

―

ア
：

○
（

末
期

の
悪

性
腫

瘍
の

患
者

に
限

る
。

た
だ

し
、

看
取

り
介

護
加

算
を

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

、
在

宅
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

加
算

の
ロ

又
は

同
一

建
物

居
住

者
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

加
算

の
ロ

を
算

定
す

る
。

）
イ

：
○

　
※

1
2

在
宅

移
行

管
理

加
算

○
※

２
（

同
一

月
に

お
い

て
、

介
護

保
険

の
特

別
管

理
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

○
※

２
及

び
※

1
1

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
の

特
別

管
理

加
算

を
算

定
し

て
い

な
い

場
合

に
限

る
。

）

―
ア

：
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

イ
：

○
　

※
1
2

看
護

・
介

護
職

員
連

携
強

化
加

算
○

―
―

そ
の

他
の

加
算

○
※

２
○

※
２

及
び

※
1
1

―
ア

：
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

イ
：

○
　

※
1
2

○
○

※
２

―
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

○
※

２
×

×
×

Ｃ
０

０
５

－
２

　
在

宅
患

者
訪

問
点

滴
注

射
管

理
指

導
料

○
※

２
×

×
×

×
×

×
×

Ｃ
０

０
５

　
在

宅
患

者
訪

問
看

護
・

指
導

料
Ｃ

０
０

５
－

１
－

２
　

同
一

建
物

居
住

者
訪

問
看

護
・

指
導

料 （
同

一
建

物
に

お
い

て
同

一
日

に
２

件
以

上
医

療
保

険
か

ら
給

付
さ

れ
る

訪
問

指
導

を
行

う
か

否
か

に
よ

り
該

当
す

る
区

分
を

算
定

）

○
※

２
×

×
×

○
※

２
（

た
だ

し
、

看
取

り
介

護
加

算
を

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

、
在

宅
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

加
算

の
ロ

又
は

同
一

建
物

居
住

者
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

加
算

の
ロ

を
算

定
す

る
。

）

×
×

×

Ｃ
０

０
４

　
救

急
搬

送
診

療
料

○
×

×
×

○
※

２
（

同
一

月
に

お
い

て
、

介
護

保
険

の
特

別
管

理
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

×
×

×

×
×

×

Ｃ
０

０
２

－
２

　
施

設
入

居
時

等
医

学
総

合
管

理
料

○
×

×
×

Ｃ
０

０
３

　
在

宅
が

ん
医

療
総

合
診

療
料

×
×

×

特 掲

在 宅 医 療

Ｃ
０

０
１

－
２

　
在

宅
患

者
訪

問
診

療
料

(
Ⅱ

)
○

×
×

×

Ｃ
０

０
２

　
在

宅
時

医
学

総
合

管
理

料
―
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

―
―

―
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

―
―

―
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

―
―

―
―

―
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

―
○

（
配

置
医

師
が

行
う

場
合

を
除

く
。

）

○
×

―
―

―
―

○
―

―

―
○

※
１

―
○

○
×

○
×

○
○

○

○
（

単
純

撮
影

に
係

る
も

の
を

除
く

。
）

○
×

○
○

○

○
（

第
３

節
に

限
る

。
）

※
３

○
（

専
門

的
な

診
療

に
特

有
の

薬
剤

に
係

る
も

の
に

限
る

。
）

○
（

第
３

節
に

限
る

。
）

※
３

○
（

専
門

的
な

診
療

に
特

有
の

薬
剤

に
係

る
も

の
に

限
る

。
）

○

○

○
（

第
２

節
に

限
る

。
）

※
４

○
（

専
門

的
な

診
療

に
特

有
の

薬
剤

に
係

る
も

の
に

限
る

。
）

○
（

第
２

節
に

限
る

。
）

※
４

○
（

専
門

的
な

診
療

に
特

有
の

薬
剤

に
係

る
も

の
に

限
る

。
）

○

○

○
（

Ｈ
０

０
５

視
能

訓
練

及
び

Ｈ
０

０
６

難
病

患
者

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
料

に
限

る
。

）

×

○
（

同
一

の
疾

患
等

に
つ

い
て

、
介

護
保

険
に

お
け

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
利

用
開

始
月

の
翌

月
以

降
は

算
定

不
可

（
た

だ
し

、
別

の
施

設
で

介
護

保
険

に
お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

行
う

場
合

に
は

、
利

用
開

始
月

の
３

月
目

以
降

は
算

定
不

可
）

）

―
×

○
○

※
１

―
×

―

○
（

た
だ

し
、

往
診

時
に

行
う

場
合

に
は

精
神

療
法

が
必

要
な

理
由

を
診

療
録

に
記

載
す

る
こ

と
。

）

×

Ｉ
０

０
２

　
通

院
・

在
宅

精
神

療
法

（
２

在
宅

精
神

療
法

に
限

る
。

）

検
査

○
○

※
７

画
像

診
断Ｃ

０
１

３
　

在
宅

患
者

訪
問

褥
瘡

管
理

指
導

料
○

×
×

×

第
２

節
第

１
款

に
掲

げ
る

在
宅

療
養

指
導

管
理

料
○

×
×

×

○
○

投
薬

○
○

※
３

注
射

○
○

※
５

第
２

節
第

２
款

に
掲

げ
る

在
宅

療
養

指
導

管
理

材
料

加
算

Ｃ
０

１
２

　
在

宅
患

者
共

同
診

療
料

の
１

○
×

×
×

Ｃ
０

１
２

　
在

宅
患

者
共

同
診

療
料

の
２

Ｃ
０

１
２

　
在

宅
患

者
共

同
診

療
料

の
３

（
同

一
建

物
に

お
い

て
同

一
日

に
２

件
以

上
医

療
保

険
か

ら
給

付
さ

れ
る

訪
問

診
療

を
行

う
か

否
か

に
よ

り
該

当
す

る
区

分
を

算
定

）

○
×

×
×

Ｃ
０

１
０

　
在

宅
患

者
連

携
指

導
料

×
×

×
×

Ｃ
０

１
１

　
在

宅
患

者
緊

急
時

等
カ

ン
フ

ァ
レ

ン
ス

料
○

×
×

×

Ｃ
０

０
８

　
在

宅
患

者
訪

問
薬

剤
管

理
指

導
料

（
当

該
患

者
が

居
住

す
る

建
築

物
に

居
住

す
る

者
の

う
ち

当
該

保
険

医
療

機
関

が
当

該
指

導
料

を
算

定
す

る
者

の
人

数
等

に
よ

り
該

当
す

る
区

分
を

算
定

）

×
×

×
×

Ｃ
０

０
９

　
在

宅
患

者
訪

問
栄

養
食

事
指

導
料

（
当

該
患

者
が

居
住

す
る

建
築

物
に

居
住

す
る

者
の

う
ち

当
該

保
険

医
療

機
関

が
当

該
指

導
料

を
算

定
す

る
者

の
人

数
等

に
よ

り
該

当
す

る
区

分
を

算
定

）

×
×

×
×

Ｃ
０

０
７

　
訪

問
看

護
指

示
料

○
×

×
×

Ｃ
０

０
７

－
２

　
介

護
職

員
等

喀
痰

吸
引

等
指

示
料

○
×

×
×

Ｃ
０

０
６

　
在

宅
患

者
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

指
導

管
理

料
（

同
一

建
物

に
お

い
て

同
一

日
に

２
件

以
上

医
療

保
険

か
ら

給
付

さ
れ

る
訪

問
指

導
を

行
う

か
否

か
に

よ
り

該
当

す
る

区
分

を
算

定
）

○
（

急
性

増
悪

等
に

よ
り

一
時

的
に

頻
回

の
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

が
必

要
な

患
者

に
限

る
。

）
×

×
×

Ｃ
０

１
４

　
外

来
在

宅
共

同
指

導
料

―
―

―
―

○
×

×
○

○
×

×

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン

○
（

同
一

の
疾

患
等

に
つ

い
て

、
介

護
保

険
に

お
け

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
利

用
開

始
月

の
翌

月
以

降
は

算
定

不
可

（
た

だ
し

、
別

の
施

設
で

介
護

保
険

に
お

け
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

行
う

場
合

に
は

、
利

用
開

始
月

の
３

月
目

以
降

は
算

定
不

可
）

）

×
○

※
７

Ｉ
０

０
２

　
通

院
・

在
宅

精
神

療
法

（
１

通
院

精
神

療
法

に
限

る
。

）
○

×

-68-



「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

―
×

○

○
（

た
だ

し
、

往
診

時
に

行
う

場
合

に
は

精
神

療
法

が
必

要
な

理
由

を
診

療
録

に
記

載
す

る
こ

と
。

）

○
（

同
一

日
に

お
い

て
、

特
定

診
療

費
を

算
定

す
る

場
合

を
除

く
。

）

―

○
×

○
×

○
○

○
（

同
一

日
に

お
い

て
、

特
定

診
療

費
を

算
定

す
る

場
合

を
除

く
。

）

―

○
（

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

日
以

外
の

日
は

算
定

可
）

○

○
（

精
神

科
退

院
指

導
料

又
は

地
域

移
行

機
能

強
化

病
棟

入
院

料
を

算
定

し
た

も
の

に
限

る
。

）

×

○
（

精
神

科
退

院
指

導
料

を
算

定
し

た
も

の
に

限
る

。
）

×

○
（

精
神

科
退

院
指

導
料

を
算

定
し

た
も

の
に

限
る

。
）

○

注
５

○
○

―
○

―
―

○
（

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

日
以

外
の

日
は

算
定

可
）

○

○
（

精
神

科
退

院
指

導
料

又
は

地
域

移
行

機
能

強
化

病
棟

入
院

料
を

算
定

し
た

も
の

に
限

る
。

）

×

○
（

精
神

科
退

院
指

導
料

を
算

定
し

た
も

の
に

限
る

。
）

×

○
（

精
神

科
退

院
指

導
料

を
算

定
し

た
も

の
に

限
る

。
）

○

注
６

○
○

―
○

―
―

○
（

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

日
以

外
の

日
は

算
定

可
）

○
―

○

○
○

×
○

×
―

○
※

９
○

※
９

及
び

※
1
3

―
×

×
×

×

ア
：

○
（

認
知

症
患

者
を

除
く

。
）

イ
：

○
　

※
1
3

（
認

知
症

患
者

を
除

く
。

）

看
護

・
介

護
職

員
連

携
強

化
加

算
○

―
×

×
×

×
―

―
―

―
―

―
○

（
認

知
症

患
者

を
除

く
。

）

○
（

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

日
以

外
の

日
は

算
定

可
）

○

○
（

認
知

症
で

あ
る

老
人

で
あ

っ
て

日
常

生
活

自
立

度
判

定
基

準
が

ラ
ン

ク
Ｍ

の
も

の
に

限
る

。
）

―
○

―
○

（
精

神
科

在
宅

患
者

支
援

管
理

料
１

の
ハ

を
算

定
す

る
場

合
を

除
く

。
）

○
○

※
１

○
○

※
６

○
×

○
○

処
置

○
○

※
７

Ｉ
０

１
６

　
精

神
科

在
宅

患
者

支
援

管
理

料
○

×
×

×

上
記

以
外

○
○

○
×

Ｉ
０

１
２

－
２

　
精

神
科

訪
問

看
護

指
示

料
○

×

Ｉ
０

１
５

　
重

度
認

知
症

患
者

デ
イ

・
ケ

ア
料

○
（

重
度

認
知

症
患

者
デ

イ
・

ケ
ア

を
行

っ
て

い
る

期
間

内
に

お
い

て
、

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

場
合

は
算

定
不

可
）

―
―

×

Ｉ
０

１
２

　
精

神
科

訪
問

看
護

・
指

導
料

(
Ⅰ

)
及

び
(
Ⅲ

)
（

同
一

建
物

に
お

い
て

同
一

日
に

２
件

以
上

医
療

保
険

か
ら

給
付

さ
れ

る
訪

問
看

護
を

行
う

か
否

か
に

よ
り

該
当

す
る

区
分

を
算

定
）

（
看

護
・

介
護

職
員

連
携

強
化

加
算

以
外

の
加

算
を

含
む

。
）

○
※

９
×

×
×

Ｉ
０

１
０

　
精

神
科

ナ
イ

ト
・

ケ
ア

Ｉ
０

１
０

－
２

　
精

神
科

デ
イ

・
ナ

イ
ト

・
ケ

ア

○
（

当
該

療
法

を
行

っ
て

い
る

期
間

内
に

お
い

て
、

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

場
合

は
算

定
不

可
）

―
―

×

Ｉ
０

１
１

　
精

神
科

退
院

指
導

料
Ｉ

０
１

１
－

２
　

精
神

科
退

院
前

訪
問

指
導

料
―

×

―
×

Ｉ
０

０
９

　
精

神
科

デ
イ

・
ケ

ア

○
（

当
該

療
法

を
行

っ
て

い
る

期
間

内
に

お
い

て
、

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

場
合

は
算

定
不

可
）

×

―
×

Ｉ
０

０
８

　
入

院
生

活
技

能
訓

練
療

法
―

○
（

同
一

日
に

お
い

て
、

特
定

診
療

費
を

算
定

す
る

場
合

を
除

く
。

）

○
（

同
一

日
に

お
い

て
、

特
定

診
療

費
を

算
定

す
る

場
合

を
除

く
。

）
×

Ｉ
０

０
８

－
２

　
精

神
科

シ
ョ

ー
ト

・
ケ

ア

○
（

当
該

療
法

を
行

っ
て

い
る

期
間

内
に

お
い

て
、

認
知

症
対

応
型

通
所

介
護

費
又

は
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

費
を

算
定

し
た

場
合

は
算

定
不

可
）

×

Ｉ
０

０
５

　
入

院
集

団
精

神
療

法
―

○
（

同
一

日
に

お
い

て
、

特
定

診
療

費
を

算
定

す
る

場
合

を
除

く
。

）

○
（

同
一

日
に

お
い

て
、

特
定

診
療

費
を

算
定

す
る

場
合

を
除

く
。

）
×

Ｉ
０

０
７

　
精

神
科

作
業

療
法

○
×

特 掲

Ｉ
０

０
３

－
２

　
認

知
療

法
・

認
知

行
動

療
法

○
×

×

精 神 科 専 門 療 法

-69-



「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

○
×

○
○

○
×

○
○

○
×

○
○

○
×

○
×

○
○

○
○

○
―

○
―

○
○

―
○

○
―

○
―

―
○

○
○

※
１

○
―

○
―

○
―

○
○

○
○

○
○

―
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

―
―

―
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

○
○

×
○

×
×

×
×

×
×

×
×

注
1
4
　

服
薬

管
理

指
導

料
の

特
例

（
か

か
り

つ
け

薬
剤

師
と

連
携

す
る

他
の

薬
剤

師
が

対
応

し
た

場
合

）

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

た
だ

し
、

当
該

患
者

の
薬

学
的

管
理

指
導

計
画

に
係

る
疾

病
と

別
の

疾
病

又
は

負
傷

に
係

る
臨

時
の

投
薬

が
行

わ
れ

た
場

合
に

は
算

定
可

）

×
×

上
記

以
外

○
○

○
○ ×

１
０

の
３

　
服

薬
管

理
指

導
料

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

た
だ

し
、

当
該

患
者

の
薬

学
的

管
理

指
導

計
画

に
係

る
疾

病
と

別
の

疾
病

又
は

負
傷

に
係

る
臨

時
の

投
薬

が
行

わ
れ

た
場

合
に

は
算

定
可

）

×

Ｃ
０

０
７

　
在

宅
患

者
連

携
指

導
料

×
×

×

×

１
３

の
３

　
か

か
り

つ
け

薬
剤

師
包

括
管

理
料

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

た
だ

し
、

当
該

患
者

の
薬

学
的

管
理

指
導

計
画

に
係

る
疾

病
と

別
の

疾
病

又
は

負
傷

に
係

る
臨

時
の

投
薬

が
行

わ
れ

た
場

合
に

は
算

定
可

）

×
×

×

１
３

の
２

　
か

か
り

つ
け

薬
剤

師
指

導
料

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

た
だ

し
、

当
該

患
者

の
薬

学
的

管
理

指
導

計
画

に
係

る
疾

病
と

別
の

疾
病

又
は

負
傷

に
係

る
臨

時
の

投
薬

が
行

わ
れ

た
場

合
に

は
算

定
可

）

×
×

×

Ｃ
０

０
８

　
在

宅
患

者
緊

急
時

等
カ

ン
フ

ァ
レ

ン
ス

料
○

×
×

×

Ｃ
０

０
１

－
５

　
在

宅
患

者
訪

問
口

腔
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

指
導

管
理

料

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

）
○

○
○

Ｃ
０

０
３

　
在

宅
患

者
訪

問
薬

剤
管

理
指

導
料

×
×

×
×

Ｃ
０

０
１

　
訪

問
歯

科
衛

生
指

導
料

×
○

○
○

Ｃ
０

０
１

－
３

　
歯

科
疾

患
在

宅
療

養
管

理
料

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

）
○

○
○

Ｂ
０

１
４

　
退

院
時

共
同

指
導

料
１

―
×

×
×

Ｂ
０

１
５

　
退

院
時

共
同

指
導

料
２

―
×

×
―

Ｂ
０

０
９

　
診

療
情

報
提

供
料

(
Ⅰ

)
（

注
２

及
び

注
６

）
○

（
同

一
月

に
お

い
て

、
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

又
は

介
護

予
防

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
が

算
定

さ
れ

て
い

る
場

合
を

除
く

。
）

○
○

○

Ｂ
０

１
１

－
４

　
退

院
時

薬
剤

情
報

管
理

指
導

料
―

×
×

―

Ｂ
０

０
８

　
薬

剤
管

理
指

導
料

―
×

×
―

Ｂ
０

０
８

－
２

　
薬

剤
総

合
評

価
調

整
管

理
料

○
×

×
×

Ｂ
０

０
６

－
３

－
２

　
が

ん
治

療
連

携
指

導
料

○
×

×
○

Ｂ
０

０
７

　
退

院
前

訪
問

指
導

料
―

×
×

―

×
―

○
○

Ｂ
０

０
６

－
３

　
が

ん
治

療
連

携
計

画
策

定
料

○
×

×
○

歯 科

Ｂ
０

０
０

－
４

　
歯

科
疾

患
管

理
料

Ｂ
０

０
２

　
歯

科
特

定
疾

患
療

養
管

理
料

○
（

同
一

月
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

）
○

○
○

Ｂ
０

０
４

－
１

－
４

　
入

院
栄

養
食

事
指

導
料

―

特 掲

麻
酔

○
○

○
※

７

放
射

線
治

療
○

○
○

病
理

診
断

×
×

―

Ｂ
０

０
４

－
９

　
介

護
支

援
等

連
携

指
導

料
―

×

手
術

○
○

○
※

７
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

×
○

×
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

×
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

×
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
に

限
る

。
）

○
―

×
○

×
○

○
※

２

○
※

２
（

当
該

患
者

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
利

用
前

3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

し
た

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

の
看

護
師

等
が

指
定

訪
問

看
護

を
実

施
し

た
場

合
に

限
り

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
以

外
の

患
者

に
お

い
て

は
、

利
用

開
始

後
3
0
日

ま
で

の
間

）
、

算
定

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
）

―

ア
：

○
（

末
期

の
悪

性
腫

瘍
の

患
者

に
限

る
。

）
イ

：
○

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
で

あ
っ

て
、

当
該

患
者

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
利

用
前

3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

し
た

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

の
看

護
師

等
が

指
定

訪
問

看
護

を
実

施
し

た
場

合
に

限
り

、
算

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

）

○
※

９
○

※
９

及
び

※
1
4

―

ア
：

○
（

認
知

症
患

者
を

除
く

。
）

イ
：

○
　

※
1
4

（
認

知
症

患
者

を
除

く
。

）

○
―

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

○
※

1
5
及

び
※

1
7

―
ア

：
○

　
※

1
6

イ
：

○
　

※
1
6
及

び
※

1
7

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

に
お

い
て

、
緊

急
時

訪
問

看
護

加
算

又
は

緊
急

時
介

護
予

防
訪

問
看

護
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

○
※

1
5
及

び
※

1
7

（
同

一
月

に
お

い
て

、
緊

急
時

訪
問

看
護

加
算

又
は

緊
急

時
介

護
予

防
訪

問
看

護
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

―
ア

：
○

　
※

1
6

イ
：

○
　

※
1
6
及

び
※

1
7

―
――

０
１

　
訪

問
看

護
基

本
療

養
費

(
Ⅰ

)
及

び
(
Ⅱ

)
（

注
加

算
を

含
む

。
）

（
同

一
建

物
に

お
い

て
同

一
日

に
２

件
以

上
医

療
保

険
か

ら
給

付
さ

れ
る

訪
問

看
護

を
行

う
か

否
か

に
よ

り
該

当
す

る
区

分
を

算
定

）

○
※

２
―

―
―

０
１

－
２

　
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
(
Ⅰ

)
及

び
(
Ⅲ

)
（

注
加

算
を

含
む

。
）

（
同

一
建

物
に

お
い

て
同

一
日

に
２

件
以

上
医

療
保

険
か

ら
給

付
さ

れ
る

訪
問

看
護

を
行

う
か

否
か

に
よ

り
該

当
す

る
区

分
を

算
定

）

○
※

９
―

―

０
１

－
３

　
訪

問
看

護
基

本
療

養
費

(
Ⅲ

)
及

び
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
(
Ⅳ

)
―

ア
：

○
イ

：
×

ア
：

○
イ

：
×

―

０
２

　
訪

問
看

護
管

理
療

養
費

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

―
―

―

2
4
時

間
対

応
体

制
加

算

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

に
お

い
て

、
緊

急
時

訪
問

看
護

加
算

又
は

緊
急

時
介

護
予

防
訪

問
看

護
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

―

×

上
記

以
外

○
×

×
×

１
５

の
４

　
退

院
時

共
同

指
導

料
―

×
×

×

調 剤

１
５

の
５

　
服

薬
情

報
等

提
供

料
○

（
同

一
月

に
お

い
て

、
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

又
は

介
護

予
防

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
が

算
定

さ
れ

て
い

る
場

合
を

除
く

。
）

×
×

１
５

の
２

　
在

宅
患

者
緊

急
訪

問
薬

剤
管

理
指

導
料

○
×

×

１
５

の
３

　
在

宅
患

者
緊

急
時

等
共

同
指

導
料

○
（

同
一

日
に

お
い

て
、

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
又

は
介

護
予

防
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

が
算

定
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

）
×

×
×

１
４

の
２

の
１

　
外

来
服

薬
支

援
料

１
○

（
同

一
月

に
お

い
て

、
居

宅
療

養
管

理
指

導
費

又
は

介
護

予
防

居
宅

療
養

管
理

指
導

費
が

算
定

さ
れ

て
い

る
場

合
を

除
く

。
）

×
×

×

１
５

　
在

宅
患

者
訪

問
薬

剤
管

理
指

導
料

×
×

×

×
×
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

お
い

て
、

介
護

保
険

の
特

別
管

理
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

○
※

1
5
及

び
※

1
7

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
の

特
別

管
理

加
算

を
算

定
し

て
い

な
い

場
合

に
限

る
。

）

―
ア

：
○

　
※

1
6

イ
：

○
　

※
1
6
及

び
※

1
7

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

×

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

等
の

患
者

で
あ

る
場

合
又

は
退

院
後

行
う

初
回

の
訪

問
看

護
が

特
別

訪
問

看
護

指
示

書
に

係
る

指
定

訪
問

看
護

で
あ

る
場

合
に

限
る

。
）

○
※

1
7

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

等
の

患
者

で
あ

る
場

合
又

は
退

院
後

行
う

初
回

の
訪

問
看

護
が

特
別

訪
問

看
護

指
示

書
に

係
る

指
定

訪
問

看
護

で
あ

る
場

合
に

限
る

。
）

―
―

―
×

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

○
※

1
5
及

び
※

1
7

―
ア

：
○

　
※

1
6

イ
：

○
　

※
1
6
及

び
※

1
7

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

お
い

て
、

介
護

保
険

の
看

護
・

介
護

職
員

連
携

強
化

加
算

を
算

定
し

て
い

な
い

場
合

に
限

る
。

）

―
×

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

○
※

1
5
及

び
※

1
7

―
ア

：
○

　
※

1
6

イ
：

○
　

※
1
6
及

び
※

1
7

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
に

よ
る

訪
問

看
護

を
受

け
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

○
※

1
5
及

び
※

1
7

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
に

よ
る

訪
問

看
護

を
受

け
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

―
×

―
―

０
３

　
訪

問
看

護
情

報
提

供
療

養
費

１

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
に

よ
る

訪
問

看
護

を
受

け
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

―
―

―

０
３

－
２

　
訪

問
看

護
情

報
提

供
療

養
費

２
―

―
―

―

在
宅

患
者

緊
急

時
等

カ
ン

フ
ァ

レ
ン

ス
加

算
○

※
２

又
は

精
神

科
訪

問
看

護
基

本
療

養
費

を
算

定
で

き
る

者
―

―
―

看
護

・
介

護
職

員
連

携
強

化
加

算
×

―
―

―

退
院

支
援

指
導

加
算

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

等
の

患
者

で
あ

る
場

合
又

は
退

院
後

行
う

初
回

の
訪

問
看

護
が

特
別

訪
問

看
護

指
示

書
に

係
る

指
定

訪
問

看
護

で
あ

る
場

合
に

限
る

。
）

―
―

―

在
宅

患
者

連
携

指
導

加
算

×
―

―
―

特
別

管
理

加
算

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

お
い

て
、

介
護

保
険

の
特

別
管

理
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

―
―

―

退
院

時
共

同
指

導
加

算
―

×
×

ア
：

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

イ
：

×

専
門

管
理

加
算

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

―
―

―
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

○
※

1
5
及

び
※

1
7

―
×

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
に

よ
る

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

○
※

1
5
及

び
※

1
7

（
同

一
月

に
お

い
て

、
介

護
保

険
に

よ
る

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
加

算
を

算
定

し
て

い
な

い
場

合
に

限
る

。
）

―

ア
：

○
　

※
1
6

（
た

だ
し

、
看

取
り

介
護

加
算

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

は
、

訪
問

看
護

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
療

養
費

２
を

算
定

す
る

）
イ

：
○

　
※

1
6
及

び
※

1
7

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

○
※

1
5
及

び
※

1
7

―
ア

：
○

　
※

1
6

イ
：

○
　

※
1
6
及

び
※

1
7

注
）

※
１

※
２

※
３

※
４

※
５

※
６

次
に

掲
げ

る
費

用
に

限
る

。
　

・
外

来
腫

瘍
化

学
療

法
診

療
料

の
１

の
イ

又
は

２
の

イ
　

・
外

来
化

学
療

法
加

算
　

・
静

脈
内

注
射

（
保

険
医

が
療

養
病

床
か

ら
転

換
し

た
介

護
老

人
保

健
施

設
に

赴
い

て
行

う
も

の
又

は
外

来
腫

瘍
化

学
療

法
診

療
料

の
１

の
イ

若
し

く
は

２
の

イ
若

し
く

は
外

来
化

学
療

法
加

算
を

算
定

す
る

も
の

に
限

る
。

）
　

・
動

脈
注

射
（

外
来

腫
瘍

化
学

療
法

診
療

料
の

１
の

イ
若

し
く

は
２

の
イ

又
は

外
来

化
学

療
法

加
算

を
算

定
す

る
も

の
に

限
る

。
）

　
・

抗
悪

性
腫

瘍
剤

局
所

持
続

注
入

（
外

来
腫

瘍
化

学
療

法
診

療
料

の
１

の
イ

又
は

２
の

イ
を

算
定

す
る

も
の

に
限

る
。

）
　

・
肝

動
脈

塞
栓

を
伴

う
抗

悪
性

腫
瘍

剤
肝

動
脈

内
注

入
（

外
来

腫
瘍

化
学

療
法

診
療

料
の

１
の

イ
又

は
２

の
イ

を
算

定
す

る
も

の
に

限
る

。
）

　
・

点
滴

注
射

（
保

険
医

が
療

養
病

床
か

ら
転

換
し

た
介

護
老

人
保

健
施

設
に

赴
い

て
行

う
も

の
又

は
外

来
腫

瘍
化

学
療

法
診

療
料

の
１

の
イ

若
し

く
は

２
の

イ
若

し
く

は
外

来
化

学
療

法
加

算
を

算
定

す
る

も
の

に
限

る
。

）
　

・
中

心
静

脈
注

射
（

外
来

腫
瘍

化
学

療
法

診
療

料
の

１
の

イ
若

し
く

は
２

の
イ

又
は

外
来

化
学

療
法

加
算

を
算

定
す

る
も

の
に

限
る

。
）

　
・

植
込

型
カ

テ
ー

テ
ル

に
よ

る
中

心
静

脈
注

射
（

外
来

腫
瘍

化
学

療
法

診
療

料
の

１
の

イ
若

し
く

は
２

の
イ

又
は

外
来

化
学

療
法

加
算

を
算

定
す

る
も

の
に

限
る

。
）

　
・

エ
リ

ス
ロ

ポ
エ

チ
ン

（
人

工
腎

臓
又

は
腹

膜
灌

流
を

受
け

て
い

る
患

者
の

う
ち

腎
性

貧
血

状
態

に
あ

る
も

の
に

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

の
費

用
　

・
ダ

ル
ベ

ポ
エ

チ
ン

（
人

工
腎

臓
又

は
腹

膜
灌

流
を

受
け

て
い

る
患

者
の

う
ち

腎
性

貧
血

状
態

に
あ

る
も

の
に

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

の
費

用
　

・
エ

ポ
エ

チ
ン

ベ
ー

タ
ペ

ゴ
ル

（
人

工
腎

臓
又

は
腹

膜
灌

流
を

受
け

て
い

る
患

者
の

う
ち

腎
性

貧
血

状
態

に
あ

る
も

の
に

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

　
・

Ｈ
Ｉ

Ｆ
－

Ｐ
Ｈ

阻
害

剤
（

人
工

腎
臓

又
は

腹
膜

灌
流

を
受

け
て

い
る

患
者

の
う

ち
腎

性
貧

血
状

態
に

あ
る

も
の

に
対

し
て

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

　
・

抗
悪

性
腫

瘍
剤

（
悪

性
新

生
物

に
罹

患
し

て
い

る
患

者
に

対
し

て
投

与
さ

れ
た

場
合

に
限

る
。

）
の

費
用

　
・

疼
痛

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

の
た

め
の

医
療

用
麻

薬
の

費
用

　
・

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ロ
ン

製
剤

（
Ｂ

型
肝

炎
又

は
Ｃ

型
肝

炎
の

効
能

又
は

効
果

を
有

す
る

も
の

に
限

る
。

）
の

費
用

　
・

抗
ウ

イ
ル

ス
剤

（
Ｂ

型
肝

炎
又

は
Ｃ

型
肝

炎
の

効
能

又
は

効
果

を
有

す
る

も
の

及
び

後
天

性
免

疫
不

全
症

候
群

又
は

Ｈ
Ｉ

Ｖ
感

染
症

の
効

能
又

は
効

果
を

有
す

る
も

の
に

限
る

。
）

の
費

用
　

・
血

友
病

の
治

療
に

係
る

血
液

凝
固

因
子

製
剤

及
び

血
液

凝
固

因
子

抗
体

迂
回

活
性

複
合

体
の

費
用

創
傷

処
置

（
手

術
日

か
ら

起
算

し
て

十
四

日
以

内
の

患
者

に
対

す
る

も
の

を
除

く
。

）
、

喀
痰

吸
引

、
摘

便
、

酸
素

吸
入

、
酸

素
テ

ン
ト

、
皮

膚
科

軟
膏

処
置

、
膀

胱
洗

浄
、

留
置

カ
テ

ー
テ

ル
設

置
、

導
尿

、
膣

洗
浄

、
眼

処
置

、
耳

処
置

、
耳

管
処

置
、

鼻
処

置
、

口
腔

、
咽

頭
処

置
、

間
接

喉
頭

鏡
下

喉
頭

処
置

、
ネ

ブ
ラ

イ
ザ

、
超

音
波

ネ
ブ

ラ
イ

ザ
、

介
達

牽
引

、
消

炎
鎮

痛
等

処
置

、
鼻

腔
栄

養
及

び
長

期
療

養
患

者
褥

瘡
等

処
置

を
除

く
。

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

―
―

―

〇
：

要
介

護
被

保
険

者
等

で
あ

る
患

者
に

つ
い

て
療

養
に

要
す

る
費

用
の

額
を

算
定

で
き

る
場

合
（

平
成

2
0
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

1
2
8
号

）
の

規
定

に
よ

り
算

定
さ

れ
る

べ
き

療
養

と
し

て
い

る
も

の
　

×
：

診
療

報
酬

の
算

定
方

法
（

平
成

2
0
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

5
9
号

）
第

６
号

の
規

定
に

よ
り

算
定

で
き

な
い

も
の

　
－

：
診

療
報

酬
の

算
定

方
法

の
算

定
要

件
を

満
た

し
得

な
い

も
の

０
３

－
３

　
訪

問
看

護
情

報
提

供
療

養
費

３
○

※
２

又
は

精
神

科
訪

問
看

護
基

本
療

養
費

を
算

定
で

き
る

者
―

―
―

社
会

福
祉

施
設

、
身

体
障

害
者

施
設

等
、

養
護

老
人

ホ
ー

ム
及

び
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

に
係

る
診

療
報

酬
の

算
定

に
つ

い
て

は
、

「
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
に

お
け

る
療

養
の

給
付

の
取

扱
い

に
つ

い
て

」
（

平
成

1
8
年

３
月

3
1
日

保
医

発
第

0
3
3
1
0
0
2
号

）
に

特
段

の
規

定
が

あ
る

場
合

に
は

、
当

該
規

定
が

適
用

さ
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。

末
期

の
悪

性
腫

瘍
等

の
患

者
及

び
急

性
増

悪
等

に
よ

り
一

時
的

に
頻

回
の

訪
問

看
護

が
必

要
で

あ
る

患
者

に
限

る
。

次
に

掲
げ

る
薬

剤
の

薬
剤

料
に

限
る

。
　

・
抗

悪
性

腫
瘍

剤
（

悪
性

新
生

物
に

罹
患

し
て

い
る

患
者

に
対

し
て

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

　
・

疼
痛

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

の
た

め
の

医
療

用
麻

薬
　

・
抗

ウ
イ

ル
ス

剤
（

Ｂ
型

肝
炎

又
は

Ｃ
型

肝
炎

の
効

能
若

し
く

は
効

果
を

有
す

る
も

の
及

び
後

天
性

免
疫

不
全

症
候

群
又

は
Ｈ

Ｉ
Ｖ

感
染

症
の

効
能

若
し

く
は

効
果

を
有

す
る

も
の

に
限

る
。

）

次
に

掲
げ

る
薬

剤
の

薬
剤

料
に

限
る

。
　

・
エ

リ
ス

ロ
ポ

エ
チ

ン
（

人
工

腎
臓

又
は

腹
膜

灌
流

を
受

け
て

い
る

患
者

の
う

ち
腎

性
貧

血
状

態
に

あ
る

も
の

に
投

与
さ

れ
た

場
合

に
限

る
。

）
　

・
ダ

ル
ベ

ポ
エ

チ
ン

（
人

工
腎

臓
又

は
腹

膜
灌

流
を

受
け

て
い

る
患

者
の

う
ち

腎
性

貧
血

状
態

に
あ

る
も

の
に

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

　
・

エ
ポ

エ
チ

ン
ベ

ー
タ

ペ
ゴ

ル
（

人
工

腎
臓

又
は

腹
膜

灌
流

を
受

け
て

い
る

患
者

の
う

ち
腎

性
貧

血
状

態
に

あ
る

も
の

に
投

与
さ

れ
た

場
合

に
限

る
。

）
　

・
Ｈ

Ｉ
Ｆ

－
Ｐ

Ｈ
阻

害
剤

（
人

工
腎

臓
又

は
腹

膜
灌

流
を

受
け

て
い

る
患

者
の

う
ち

腎
性

貧
血

状
態

に
あ

る
も

の
に

対
し

て
投

与
さ

れ
た

場
合

に
限

る
。

）
　

・
疼

痛
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
の

た
め

の
医

療
用

麻
薬

　
・

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ロ
ン

製
剤

（
Ｂ

型
肝

炎
又

は
Ｃ

型
肝

炎
の

効
能

又
は

効
果

を
有

す
る

も
の

に
限

る
。

）
　

・
抗

ウ
イ

ル
ス

剤
（

Ｂ
型

肝
炎

又
は

Ｃ
型

肝
炎

の
効

能
又

は
効

果
を

有
す

る
も

の
及

び
後

天
性

免
疫

不
全

症
候

群
又

は
Ｈ

Ｉ
Ｖ

感
染

症
の

効
能

又
は

効
果

を
有

す
る

も
の

に
限

る
。

）
　

・
血

友
病

の
治

療
に

係
る

血
液

凝
固

因
子

製
剤

及
び

血
液

凝
固

因
子

抗
体

迂
回

活
性

複
合

体

０
５

　
訪

問
看

護
タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

療
養

費

○
※

２
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

で
き

る
者

（
た

だ
し

、
看

取
り

介
護

加
算

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

は
、

訪
問

看
護

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
療

養
費

２
を

算
定

す
る

）

―
―

―

遠
隔

死
亡

診
断

補
助

加
算
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

う
ち

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

又
は

複
合

型
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

て
い

る
患

者
（

宿
泊

サ
ー

ビ
ス

に
限

る
。

）

う
ち

、
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
又

は
外

部
サ

ー
ビ

ス
利

用
型

指
定

介
護

予
防

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

受
け

る
者

が
入

居
す

る
施

設

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

療
養

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
の

う
ち

、
他

科
受

診
時

費
用

（
3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関

ア
.
介

護
老

人
保

健
施

設
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者
ア

.
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

又
は

介
護

老
人

福
祉

施
設

イ
.
短

期
入

所
生

活
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
生

活
介

護
を

受
け

て
い

る
患

者

区
　

分

１
．

入
院

中
の

患
者

以
外

の
患

者
（

次
の

施
設

に
入

居
又

は
入

所
す

る
者

を
含

み
、

３
の

患
者

を
除

く
。

）
２

．
入

院
中

の
患

者
３

．
入

所
中

の
患

者

自
宅

、
社

会
福

祉
施

設
、

身
体

障
害

者
施

設
等

（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

介
護

予
防

短
期

入
所

生
活

介
護

、
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
を

受
け

て
い

る
も

の
を

除
く

。
）

※
１

認
知

症
対

応
型

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
（

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

又
は

介
護

予
防

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

）

特
定

施
設

（
指

定
特

定
施

設
、

指
定

地
域

密
着

型
特

定
施

設
及

び
指

定
介

護
予

防
特

定
施

設
に

限
る

。
）

介
護

療
養

型
医

療
施

設
の

病
床

以
外

の
病

床
（

短
期

入
所

療
養

介
護

又
は

介
護

予
防

短
期

入
所

療
養

介
護

を
受

け
て

い
る

患
者

を
除

く
。

）

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
を

除
く

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

老
人

保
健

施
設

の
療

養
室

又
は

認
知

症
病

棟
の

病
床

を
除

く
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

ア
.
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（
認

知
症

病
棟

の
病

床
に

限
る

。
）

イ
.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

認
知

症
病

棟
の

病
床

に
限

る
。

）
を

受
け

て
い

る
患

者

※
７

※
８

死
亡

日
か

ら
さ

か
の

ぼ
っ

て
3
0
日

以
内

の
患

者
に

つ
い

て
は

、
当

該
患

者
を

当
該

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
（

看
取

り
介

護
加

算
の

施
設

基
準

に
適

合
し

て
い

る
も

の
に

限
る

。
）

に
お

い
て

看
取

っ
た

場
合

（
在

宅
療

養
支

援
診

療
所

又
は

在
宅

療
養

支
援

病
院

若
し

く
は

当
該

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

協
力

医
療

機
関

の
医

師
に

よ
り

行
わ

れ
た

も
の

に
限

る
。

）
に

限
る

。

※
９

※
1
0

※
1
1

※
1
2

※
1
3

※
1
4

※
1
5

※
1
6

※
1
7

末
期

の
悪

性
腫

瘍
等

の
患

者
、

急
性

増
悪

等
に

よ
り

一
時

的
に

頻
回

の
訪

問
看

護
が

必
要

で
あ

る
患

者
又

は
精

神
科

訪
問

看
護

基
本

療
養

費
を

算
定

出
来

る
者

（
認

知
症

で
な

い
者

に
限

る
。

）

末
期

の
悪

性
腫

瘍
の

患
者

又
は

精
神

科
訪

問
看

護
基

本
療

養
費

を
算

定
出

来
る

者
（

認
知

症
で

な
い

者
に

限
る

。
）

に
限

る
。

当
該

患
者

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
利

用
前

3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

訪
問

看
護

療
養

費
を

算
定

し
た

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

の
看

護
師

等
が

指
定

訪
問

看
護

を
実

施
し

た
場

合
に

限
り

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
以

外
の

患
者

に
お

い
て

は
、

利
用

開
始

後
3
0
日

ま
で

の
間

）
、

算
定

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

検
査

、
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

、
処

置
、

手
術

又
は

麻
酔

に
つ

い
て

、
そ

れ
ぞ

れ
、

特
掲

診
療

料
の

施
設

基
準

等
（

平
成

2
0
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

6
3
号

）
別

表
第

1
2
第

１
号

、
第

２
号

、
第

３
号

、
第

４
号

又
は

第
５

号
に

掲
げ

る
も

の
を

除
く

。

認
知

症
患

者
を

除
く

。
（

た
だ

し
、

精
神

科
在

宅
患

者
支

援
管

理
料

を
算

定
す

る
患

者
に

あ
っ

て
は

こ
の

限
り

で
は

な
い

。
）

当
該

患
者

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
利

用
前

3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

在
宅

患
者

訪
問

診
療

料
、

在
宅

時
医

学
総

合
管

理
料

、
施

設
入

居
時

等
医

学
総

合
管

理
料

又
は

在
宅

が
ん

医
療

総
合

診
療

料
（

以
下

「
在

宅
患

者
訪

問
診

療
料

等
」

と
い

う
。

）
を

算
定

し
た

保
険

医
療

機
関

の
医

師
（

配
置

医
師

を
除

く
。

）
が

診
察

し
た

場
合

に
限

り
、

算
定

す
る

こ
と

が
で

き
る

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
以

外
の

患
者

に
お

い
て

は
、

利
用

開
始

後
3
0
日

ま
で

の
間

に
限

る
。

）
。

ま
た

、
保

険
医

療
機

関
の

退
院

日
か

ら
当

該
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

を
開

始
し

た
患

者
に

つ
い

て
は

、
当

該
サ

ー
ビ

ス
利

用
開

始
前

の
在

宅
患

者
訪

問
診

療
料

等
の

算
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
退

院
日

を
除

き
算

定
で

き
る

（
末

期
の

悪
性

腫
瘍

の
患

者
以

外
の

患
者

に
お

い
て

は
、

利
用

開
始

後
3
0
日

ま
で

の
間

に
限

る
。

）
。

当
該

患
者

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
利

用
前

3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

在
宅

患
者

訪
問

看
護

・
指

導
料

を
算

定
し

た
保

険
医

療
機

関
の

看
護

師
等

が
訪

問
看

護
・

指
導

を
実

施
し

た
場

合
に

限
り

、
算

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
（

末
期

の
悪

性
腫

瘍
の

患
者

以
外

の
患

者
に

お
い

て
は

、
利

用
開

始
後

3
0
日

ま
で

の
間

に
限

る
。

）
。

末
期

の
悪

性
腫

瘍
の

患
者

で
あ

っ
て

、
当

該
患

者
に

よ
る

サ
ー

ビ
ス

利
用

前
3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

在
宅

患
者

訪
問

看
護

・
指

導
料

を
算

定
し

た
保

険
医

療
機

関
の

看
護

師
等

が
訪

問
看

護
・

指
導

を
実

施
し

た
場

合
に

限
り

、
算

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

当
該

患
者

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
利

用
前

3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

精
神

科
訪

問
看

護
・

指
導

料
を

算
定

し
た

保
険

医
療

機
関

の
看

護
師

等
が

訪
問

看
護

・
指

導
を

実
施

し
た

場
合

に
限

り
、

利
用

開
始

後
3
0
日

ま
で

の
間

、
算

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

当
該

患
者

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
利

用
前

3
0
日

以
内

に
患

家
を

訪
問

し
、

精
神

科
訪

問
看

護
基

本
療

養
費

を
算

定
し

た
訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
の

看
護

師
等

が
指

定
訪

問
看

護
を

実
施

し
た

場
合

に
限

り
、

利
用

開
始

後
3
0
日

ま
で

の
間

、
算

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

（
別
紙
２

）

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
以

外
の

保
険

医
療

機
関

基 本
×

○

Ｂ
０

０
１

の
６

　
て

ん
か

ん
指

導
料

○

Ｂ
０

０
１

の
７

　
難

病
外

来
指

導
管

理
料

○

Ｂ
０

０
１

の
８

　
皮

膚
科

特
定

疾
患

指
導

管
理

料
○

Ｂ
０

０
１

の
2
0
　

糖
尿

病
合

併
症

管
理

料
×

○

Ｂ
０

０
１

の
1
4
　

高
度

難
聴

指
導

管
理

料
○

Ｂ
０

０
１

の
1
5
　

慢
性

維
持

透
析

患
者

外
来

医
学

管
理

料
○

Ｂ
０

０
１

の
1
6
　

喘
息

治
療

管
理

料
○

区
　

分

ア
.
介

護
医

療
院

に
入

所
中

の
患

者
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

医
療

院
の

療
養

床
に

限
る

。
）

を
受

け
て

い
る

患
者

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

初
・

再
診

料
○

入
院

料
等

×
○

（
Ａ

４
０

０
の

１
 
短

期
滞

在
手

術
等

基
本

料
１

に
限

る
。

）

Ｂ
０

０
１

の
2
2
　

が
ん

性
疼

痛
緩

和
指

導
管

理
料

○

Ｂ
０

０
１

の
2
3
　

が
ん

患
者

指
導

管
理

料
○

Ｂ
０

０
１

の
2
4
　

外
来

緩
和

ケ
ア

管
理

料
○

Ｂ
０

０
１

の
2
5
　

移
植

後
患

者
指

導
管

理
料

○

Ｂ
０

０
１

の
１

　
ウ

イ
ル

ス
疾

患
指

導
料

○

Ｂ
０

０
１

の
２

　
特

定
薬

剤
治

療
管

理
料

○

Ｂ
０

０
１

の
３

　
悪

性
腫

瘍
特

異
物

質
治

療
管

理
料

Ｂ
０

０
１

の
９

　
外

来
栄

養
食

事
指

導
料

○
※

１

Ｂ
０

０
１

の
1
1
　

集
団

栄
養

食
事

指
導

料
○

※
１

Ｂ
０

０
１

の
1
2
　

心
臓

ペ
ー

ス
メ

ー
カ

ー
指

導
管

理
料

○○
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
以

外
の

保
険

医
療

機
関

区
　

分

ア
.
介

護
医

療
院

に
入

所
中

の
患

者
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

医
療

院
の

療
養

床
に

限
る

。
）

を
受

け
て

い
る

患
者

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

×
○

×
○

×
○

×
○

×
○

×
○

Ｂ
０

０
１

の
2
7
　

糖
尿

病
透

析
予

防
指

導
管

理
料

×
○

Ｂ
０

０
１

－
２

－
４

　
地

域
連

携
夜

間
・

休
日

診
療

料

Ｂ
０

０
１

－
２

－
５

　
院

内
ト

リ
ア

ー
ジ

実
施

料

Ｂ
０

０
１

－
２

－
６

　
夜

間
休

日
救

急
搬

送
医

学
管

理
料

Ｂ
０

０
１

の
2
6
　

植
込

型
輸

液
ポ

ン
プ

持
続

注
入

療
法

指
導

管
理

料
○

Ｂ
０

０
１

の
3
2
　

一
般

不
妊

治
療

管
理

料

Ｂ
０

０
１

の
3
3
 
 
生

殖
補

助
医

療
管

理
料

Ｂ
０

０
１

の
3
4
　

ハ
　

二
次

性
骨

折
予

防
継

続
管

理
料

３

○ ○ ○

Ｂ
０

０
１

の
3
5
　

ア
レ

ル
ギ

ー
性

鼻
炎

免
疫

療
法

治
療

管
理

料
○

Ｂ
０

０
１

の
3
6
　

下
肢

創
傷

処
置

管
理

料
×

○

Ｂ
０

０
１

－
７

　
リ

ン
パ

浮
腫

指
導

管
理

料
（

注
２

の
場

合
に

限
る

。
）

○

Ｂ
０

０
５

－
６

　
が

ん
治

療
連

携
計

画
策

定
料

○

Ｂ
０

０
５

－
６

－
２

　
が

ん
治

療
連

携
指

導
料

○

Ｂ
０

０
１

－
２

－
８

　
外

来
放

射
線

照
射

診
療

料
○

Ｂ
０

０
１

－
３

　
生

活
習

慣
病

管
理

料
○

（
注

３
に

規
定

す
る

加
算

に
限

る
。

）

Ｂ
０

０
１

－
３

－
２

　
ニ

コ
チ

ン
依

存
症

管
理

料
×

○

Ｂ
０

０
１

－
２

－
1
2
　

外
来

腫
瘍

化
学

療
法

診
療

料
○

Ｂ
０

０
５

－
６

－
３

　
が

ん
治

療
連

携
管

理
料

○

Ｂ
０

０
５

－
７

　
認

知
症

専
門

診
断

管
理

料
○

Ｂ
０

０
５

－
８

　
肝

炎
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
ロ

ン
治

療
計

画
料

○

特 掲

医 学 管 理 等
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
以

外
の

保
険

医
療

機
関

区
　

分

ア
.
介

護
医

療
院

に
入

所
中

の
患

者
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

医
療

院
の

療
養

床
に

限
る

。
）

を
受

け
て

い
る

患
者

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

注
１

注
６

注
８

加
算

注
1
0
加

算
 
（

認
知

症
専

門
医

療
機

関
紹

介
加

算
）

注
1
1
加

算
（

認
知

症
専

門
医

療
機

関
連

携
加

算
）

注
1
2
加

算
（

精
神

科
医

連
携

加
算

）
注

1
3
加

算
（

肝
炎

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ロ
ン

治
療

連
携

加
算

）
注

1
4
加

算
（

歯
科

医
療

機
関

連
携

加
算

１
）

注
1
5
加

算
（

歯
科

医
療

機
関

連
携

加
算

２
）

注
1
8
加

算
（

検
査

･
画

像
情

報
提

供
加

算
）

×
○

×
○

×
○

×
○

×
○

×
○

×
○

Ｂ
０

０
９

　
診

療
情

報
提

供
料

（
Ⅰ

）

○

Ｂ
０

０
９

－
２

　
電

子
的

診
療

情
報

評
価

料

Ｂ
０

１
０

－
２

　
診

療
情

報
連

携
共

有
料

Ｂ
０

１
１

－
３

　
薬

剤
情

報
提

供
料

×

Ｂ
０

１
１

　
連

携
強

化
診

療
情

報
提

供
料

○

Ｂ
０

１
２

　
傷

病
手

当
金

意
見

書
交

付
料

○

上
記

以
外

×

特 掲

在 宅 医 療

Ｃ
０

０
０

　
往

診
料

第
２

節
第

２
款

に
掲

げ
る

在
宅

療
養

指
導

管
理

材
料

加
算

○

上
記

以
外

×

検
査

×
○

画
像

診
断

○
（

単
純

撮
影

に
係

る
も

の
を

除
く

。
）

○

投
薬

○
※

２
○

（
専

門
的

な
診

療
に

特
有

の
薬

剤
に

係
る

も
の

に
限

る
。

）

×
○

Ｂ
０

１
１

－
５

　
が

ん
ゲ

ノ
ム

プ
ロ

フ
ァ

イ
リ

ン
グ

評
価

提
供

料

Ｃ
０

１
４

　
外

来
在

宅
共

同
指

導
料

－
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
以

外
の

保
険

医
療

機
関

区
　

分

ア
.
介

護
医

療
院

に
入

所
中

の
患

者
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

医
療

院
の

療
養

床
に

限
る

。
）

を
受

け
て

い
る

患
者

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

×
○

（
同

一
日

に
お

い
て

、
特

別
診

療
費

を
算

定
す

る
場

合
を

除
く

。
）

×
○

×
○

×
○

×
○

特 掲
精 神 科 専 門 療 法

Ｉ
０

０
０

　
精

神
科

電
気

痙
攣

療
法

×
○

Ｉ
０

０
２

　
通

院
・

在
宅

精
神

療
法

×
○

Ｉ
０

０
３

－
２

　
認

知
療

法
・

認
知

行
動

療
法

Ｉ
０

０
０

－
２

　
経

頭
蓋

磁
気

刺
激

療
法

×
○

Ｉ
０

０
７

　
精

神
科

作
業

療
法

×

Ｉ
０

０
８

－
２

　
精

神
科

シ
ョ

ー
ト

・
ケ

ア
（

注
５

の
場

合
を

除
く

。
）

×

○

注
射

○
※

３
○

（
専

門
的

な
診

療
に

特
有

の
薬

剤
に

係
る

も
の

に
限

る
。

）

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
○

（
Ｈ

０
０

５
視

能
訓

練
及

び
Ｈ

０
０

６
難

病
患

者
リ

ハ
ビ

リ
テ

－
シ

ョ
ン

料
に

限
る

。
）

処
置

○
※

４
○

手
術

特 掲

麻
酔

○

放
射

線
治

療
○

病
理

診
断

○

×
○

Ｉ
０

０
９

　
精

神
科

デ
イ

・
ケ

ア
（

注
６

の
場

合
を

除
く

。
）

×

Ｉ
０

１
５

　
重

度
認

知
症

患
者

デ
イ

・
ケ

ア
料

×

上
記

以
外

×

Ｉ
０

０
６

　
通

院
集

団
精

神
療

法
×

Ｂ
０

０
８

－
２

　
薬

剤
総

合
評

価
調

整
管

理
料

×

Ｂ
０

１
４

　
退

院
時

共
同

指
導

料
１

×
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「
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
調
整
に
関
す
る
留
意
事
項
及
び
医
療
保
険
と
介
護
保
険
の
相
互
に
関
連
す
る
事
項
等
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

併
設

保
険

医
療

機
関

併
設

保
険

医
療

機
関

以
外

の
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
併

設
保

険
医

療
機

関
以

外
の

保
険

医
療

機
関

区
　

分

ア
.
介

護
医

療
院

に
入

所
中

の
患

者
イ

.
短

期
入

所
療

養
介

護
又

は
介

護
予

防
短

期
入

所
療

養
介

護
（

介
護

医
療

院
の

療
養

床
に

限
る

。
）

を
受

け
て

い
る

患
者

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

な
い

日
の

場
合

介
護

医
療

院
サ

ー
ビ

ス
費

の
う

ち
、

他
科

受
診

時
費

用
（

3
6
2
単

位
）

を
算

定
し

た
日

の
場

合

調 剤

退
院

時
共

同
指

導
加

算

※
１

※
２

※
３

※
４

※
５

歯 科
×

創
傷

処
置

（
手

術
日

か
ら

起
算

し
て

十
四

日
以

内
の

患
者

に
対

す
る

も
の

を
除

く
。

）
、

喀
痰

吸
引

、
摘

便
、

酸
素

吸
入

、
酸

素
テ

ン
ト

、
皮

膚
科

軟
膏

処
置

、
膀

胱
洗

浄
、

留
置

カ
テ

ー
テ

ル
設

置
、

導
尿

、
膣

洗
浄

、
眼

処
置

、
耳

処
置

、
耳

管
処

置
、

鼻
処

置
、

口
腔

、
咽

頭
処

置
、

間
接

喉
頭

鏡
下

喉
頭

処
置

、
ネ

ブ
ラ

イ
ザ

、
超

音
波

ネ
ブ

ラ
イ

ザ
、

介
達

牽
引

、
消

炎
鎮

痛
等

処
置

、
鼻

腔
栄

養
及

び
長

期
療

養
患

者
褥

瘡
等

処
置

を
除

く
。

末
期

の
悪

性
腫

瘍
等

の
患

者
及

び
急

性
増

悪
等

に
よ

り
一

時
的

に
頻

回
の

訪
問

看
護

が
必

要
で

あ
る

患
者

に
限

る
。

訪
問

看
護

療
養

費
× ○

※
５

又
は

精
神

科
訪

問
看

護
基

本
療

養
費

を
算

定
で

き
る

者

次
に

掲
げ

る
薬

剤
の

薬
剤

料
に

限
る

。
　

・
抗

悪
性

腫
瘍

剤
（

悪
性

新
生

物
に

罹
患

し
て

い
る

患
者

に
対

し
て

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

　
・

疼
痛

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

の
た

め
の

医
療

用
麻

薬
　

・
抗

ウ
イ

ル
ス

剤
（

Ｂ
型

肝
炎

又
は

Ｃ
型

肝
炎

の
効

能
若

し
く

は
効

果
を

有
す

る
も

の
及

び
後

天
性

免
疫

不
全

症
候

群
又

は
Ｈ

Ｉ
Ｖ

感
染

症
の

効
能

若
し

く
は

効
果

を
有

す
る

も
の

に
限

る
。

）

次
に

掲
げ

る
薬

剤
の

薬
剤

料
に

限
る

。
　

・
エ

リ
ス

ロ
ポ

エ
チ

ン
（

人
工

腎
臓

又
は

腹
膜

灌
流

を
受

け
て

い
る

患
者

の
う

ち
腎

性
貧

血
状

態
に

あ
る

も
の

に
投

与
さ

れ
た

場
合

に
限

る
。

）
　

・
ダ

ル
ベ

ポ
エ

チ
ン

（
人

工
腎

臓
又

は
腹

膜
灌

流
を

受
け

て
い

る
患

者
の

う
ち

腎
性

貧
血

状
態

に
あ

る
も

の
に

投
与

さ
れ

た
場

合
に

限
る

。
）

　
・

エ
ポ

エ
チ

ン
ベ

ー
タ

ペ
ゴ

ル
（

人
工

腎
臓

又
は

腹
膜

灌
流

を
受

け
て

い
る

患
者

の
う

ち
腎

性
貧

血
状

態
に

あ
る

も
の

に
投

与
さ

れ
た

場
合

に
限

る
。

）
　

・
Ｈ

Ｉ
Ｆ

－
Ｐ

Ｈ
阻

害
剤

（
人

工
腎

臓
又

は
腹

膜
灌

流
を

受
け

て
い

る
患

者
の

う
ち

腎
性

貧
血

状
態

に
あ

る
も

の
に

対
し

て
投

与
さ

れ
た

場
合

に
限

る
。

）
　

・
疼

痛
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
の

た
め

の
医

療
用

麻
薬

　
・

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ロ
ン

製
剤

（
Ｂ

型
肝

炎
又

は
Ｃ

型
肝

炎
の

効
能

又
は

効
果

を
有

す
る

も
の

に
限

る
。

）
　

・
抗

ウ
イ

ル
ス

剤
（

Ｂ
型

肝
炎

又
は

Ｃ
型

肝
炎

の
効

能
又

は
効

果
を

有
す

る
も

の
及

び
後

天
性

免
疫

不
全

症
候

群
又

は
Ｈ

Ｉ
Ｖ

感
染

症
の

効
能

又
は

効
果

を
有

す
る

も
の

に
限

る
。

）
　

・
血

友
病

の
治

療
に

係
る

血
液

凝
固

因
子

製
剤

及
び

血
液

凝
固

因
子

抗
体

迂
回

活
性

複
合

体

Ｃ
０

０
３

　
在

宅
患

者
訪

問
薬

剤
管

理
指

導
料

×

Ｃ
０

０
７

　
在

宅
患

者
連

携
指

導
料

Ｃ
０

０
８

　
在

宅
患

者
緊

急
時

等
カ

ン
フ

ァ
レ

ン
ス

料
×

上
記

以
外

○

別
表

第
三

×

介
護

報
酬

に
お

い
て

、
指

定
施

設
サ

ー
ビ

ス
等

に
要

す
る

費
用

の
額

の
算

定
に

関
す

る
基

準
（

平
成

1
2
年

厚
生

省
告

示
第

2
1
号

）
の

別
表

（
指

定
施

設
サ

ー
ビ

ス
等

介
護

給
付

費
単

位
数

表
）

の
４

の
イ

か
ら

ヘ
ま

で
の

注
５

に
掲

げ
る

減
算

を
算

定
し

た
場

合
に

限
る

。
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保 医 発 0 3 2 5第 ３ 号 

令和４年３月25日 

 

地方厚生（支）局医療課長 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長    殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長 

 

 

 

 

厚生労働省保険局医療課長 

                         （公 印 省 略） 

 

「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」の一部改正について 

 

 

標記については、「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（令和４年厚生労働省告示第

54号）等が告示され、令和４年４月１日から適用されること等に伴い、「特別養護老人ホー

ム等における療養の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）の一部

を下記のように改め、令和４年４月１日から適用することとしたので、その取扱いに遺漏の

ないよう貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対して周知徹底を図られたい。また、要

介護被保険者等である患者に対する診療報酬の取扱いについては、「医療保険と介護保険の

給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平

成18年４月28日老老発第0428001号・保医発第0428001号）も併せて参照すること。 

なお、下記事項については、子ども家庭局、社会・援護局、障害保健福祉部及び老健局と協

議済みであるため、念のため申し添える。 

 

記 

 

「記」以下を別添のとおり改める。 
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別添 

 

１ 保険医が、次の（１）から（６）までのいずれかに該当する医師（以下「配置医師」とい

う。）である場合は、それぞれの配置されている施設に入所している患者に対して行った

診療（特別の必要があって行う診療を除く。）については、介護報酬、自立支援給付、措置

費等の他給付（以下「他給付」という。）において評価されているため、診療報酬の算定方

法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）

区分番号Ａ０００の初診料、医科点数表区分番号Ａ００１の再診料、医科点数表区分番号Ａ

００２の外来診療料、医科点数表区分番号Ｂ００１－２の小児科外来診療料及び医科点数

表区分番号Ｃ０００の往診料を算定できない。 

（１） 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19号）第12条

第１項第２号、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第

46号）第12条第１項第２号、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成11年厚生省令第37号）第121条第１項第１号又は指定介護予防サービス等の事

業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第129条第１項第１号の規定

に基づき、養護老人ホーム（定員111名以上の場合に限る。以下同じ。）、特別養護老人

ホーム、指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所に配置

されている医師 

（２） 病院又は診療所と特別養護老人ホームが併設されている場合の当該病院又は診療

所（以下「併設医療機関」という。）の医師 

なお、病院又は診療所と養護老人ホーム、指定短期入所生活介護事業所、指定介護予防

短期入所生活介護事業所、指定障害者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）

第５条第７項に規定する生活介護を行う施設に限る。（３）において同じ。）、盲導犬訓

練施設、救護施設、乳児院又は児童心理治療施設が合築又は併設されている場合につい

ても同様の取扱いとする。 

（３） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第172号）第４

条第１項第１号の規定に基づき、指定障害者支援施設に配置されている医師 

（４） 障害者総合支援法第５条第６項に規定する療養介護を行う事業所（以下「療養介

護事業所」という。）に配置されている医師 

（５） 救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する最低基

準（昭和41年厚生省令第18号）第11条第１項第２号の規定に基づき、救護施設（定員111

名以上の場合に限る。以下同じ。）に配置されている医師 

（６） 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第21条第
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１項又は同基準第73条第１項の規定に基づき、乳児院（定員100名以上の場合に限る。以

下同じ。）又は児童心理治療施設に配置されている医師 

 

２ 保険医が次の表の左欄に掲げる医師に該当する場合は、それぞれ当該保険医（併設医療

機関の医師を含む。）の配置されている施設に入所している患者に対する一部の診療につ

いては他給付で評価されていることから、同表の右欄に掲げる診療報酬を算定できない。 

 

保険医 診療報酬 

・配置医師（全施設共通） ・医科点数表区分番号Ｂ０００の特定疾患療養管理料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－９の地域包括診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－10の認知症地域包括診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－11の小児かかりつけ診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－３の生活習慣病管理料 

・医科点数表区分番号Ｂ００７の退院前訪問指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１の在宅自己注射指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１－２の在宅小児低血糖症患者指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１－３の在宅妊娠糖尿病患者指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０２の在宅自己腹膜灌流指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０２－２の在宅血液透析指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０３の在宅酸素療法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０４の在宅中心静脈栄養法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５の在宅成分栄養経管栄養法指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５－２の在宅小児経管栄養法指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５－３の在宅半固形栄養経管栄養

法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０６の在宅自己導尿指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０７の在宅人工呼吸指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０７－２の在宅持続陽圧呼吸療法指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０７－３の在宅ハイフローセラピー指

導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０８の在宅悪性腫瘍等患者指導管理料 
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・医科点数表区分番号Ｃ１０８－２の在宅悪性腫瘍患者共同指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０９の在宅寝たきり患者処置指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０の在宅自己疼痛管理指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－２の在宅振戦等刺激装置治療指

導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－３の在宅迷走神経電気刺激治療

指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－４の在宅仙骨神経刺激療法指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－５の在宅舌下神経電気刺激療法

指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１１の在宅肺高血圧症患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１２の在宅気管切開患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１２－２の在宅喉頭摘出患者指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１４の在宅難治性皮膚疾患処置指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１６の在宅植込型補助人工心臓（非拍

動流型）指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１７の在宅経腸投薬指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１８の在宅腫瘍治療電場療法指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１９の在宅経肛門的自己洗腸指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１２０の在宅中耳加圧療法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１２１の在宅抗菌薬吸入療法指導管理料 

・指定障害者支援施設の配置医

師（生活介護を行う施設に限る

。） 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の５の小児科療養指導料 

・児童心理治療施設の配置医師 ・医科点数表区分番号Ｉ００２の通院・在宅精神療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００２－３の救急患者精神科継続支援料 

・医科点数表区分番号Ｉ００４の心身医学療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００６の通院集団精神療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００７の精神科作業療法 
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・医科点数表区分番号Ｉ００８－２の精神科ショート・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ００９の精神科デイ・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ０１０の精神科ナイト・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ０１０－２の精神科デイ・ナイト・ケア 

・乳児院又は児童心理治療施設

の配置医師 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の４の小児特定疾患カウンセリン

グ料 

 

３ 配置医師以外の保険医が、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、指定短期入所生活介

護事業所、指定介護予防短期入所生活介護事業所、指定障害者支援施設（生活介護を行う

施設に限る。）、療養介護事業所、救護施設、乳児院又は児童心理治療施設（以下「特別養

護老人ホーム等」という。）に入所している患者を診療する場合については、次の（１）又

は（２）の取扱いとすること。 

（１）患者の傷病が配置医師の専門外にわたるものであり、入所者又はその家族等の求め

等を踏まえ、入所者の状態に応じた医学的判断による配置医師の求めがある場合に限り、

医科点数表第１章第１部の初・再診料、医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点

数表第２章第３部の検査、医科点数表第２章第９部の処置等に係る診療報酬を算定でき

る。 

（２）（１）にかかわらず、入所者又はその家族等の求めや入所者の状態に応じた医学的判

断による配置医師の求めが明らかではない場合であっても、緊急の場合であって、特別

養護老人ホーム等の管理者の求めに応じて行った診療については、医科点数表第１章第

１部の初・再診料、医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点数表第２章第３部の

検査、医科点数表第２章第９部の処置等に係る診療報酬を同様に算定できる。 

 

４ 特別養護老人ホーム等に入所している患者については、次に掲げる診療報酬等の算定の

対象としない。 

なお、介護保険法（平成９年法律第123号）第63条に規定する要介護被保険者等に対する

診療報酬の取扱いについて、この通知に特に記載がないものについては、「医療保険と介

護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等につ

いて」（平成18年４月28日老老発第0428001号・保医発第0428001号）の取扱いに従うこと。 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の９の外来栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の11の集団栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の13の在宅療養指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－３の乳幼児育児栄養指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００４の退院時共同指導料１ 

・医科点数表区分番号Ｂ００９の診療情報提供料（Ⅰ）（注２、注４及び注16に該当する場

合に限る。） 
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・医科点数表区分番号Ｃ００１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び医科点数表区分番号Ｃ００１

－２の在宅患者訪問診療料（Ⅱ） 

ただし、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者につい

ては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００

１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、医科点数表区分番号Ｃ００１－２の在宅患者訪問診療料

（Ⅱ）、医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料、医科点数表区分番号Ｃ０

０２－２の施設入居時等医学総合管理料又は医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅がん医

療総合診療料を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合に限

り、当該患者のサービス利用開始後30日までの間、在宅患者訪問診療料を算定すること

ができる。また、特別養護老人ホームの入所者については、以下のア又はイのいずれかに

該当する場合には在宅患者訪問診療料を算定することができる。ただし、看取り加算に

ついては、当該患者が介護福祉施設サービス又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る看取り介護加算（以下「看取り介護加算」という。）のうち、看取り介護加

算（Ⅱ）を算定していない場合に限り算定できる。 

ア 当該患者が末期の悪性腫瘍である場合 

イ 当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているも

のに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当該

特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行われ

たものに限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ００２－２の施設入居時等医学総合管理料 

ただし、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者につい

ては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００

１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、医科点数表区分番号Ｃ００１－２の在宅患者訪問診療料

（Ⅱ）、医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料、医科点数表区分番号Ｃ０

０２－２の施設入居時等医学総合管理料又は医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅がん医

療総合診療料を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合に限

り、当該患者のサービス利用開始後30日までの間、施設入居時等医学総合管理料を算定

することができる。また、特別養護老人ホームの入所者については、以下のア又はイのい

ずれかに該当する場合には施設入居時等医学総合管理料を算定することができる。 

ア 当該患者が末期の悪性腫瘍である場合 

イ 当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているも

のに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当該

特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行われ

たものに限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅がん医療総合診療料 
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ただし、看取り加算の取扱いについては、在宅患者訪問診療料の例によること。 

・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料及び医科点数表区分番号Ｃ０

０５－１－２の同一建物居住者訪問看護・指導料（特別養護老人ホームの入所者であっ

て、末期の悪性腫瘍であるものを除く。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入所

生活介護を利用している者であって、末期の悪性腫瘍であるものについては、当該患者

のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪

問看護・指導料又は医科点数表区分番号Ｃ００５－１－２の同一建物居住者訪問看護・

指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算

定することができる。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－２の在宅患者訪問点滴注射管理指導料（特別養護老人ホ

ームの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００６の在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ００７の訪問看護指示料（特別養護老人ホームの入所者であって

、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００７－２の介護職員等喀痰吸引等指示料 

・医科点数表区分番号Ｃ００８の在宅患者訪問薬剤管理指導料（特別養護老人ホームの入

所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００９の在宅患者訪問栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ０１０の在宅患者連携指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ０１１の在宅患者緊急時等カンファレンス料（特別養護老人ホー

ムの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ０１２の在宅患者共同診療料２及び３ 

・医科点数表区分番号Ｃ０１３の在宅患者訪問褥瘡管理指導料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２の精神科訪問看護・指導料（特別養護老人ホームの入所者

であって認知症の患者以外の患者を除く。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入

所生活介護を利用している者であって、認知症の患者以外の患者については、当該患者

のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護・指導料を算定した保険医

療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、

算定することができる。）・医科点数表区分番号Ｉ０１２－２の精神科訪問看護指示料

（特別養護老人ホームの入所者であって認知症の患者以外の患者を除く。） 

・診療報酬の算定方法別表第三調剤報酬点数表（以下「調剤点数表」という。）区分番号１

５の２の在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料（特別養護老人ホームの入所者であって、末

期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・調剤点数表区分番号１５の３の在宅患者緊急時等共同指導料（特別養護老人ホームの入

所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成20年厚生労働省告示第

-86-



67号。以下「訪看告示」という。）別表区分番号０１の訪問看護基本療養費（特別養護老

人ホームの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。また、短期入所生活介

護又は介護予防短期入所生活介護を利用している者であって、末期の悪性腫瘍であるも

のについては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、訪問看護療養費を

算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、算定

することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０１－２の精神科訪問看護基本療養費（特別養護老人ホームの入

所者であって認知症の患者以外の患者を除く。ただし、認知症の患者以外の患者であっ

て、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者については、

当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護基本療養費を算定

した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、利用開始

後30日までの間、算定することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（24時間対応体制加算、特別管理加算、

退院時共同指導加算、退院支援指導加算、在宅患者緊急時等カンファレンス加算、看護・

介護職員連携強化加算及び専門管理加算を含む。）（特別養護老人ホームの入所者であ

って、末期の悪性腫瘍であるもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認

知症であるものを除く。）を除く。ただし、その場合であっても、看護・介護職員連携強

化加算は算定できない。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用

している者であって、末期の悪性腫瘍であるもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定

できるもの（認知症であるものを除く。）については、当該患者のサービス利用前30日以

内に患家を訪問し、訪問看護療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定

訪問看護を実施した場合に限り（精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認知症

であるものを除く。）においては、利用開始後30日までの間）、算定することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（在宅患者連携指導加算を算定する場

合に限る。） 

・訪看告示別表区分番号０３の訪問看護情報提供療養費 

・訪看告示別表区分番号０５の訪問看護ターミナルケア療養費（遠隔死亡診断補助加算を

含む。）（特別養護老人ホームの入所者であって末期の悪性腫瘍のもの又は精神科訪問

看護基本療養費を算定できるもの（認知症であるものを除く。）を除く。） 

 

５ 指定障害者支援施設（生活介護を行う施設に限る。）のうち、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運

営に関する基準について（平成19年1月26日障発0126001号）第三の１により医師を配置し

ない取扱いとしている場合における当該施設に入所している者に対して行った診療につい

ては、１及び４による取扱いの対象としない。ただし、次に掲げる診療報酬等の算定の対

象としない。 
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・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－１－２の同一建物居住者訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－２の在宅患者訪問点滴注射管理指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００７の訪問看護指示料・医科点数表区分番号Ｉ０１２の精神科

訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２－２の精神科訪問看護指示料 

・訪看告示別表区分番号０１の訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０１－２の精神科訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（24時間対応体制加算、特別管理加算、

退院時共同指導加算、退院支援指導加算、在宅患者緊急時等カンファレンス加算、看護・

介護職員連携強化加算及び専門管理加算を含む。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（在宅患者連携指導加算を算定する場

合に限る。） 

・訪看告示別表区分番号０３の訪問看護情報提供療養費 

・訪看告示別表区分番号０５の訪問看護ターミナルケア療養費（遠隔死亡診断補助加算を

含む。） 

 

６ 指定障害者支援施設のうち、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行規則（平成18年２月28日厚生労働省令第19号）第６条の７第１号に規定する自立

訓練（機能訓練）を行う施設及び児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備

及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号）第２条第１号に規定する指定福祉

型障害児入所施設については、５ただし書を準用する。 

 

７ 特別養護老人ホーム等の職員（看護師、理学療法士等）が行った医療行為については、

診療報酬を算定できない。ただし、特別養護老人ホーム等に入所中の患者の診療を担う保

険医の指示に基づき、当該保険医の診療日以外の日に当該施設の看護師等が当該患者に対

し点滴又は処置等を実施した場合に、使用した薬剤の費用については、医科点数表第２章

第２部第３節薬剤料を、使用した特定保険医療材料の費用については、同部第４節特定保

険医療材料料を、当該患者に対し使用した分に限り算定できる。また、同様に当該看護師

等が検査のための検体採取等を実施した場合には、同章第３部第１節第１款検体検査実施

料を算定できる。なお、当該保険医の診療日以外の点滴又は処置等を実施する場合に必要

となる衛生材料等についても、指示を行った当該保険医の属する保険医療機関が当該施設

に提供すること。これらの場合にあっては、当該薬剤等が使用された日及び検体採取が実

施された日を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。 

 

８ 保険医が、特別養護老人ホーム等に入所中の患者について診療を行った場合は、診療報
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酬明細書の欄外上部に、施又は（施）の表示をすること。また、特別養護老人ホーム等に入

所中の患者に対して、往診して通院・在宅精神療法又は認知療法・認知行動療法に係る精

神療法を行った場合には、当該精神療法が必要な理由を診療録に記載すること。 

 

９ 各都道府県知事は、別紙様式により、特別養護老人ホーム等の配置医師に係る情報を把

握し、必要に応じ市町村等に対して周知するよう努めること。ただし、指定障害者支援施

設のうち、５に該当する施設については不要とする。 
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介護保険関連情報のホームページアドレスについて 

 

 介護保険関連情報のホームページアドレスをまとめたものです。常に介護保険の最新情

報を御確認していただくとともに、日頃の業務で疑問が生じた場合等に御活用ください。 

 

（１）厚生労働省 令和３年度介護報酬改定について 

   令和３年度介護報酬改定に伴うＱ＆Ａを含む。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html 

 

（２）介護保険最新情報（厚生労働省ホームページ） 

   厚生労働省から発出される介護保険の最新情報を掲載 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_kourei

sha/index_00010.html 

 

（３）介護サービス関係Ｑ&Ａ（厚生労働省ホームページ） 

   介護サービス関係のＱ&ＡをＰＤＦ又はエクセルファイルで閲覧可能 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_kourei

sha/qa/index.html 

 

（４）ＷＡＭ ＮＥＴ 介護サービス関係Ｑ&Ａ一覧 

   介護サービス関係Ｑ&Ａの内容を検索できるページ 

https://www.wam.go.jp/wamappl/kaigoServiceQA.nsf/aList?Open&sc=00&kc=0

&pc=1 

 

（５）「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に

関連する事項等について」の一部改正について 

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000613583.pdf 

    ※ 検索サイトで「保医発 0327第３号」で検索すると閲覧できます。 
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